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MESSAGE

ラジオな時間

執行役員流通・情報通信システム事業本部
副本部長

坂田太久仁

食欲の秋、読書の秋、音楽の秋……そして
ラジオの秋。最近「ラジオ」というモノをあ
らためて見直している。地上テレビ放送が
2011年７月に完全デジタル化するという時代
にだ。若手社員との雑談のなかでも、「自宅
にテレビはないがラジオはある」「ラジオの
ほうが時間が有効に使えるのが良い」という
ことを耳にしたことも一つのきっかけとなっ
た。

ラジオ放送の歴史をさかのぼると、レジナ
ルド・フェッセンデンという米国の技術者
が、1906年12月のクリスマスイブに放送した
のが始まりといわれている。同じく日本のラ
ジオ放送の第一声は、1925年３月の東京放送
局（現NHK）だったとのことである。

高度経済成長期の幸せなラジオ世代を生き
てきた方々にとって、ラジオは青春の思い出
の多くが重なる貴重な代物ではないだろう
か。ラジオの深夜放送に耳を傾けながら受験
勉強に打ち込んでいた方も多いと思う。あの
ころ、ラジオを聴きながら勉強をしている
と、親たちから、「そんな『ながら族』をし
ていて、勉強が身につくものか」と苦言を呈
された方も多いのではないだろうか。

しかしこのながら族も、最近は見直される
風潮や学説があるようだ。すなわち、ながら
行為は脳の活性化に非常に効果的だといわれ
ている。

ラジオは現代の情報過多の時代には珍し
く、情報量が少ない点が評価される。断って
おくが、情報量が少ないというのは音声情報
のみという意味であって、その内容の範囲の
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広さや豊富さを否定するものではない。ラジ
オを聴くときわれわれリスナーの脳は、不足
している視覚情報を補おうと、情景や場面を
想像しながら目まぐるしく活動し、自然に活
性化するそうである。耳から入った音声情報
は側頭葉で音声認識され、言語は言語野で処
理される。ここからが面白い。われわれは前
頭葉、後頭葉、頭頂葉などあらゆる脳の分野
を駆使して情報を想像（創造）、補填し、理
解と認知を進めるわけである。リスナーがこ
れらを特に意識しなくとも処理されるところ
が、「ラジオは脳を活性化させる」といわし
める。「脳を鍛える」には、ラジオは格好の
素材といえる。

この想像（創造）するという能力は、われ
われシステムエンジニア（以下、SE）の本
業であるシステム構築に大いに活かせるもの
ではないだろうか。SEはお客様から要件を
うかがい、その目的に合った要件定義やシス
テムデザインに取り組む。

その際、ときとして抽象的な要件も多いの
だが、そこで活躍するのが「想像（創造）
力」である。１を聞いて10を知るのは難しく
とも、あらゆる知識と経験を駆使して理解と
認知を進め、業務的観点からシステム的観点
への翻訳作業をし、考えをまとめて形にして
いくというシステム構築の上流工程において
は、非常に大きな要素である。このプロセス
は先ほど述べたように脳を活性化させること
で実現でき、これらを重ねることにより、お
客様が本当に望まれるシステム像に近づける
という実感を筆者は持っている。

このようにラジオは自然と脳の「想像（創

造）力」を高めてくれると思うのだが、一
方、ながら行為にラジオは非常にマッチした
媒体だと考えている。想像してほしいのだ
が、ラジオを聴きながらの同時並行作業は、
多くの場合うまくできるはずである。２つの
ことを同時に行うので、脳にとってはかなり
負担のはずだ。これを難なくこなせるという
ことは、非常に楽をして脳を鍛えているわけ
である。筆者も休日によくラジオをかけなが
ら家事などの作業を楽しくこなしているが、
確かにラジオながら族は良いものだと実感し
ている。聞いている素材も、ニュース、ラジ
オドラマ、バラエティ、スポーツ中継そして
音楽など幅広く、興味深い番組が数多く放送
されており、どれも甲乙つけがたい。

そのなかでも筆者の一押しは、「脳を鍛え
る度」からすればラジオドラマになる。ラジ
オドラマは、セリフ・効果音・BGMなどに
耳を傾けることで、描かれた情景や場面を想
像するわけだが、脳が熱を帯びるほど、前述
のとおり活性化して鍛えられている実感がす
る。これまでの人生経験で得た映像シーンを
かき集めてオリジナルの情景を描き出してい
るからだ。「本を読む」こととかなり似通っ
た魅力を持っている。

最近のラジオ放送業界は、厳しい事業環境
のようだが、インターネットラジオの誕生な
ど、次世代に期待できる新技術なども出てき
ている。これからも良質の放送をぜひ続けて
いただき、われわれSEは、お客様のニーズ
を高品質に具現化していくことがいつでもで
きるよう、秋の夜長、ラジオながら族になっ
て大いに脳を鍛えておきたい。�（さかたたくひと）
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社会保障・税に関する番号制度の
導入に向けて

CONTENTS Ⅰ　社会保障・税に関する番号制度の検討の経緯
Ⅱ　社会保障・税の番号制度の導入における留意点
Ⅲ　社会保障・税の番号制度の導入に向けたステップ

1	 政府は「社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会」を通じ、番号制度の
導入に向けた「中間取りまとめ」を公表している。過去、国民に対する番号制
度について日本では、グリーンカード制度は導入前に廃止され、住民基本台帳
（以下、住基）ネットワークシステム・住基カードは訴訟問題に発展し、同ネ
ットワークシステムへの不参加地方公共団体が出るなどの混乱が生じた。さら
に、年金手帳、健康保険証、介護保険証の１枚化を目指した社会保障カード
は、事業仕分けにより予算計上が見送りとなった経緯がある。

2	 米国、スウェーデン、韓国などの状況から社会保障・税の番号制度の意義やメ
リットを見ると、税の申告・還付の手続きや、社会保障制度間での所得・納
付・併給調整などの情報連携に活用されている。また、民間での活用（採用時
の個人認証、信用情報システムの活用等）も進んでおり、民間企業・金融機関
などの業務運営面での正確性・効率性上のメリットは大きい。

3	 一方で、社会保障・税の番号制度の導入は、国家による情報管理や、情報の漏
えいおよび不正使用などのリスクが懸念される。欧米諸国では国民の自己情報
コントロール権を確立するとともに、そのための保護法制・保護の仕組み（第
三者機関による官民への個人情報管理・活用状況の監督）が確立されている。

4	 さらに、電子政府化の推進による利便性向上や民間への影響を考えた場合、社
会保障・税の番号制度の費用対効果の検証は必須で、官民の投資費用や経常費
用を回収できるメリットの現出を可能とする仕組みが求められる。

特集 社会保障・税に関する番号制度──その意義と展望

要約

広瀬真人
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Ⅰ	 社会保障・税に関する
	 番号制度の検討の経緯

1	 社会保障・税に関する番号制度の
	 導入の動き

現在、政府では、真に必要な人に重点的に
手を差し伸べることができるように、社会保
障制度と税制との一体的改革が検討されてい
る。その一環として、

● 真に手を差し伸べるべき人への社会保障
の充実

● 国民負担の公正性の確保
● 国民の利便性の向上
──などを目的として、社会保障・税に関

する番号制度の導入も議論されている。
番号制度の導入は、2009年12月の「平成22

年度税制改正大綱──納税者主権の確立に向
けて」のなかでその必要性が述べられ、１年
以内をめどに結論を出すとされていた。これ
を受けて、2010年２月に「社会保障・税に関
わる番号制度に関する検討会」（菅直人会
長）が国家戦略室を事務局として、内閣官
房、財務省、厚生労働省、総務省などの関連
府省との協議や、有識者からの説明・討議を
重ねた５回の会合を踏まえ、６月29日に、国
民の意見を広く問うための「中間取りまと
め」を公表している。

同「取りまとめ」では、
● 選択肢Ⅰ　利用範囲をどうするか
● 選択肢Ⅱ　制度設計をどうするか
● 選択肢Ⅲ　（プライバシー）保護の徹底

をどうするか
──についての選択肢が示されている。ま

た、番号制度導入にかかわる政府サイドのシ
ステム開発の初期費用および想定される準備

期間も示され、それによると、初期投資で
4000〜6100億円、準備期間で最低３、４年程
度を要する壮大な社会制度構築であることが
わかる。

社会の隅々に大きな影響を与える番号制度
の検討を進めるに当たり、本稿では、番号制
度等の過去からの検討の経緯、諸外国での番
号制度の導入状況・活用事例を俯瞰する。ま
た、第二論考以降への橋渡しとして本稿を位
置づけ、番号制度の導入に向けた留意点や導
入までのステップを論じる。

2	 過去の社会保障・税等の番号
	 制度の導入に当たっての課題

社会保障や税を含む国民への番号制度の導
入については、日本はいくつかの経緯がある。
まず1980年に、マル優（少額貯蓄非課税制
度）の上限管理などを目的に、金融所得に適
用しようとしたグリーンカード（少額貯蓄等
利用カード）制度の導入があった。この制度
は、一度は法制化されたものの、反対意見が
あったことからその後導入が延期され、1985
年に議員立法により廃止となり、とん挫した。

次は、行政事務の効率化と住民サービスの
向上を目標にして構築されてきた住民基本台
帳ネットワークシステム（以下、住基ネッ
ト）注1で、これについては、国家による情
報管理や情報漏えいへの懸念から訴訟が頻発
し、不参加の地方公共団体が発生するなどの
混乱が生じている注２。

さらに、厚生労働省を中心に、年金手帳、
健康保険証、介護保険証の１枚化を目的とし
た社会保障カードが、2011年度中をめどに導
入するとされていたが、民主党への政権移行
後の事業仕分けにより、社会保障・税制の改
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革や番号制度、および民主党政権が揚げる年
金通帳などの類似制度との整合を図る必要が
あると指摘され、先送りされている（表１）。

こうした過去の日本の番号制度の導入の経
緯を見ると、まずグリーンカード制度につい
ては、具体的な意義・メリットの国民への提
示の面で課題が指摘されている。住基ネット
では個人情報保護制度への不安が強かったと
考えられる。さらに、そのような課題がある
なかでの費用対効果への懸念も呈せられてい
た。

Ⅱ	 社会保障・税の番号制度の
	 導入における留意点

次に、今後の社会保障・税に関する番号制

度の導入に関しての留意点を考えてみたい。
日本では宙に浮いた年金問題への対応、社会
保障・税負担の公正性の確保、行政事務の効
率性向上などの要請から、社会保障・税の番
号制度の導入の必要性が、国民や企業の間で
認識されてきている。このため過去の日本の
経験を踏まえると、番号制度の導入に当たっ
ては、これを社会システムの大きな改革と捉
え、諸外国の先例を参照しつつも以下の点を
深掘りし、官民の関連制度と関連業務とを合
わせて再構築していくことが求められている
といえる。

①国民への番号制度導入の意義とメリット
の具体的な提示

②行政による管理よりも国民の自己情報コ
ントロール権（後出）の確立

表1　日本における社会保障・税等の番号制度などの導入経緯

グリーンカード 住民基本台帳ネットワークシステム（住基
ネット）・住基カード

社会保障カード

非課税貯蓄制度の公正な運用と利子・配当所
得などの課税の適正化
● 非課税貯蓄制度を利用する者に対して、申
請によりカードを交付

● 金融機関、郵便局などはカードにより本人
確認

● カードに店舗ごとの非課税限度額を記載
● 支払い調書にはカードの交付番号を記載

住民の利便の向上と、国および地方公共団
体の行政の合理化に資するため、住民票コー
ドを検索キーとして、住民基本台帳をネッ
トワーク化し、本人確認のできる全国共通
のシステムを構築
● 市町村は都道府県に、都道府県は指定情
報処理機関に本人確認情報を送信

● 本人確認情報の提供先および利用可能事
務は、法律または条例で限定

年金手帳・健康保険証・介護保険証の役割
を果たし、年金記録などの確認を可能とす
るものとして、社会保障カードを2011年度
中をめどに導入する
● 情報アクセス基盤としての効果

自己情報の確認、お知らせの電子化、
自己情報へのアクセス記録の確認など

● 情報連携の基盤としての効果
カードの1枚化、業務の効率化、給付
調整事務の効率化など

1980年　グリーンカード制度の導入を盛り
込んだ所得税法の一部改正法案可
決、公布

1982年　グリーンカード制度の見直し論
1983年　グリーンカード制度導入の3年延期
1985年　グリーンカード制度の廃止

1999年　住基法（住民基本台帳法）改正
2002年　第一次稼働
2003年　第二次稼働（本格稼働）
2008年　最高裁判所判決（住基ネットを管

理、利用する等の行為は憲法13条
に違反しない）

2007年　社会保障カードの在り方懇談会
2009年　社会保障カードの導入予算計上

（事業仕分けで見送りの方針へ）

● マル優制度の悪用防止対策として活用する
予定

● 富裕層資産の海外逃避懸念

● 情報漏えいへの不安（ハッキング〈不正
アクセス〉の不安）

● 個人情報管理に対する行政対応への不安
● 情報一元化への不安、一部の地方公共団
体の反発

● 上記の懸念への対応のため、一部の地方
公共団体は住基ネットに不参加の状況

● 民主党政権の揚げる年金通帳との重複投
資となる

● 政府の議論（年金・医療・介護と税の番
号を統一する議論）を踏まえる必要性

出所）財務省、厚生労働省、総務省資料より作成

制
度
の
ね
ら
い
と
概
要

制
度
導
入
の
経
緯

懸
念
事
項
・
課
題
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③番号制度の利活用には電子政府との連携
が必要

④官民での費用対効果の検証

1	 国民への番号制度導入の意義と
	 メリットの具体的な提示

第１点目は、番号制度の導入の意義とメリ
ットを具体化して国民に提示することで、こ
れについては、各国での番号制度の適用を見
ておくことが重要である。米国、スウェーデ
ン、韓国などでは、社会保障・税分野や他の
幅広い行政分野に番号が活用されている。番
号制度の特徴とその利活用の状況について
は、次ページの表２のとおりである。

米国では1936年社会保障法を根拠法として
９ケタの数字からなる社会保障番号（Social 
Security Number、以下、SSN）が導入され
ている。導入の目的は、社会保障税算定のた
めの個人所得の捕捉であった。当初は本人か
らの申請に基づき発行していたが、1987年以
降、順次州単位で段階的に出生時の付番に移
行している。SSNの付番および管理は社会保
障庁（Social Security Administration）が行
っ て い る。 こ れ に よ り 内 国 歳 入 庁（The 
Internal Revenue Service）と社会保障庁と
の間でSSNを利用し、所得と社会保障税の納
付状況をオンラインで相互にチェックしてい
る。

このほかにもSSNは、さまざまな政府機関
からの個人の状況の照会にも活用され、民間
企業でも信用情報サービスとして、また、採
用時の本人確認に、SSNを社会保障庁に照会
するなどして活用されている。もはやSSNを
抜きにした社会保障制度、税務等の業務運営
や金融機関等の事業運営は考えられなくなっ

ている。
スウェーデンには16世紀の教区登録制度

（教区税の徴収など）から発展した住民登録
制度の個人番号があり、住民登録および個人
番号は国税庁が担当し、同庁は税金および社
会保険料を一括して徴収している。企業、金
融機関は年１回、番号で名寄せされた収入情
報を国税庁に提供し、同庁はその情報をもと
に、国民に納税額を事前通知（プレプリン
ト）する。そのほかの利用としては、国税庁
傘下のSPARというデータベース管理機関
が、住民登録に基づく個人番号、姓名、住
所、出生地・出生年月などを管理し、行政機
関のみならず、民間企業の利用申請に基づい
て対象者の姓名・住所が提供され、対象者に
応じた商品・サービスの紹介などのダイレク
トメールの送付にも利用されている。

韓国では1968年、住民登録番号制度に基づ
き、すべての国民に住民登録番号が付与され
ている。制度全体は日本の総務省に相当する
行政安全部（李明博〈イ・ミョンバク〉政権
になって行政自治部より名称変更）が、番号
および登録証の発行責任は日本の市町村に相
当する市・郡・区が担っている。住民登録番
号は、社会保障、税、広範な行政サービス用
として、また金融機関や電子商取引などの民
間サービスでは個人の識別情報として用いら
れている。

以上の３カ国は、１つの番号を社会保障・
税をはじめ、さまざまな分野で利活用する統
合モデルであるが、これらの国とは異なり、
分野別番号を連携させている国がオーストリ
アである。オーストリアでは、社会保障、税
務、身分保障などの各領域でそれぞれ異なる
番号制度が採用されてきたが、これら異なる
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番号制度を維持しつつ、それぞれの領域を超
える情報連携や行政事務の効率化のために基
幹番号が導入され、基幹番号から領域別の番
号の照合が可能となっている。基幹番号は
2002年２月から導入された市民カードにのみ
格納されている。同カードは、市民に各種の
認証機能を提供する手段として導入され、民

間共同出資の第三者機関が認証サービスを提
供している。

ここまで紹介した４カ国とも、社会保障、
税務、住民登録ベースで何らかの番号制度が
すでに存在し、社会に受け入れられてきてい
る。特に近年ではプレプリントや徴税業務等
の行政事務の効率化、情報連携による納税申

表2　諸外国の共通番号制度の概要

米国 スウェーデン 韓国

名称 社会保障番号
（SSN：Social Security Number）

個人番号
（PN：Personnummer）

住民登録番号

番号の構成 9桁の数字
（地域、発行グループ、連番）

10桁の数字
（生年月日、生誕番号、チェック番号）

13桁の数字
（生年月日、出生世紀別性別コード、生誕番号、チェッ
ク番号）

導入年および導入
目的

1936年（1935年法施行）
導入目的は、社会保障税算定のための個人所
得の捕捉

1947年
16世紀に教区税徴収の効率化のために導入、現
在では住民登録をベースに税務、社会保障、その
他行政事務に広く使用

1968年
住民の居住･移動実態を把握､住民生活の便益増進､適正
な行政事務遂行､社会安定と秩序維持などを目的に導入

付番対象者の範囲 米国民、労働許可を持つ在米外国人を対象に、
本人からの申請者に基づき発行（任意）
※1987年以降、社会保障庁は「出生時の付番
（Enumeration at Birth）」を推奨し、州との連
携のもと試行中

すべてのスウェーデン国民および1年以上の長期
滞在者。原則、出生時に付番されるが、外国人な
どは入国後の住民登録時に申請

すべての韓国国民
（住民登録証の発行対象は17歳以上のすべての国民）

付番維持管理機関 社会保障庁
（SSA：Social Security Administration）

国税庁
（Skatteverket）

行政安全部（行政自治部より名称変更）
（制度全体の運営）

付番・カード発行
の財源

● すべて社会保障庁の予算で賄われる
● 個人の負担はない

● すべて国税庁の予算（税金）で賄われる
　（ID〈認証番号〉カードは国として発行してお
らず、必要な個人が発行費用を負担して個別に
銀行・郵便局等に申請）

● 行政安全部の予算（税金）で賄われる
● 個人の負担はない（紛失などによる再発行時は個人負
担あり）

行政における利用 ● 年金：受給資格管理、社会保障計算書送付
● 医療：メディケアの受給資格管理、メディ
ケイドと他給付との併給調整、医療機関に
おける患者管理・保険資格確認・医療費請
求

● その他福祉：フードスタンプ（食料費補助
対策）、州が行う社会保障給付受給審査など
広く使用

● 税務：個人所得税納付管理、他税との整合
確認、各種控除申請

● その他行政事務：出生・結婚・死亡などの証
明､運転免許証番号､学生証番号、行政サー
ビス全般の本人確認・個人認証

● 年金：受給資格管理・受給申請､保険料納付状
況管理､年金通知送付

● 医療：医療機関における患者管理・保険資格確
認・医療費請求、ヘルスデータベースの構築

● 医療機関、コミューン（福祉）、失業保険労働
市場庁、奨学金庁との併給調整

● 雇用主との併給調整（傷病給与､傷病手当）
● 税務：所得情報共有、税・社会保険料の一元徴
収

● その他行政事務：各種行政サービス全般の本人
確認・個人認証などに広く使用

● 行政機関間の情報共有ネットワークとして
Navetが存在

● 官民問わず個人認証手段として広く使用されるほか、
電子政府「電子民願システム」の個別機能を担うシス
テムにおける個人情報管理番号およびログインIDなど
として利用されている

● 年金：受給資格管理
● 医療：保険加入単位（≒世帯単位）に付番される医療
保険番号のもとで個人単位の情報を管理するための管
理番号として使用

● 税務：国税統合システム（TIS）で個人および法人の
税務情報の管理番号、Webサイト経由の納税申告など
のログインIDとして使用

民間利用
＊必ずしも全企業
で利用されない
場合も含む

特に制限なし
民間保険会社の被保険者番号、各種契約にお
ける個人認証・身元調査・信用履歴確認等、マー
ケティングなどに広く利用可能

特に制限なし
公文書公開の原則により、住民登録データベース
の情報も原則開示。民間企業の顧客管理番号とし
ても使用される。民間機関への情報提供機関とし
てSPARが存在

特に制限なし
各種契約における個人認証、金融機関による信用履歴確
認、民間企業の顧客番号・会員番号（特にWebサイト
上での会員登録）としての活用など

個人情報保護方策 行政機関の個人情報管理をプライバシー法で
規定するほか、社会保障法、内国歳入法など
の連邦法および州法で分野・地域ごとに規定

1998年個人情報保護法（個人データ法ともいう）
および1980年機密保持法により個人情報の取り
扱いなどを規定。官民問わず適用される。このほ
か、個人情報管理の監査機関としてデータ検査院
が存在

個人情報保護に関する法律はなく、法制化を検討中。住
民登録法および社会保障基本法などの個別法内では個人
情報保護のための規定がある

出所）野村総合研究所「諸外国における社会保障番号等の在り方に関する調査報告書」（2007年1月）に加筆
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告・還付・社会保障給付等のサービス向上、
一方、民間領域では、金融機関などの業務で
の活用（信用照会サービス）が進んでいる。

社会保障分野、税務分野での番号制度の利
活用の状況と、日本における適用方向の詳細
は第二論考・山崎大輔「費用対効果に配慮し
た税分野への番号制度導入のあり方」、第三

論考・安田純子「社会保障分野における番号
制度の必要性と課題」で論じるが、適切な所
得再分配の実現や行政サービスの向上、民間
企業の業務効率化の面で重要な役割を果たす
方向で導入を検討することが必要である。

2	 個人情報の保護制度（自己情報
	 コントロール権）の確立

２点目として、過去の議論でも見られるよ
うに、番号制度の導入で懸念が高まるのは、
国家による情報管理と目的外利用、情報漏え
い、不正行為などのリスクである。日本で
は、行政機関と公的部門とを一元的に管理・
監督する機関はなく、特に国民の権利・利益
の保護および行政に対する監督の仕組みは未
整備であるといえる。

一方、番号活用が進んでいる諸外国では、
国民が自身の個人情報をいつどのように、ま
たどの程度他人に伝えるかを決定できる権利

（自己情報コントロール権）を定め、同権利
を担保する仕組みが構築されている。

具体的には、法的根拠のもと、自主性・独
立性を担保された権利保障のための機関が設
置され、同機関は、個人情報に関して法令遵
守・監査・調査・救済・指導・公教育などの
分野で機能を持ち、検査・監督権限も有して
いる。EU（欧州連合）構成国ではEUデータ
保護指令に従って、第三者機関が民間部門・
公的部門の両方に対して一定の監督権限を有
す。

たとえば英国では、1984年のデータ保護法
制定とともに第三者機関が設置され、その後
EUデータ保護指令に対応するために1998年
に同法を改正し、併せて同機関の機能や権限
も見直している。その後2001年には、その第

表2　諸外国の共通番号制度の概要

米国 スウェーデン 韓国

名称 社会保障番号
（SSN：Social Security Number）

個人番号
（PN：Personnummer）

住民登録番号

番号の構成 9桁の数字
（地域、発行グループ、連番）

10桁の数字
（生年月日、生誕番号、チェック番号）

13桁の数字
（生年月日、出生世紀別性別コード、生誕番号、チェッ
ク番号）

導入年および導入
目的

1936年（1935年法施行）
導入目的は、社会保障税算定のための個人所
得の捕捉

1947年
16世紀に教区税徴収の効率化のために導入、現
在では住民登録をベースに税務、社会保障、その
他行政事務に広く使用

1968年
住民の居住･移動実態を把握､住民生活の便益増進､適正
な行政事務遂行､社会安定と秩序維持などを目的に導入

付番対象者の範囲 米国民、労働許可を持つ在米外国人を対象に、
本人からの申請者に基づき発行（任意）
※1987年以降、社会保障庁は「出生時の付番
（Enumeration at Birth）」を推奨し、州との連
携のもと試行中

すべてのスウェーデン国民および1年以上の長期
滞在者。原則、出生時に付番されるが、外国人な
どは入国後の住民登録時に申請

すべての韓国国民
（住民登録証の発行対象は17歳以上のすべての国民）

付番維持管理機関 社会保障庁
（SSA：Social Security Administration）

国税庁
（Skatteverket）

行政安全部（行政自治部より名称変更）
（制度全体の運営）

付番・カード発行
の財源

● すべて社会保障庁の予算で賄われる
● 個人の負担はない

● すべて国税庁の予算（税金）で賄われる
　（ID〈認証番号〉カードは国として発行してお
らず、必要な個人が発行費用を負担して個別に
銀行・郵便局等に申請）

● 行政安全部の予算（税金）で賄われる
● 個人の負担はない（紛失などによる再発行時は個人負
担あり）

行政における利用 ● 年金：受給資格管理、社会保障計算書送付
● 医療：メディケアの受給資格管理、メディ
ケイドと他給付との併給調整、医療機関に
おける患者管理・保険資格確認・医療費請
求

● その他福祉：フードスタンプ（食料費補助
対策）、州が行う社会保障給付受給審査など
広く使用

● 税務：個人所得税納付管理、他税との整合
確認、各種控除申請

● その他行政事務：出生・結婚・死亡などの証
明､運転免許証番号､学生証番号、行政サー
ビス全般の本人確認・個人認証

● 年金：受給資格管理・受給申請､保険料納付状
況管理､年金通知送付

● 医療：医療機関における患者管理・保険資格確
認・医療費請求、ヘルスデータベースの構築

● 医療機関、コミューン（福祉）、失業保険労働
市場庁、奨学金庁との併給調整

● 雇用主との併給調整（傷病給与､傷病手当）
● 税務：所得情報共有、税・社会保険料の一元徴
収

● その他行政事務：各種行政サービス全般の本人
確認・個人認証などに広く使用

● 行政機関間の情報共有ネットワークとして
Navetが存在

● 官民問わず個人認証手段として広く使用されるほか、
電子政府「電子民願システム」の個別機能を担うシス
テムにおける個人情報管理番号およびログインIDなど
として利用されている

● 年金：受給資格管理
● 医療：保険加入単位（≒世帯単位）に付番される医療
保険番号のもとで個人単位の情報を管理するための管
理番号として使用

● 税務：国税統合システム（TIS）で個人および法人の
税務情報の管理番号、Webサイト経由の納税申告など
のログインIDとして使用

民間利用
＊必ずしも全企業
で利用されない
場合も含む

特に制限なし
民間保険会社の被保険者番号、各種契約にお
ける個人認証・身元調査・信用履歴確認等、マー
ケティングなどに広く利用可能

特に制限なし
公文書公開の原則により、住民登録データベース
の情報も原則開示。民間企業の顧客管理番号とし
ても使用される。民間機関への情報提供機関とし
てSPARが存在

特に制限なし
各種契約における個人認証、金融機関による信用履歴確
認、民間企業の顧客番号・会員番号（特にWebサイト
上での会員登録）としての活用など

個人情報保護方策 行政機関の個人情報管理をプライバシー法で
規定するほか、社会保障法、内国歳入法など
の連邦法および州法で分野・地域ごとに規定

1998年個人情報保護法（個人データ法ともいう）
および1980年機密保持法により個人情報の取り
扱いなどを規定。官民問わず適用される。このほ
か、個人情報管理の監査機関としてデータ検査院
が存在

個人情報保護に関する法律はなく、法制化を検討中。住
民登録法および社会保障基本法などの個別法内では個人
情報保護のための規定がある

出所）野村総合研究所「諸外国における社会保障番号等の在り方に関する調査報告書」（2007年1月）に加筆
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三者機関は情報公開法（The Freedom of 
Information Act 2000）の主管部署となり、
名称も変更されて、情報コミッショナー

（Information Commissioner）、およびその事
務 局（Information Commissioner's Office：
ICO）となっている。権限としては、苦情処
理、監督、情報公開、立法への関与、普及啓
発・教育などの機能を有している。

米国は、監督機能が複数に分散されていて
日本と類似しているが、消費者保護という枠
組みのなかで、連邦取引委員会（FTC）消
費者保護局が民間事業者の監督や国民からの
苦情に対応しており、部分的に第三者機関の
役割を果たしている。

日本でも、番号制度にかかわる自己情報管
理に関しては、公教育による権利意識の醸成
を含め、監査や罰則などの権限を有する第三
者機関の設置に向けた検討が求められよう。
番号制度とそれに関連する個人情報保護制度
の提案については、第四論考・小林慎太郎、
水之浦啓介、八代拓「社会保障・税の番号制
度に不可欠な新しい個人情報保護の仕組み」
で詳しく論じている。

3	 番号制度の利活用には
	 電子政府との連携が必要

３点目として、諸外国の番号制度では、そ
の利活用面における電子政府との連携が図ら
れていることが挙げられる。本章１節の３カ
国の例で見たように、番号制度は、社会保
障・税などの単なる分野別の活用だけでな
く、番号の連携によってさまざまな行政サー
ビスの提供、行政事務の効率化、金融機関な
ど他の機関での活用まで浸透してきている。

たとえば、「電子政府具現のための行政業

務等の電子化促進に関する法律（電子政府
法）」のもと、韓国の行政機関は、

①「行政機関間で電子的に確認することが
できる事項を、民願員に確認して提出す
るよう要求してはならない」（10条）

②「他の行政機関から信頼することができ
る行政情報の提供を受けることができる
場合には、同一内容の情報を別に収集し
てはならない」（11条）

──とされ、個人に関する情報流通を行政
機関同士で安全に効率的に実施する機関とし
て、行政情報共同利用センターを設置してい
る。韓国民は電子政府サイト（GAC）を通
じて行政機関による自己情報へのアクセス記
録を参照することができる。行政機関間だけ
でなく、金融機関も行政情報共同利用センタ
ーに接続しており、たとえば、口座開設の際
に住民登録情報を照会して本人確認に利用し
ている。このように韓国は、国民の利便性の
向上のために行政情報の連携を徹底させてい
る。

またオーストリアでは、前述のように、社
会保障・税などの各分野でそれぞれ異なる番
号制度が採用されてきたが、この番号制度を
維持しつつ、分野を超える情報連携や事務の
効率化のために中央住民登録番号（ZMR-
Zahl）から生成された基幹番号をベースとし
て、行政36分野別の個人番号（bPK）を生成
して、情報連携をしている。

国民は、保険者、金融機関などに申請し、
社会保険カードや銀行のキャッシュカードな
どの既存IC（集積回路）カードに基幹番号
と証明書機能を搭載してもらう。基幹番号は
同カードのICチップ以外には格納できない
仕組みとなっていて、本人が常に保有・管理
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するという個人番号の自己コントロールを具
現化している。しかし一方で、同カードの保
有率は国民の１割未満で、普及に課題を残し
ている。電子認証サービスなどを受けるには
ICカードリーダー端末の設置が必要で、セ
キュリティ対策とはいえ、端末を準備してま
で利用する意欲が少ないことがその原因であ
るとされている。

また、民間利用も、認証機能を活用したイ
ンターネットバンクの口座開設、労働契約等
の電子署名などまでしか広がっていない。今
後普及を拡大させるには、携帯電話端末の活
用等、デバイスの範囲拡大とともに住所情報

（転居情報等）の連携など、民間企業の業務
効率化に資する情報連携が広く認められるこ
とが必要とされている。

ひるがえって日本では、電子政府化の動き
は2000年以降より活発化しているが、かつて
の「e-Japan戦略注3」では個人を認証する仕
組みに全体最適の構想が欠如していたため、
サービスの提供主体ごとにばらばらに認証す
ることとなり、これが結果的にオンライン利
用の普及拡大のネックとなっている。

（1）	 現在の電子政府における特定個人の	
	 識別方法と課題

日本の電子政府における現状での個人の識
別は、住基カードに格納した電子証明書よる
公的個人認証サービス（氏名・性別・生年月
日・住所の４情報による署名）を活用してい
る。具体的には電子申請の際に、住基カード
内の電子証明書の内容をカードリーダー端末
で読み取って、電子署名を申請書に付記して
いる。しかし個人の認証は、各行政機関がば
らばらに実施（たとえば国税電子申告・納税

システム〈e-Tax〉は利用者識別番号が必
要）している。これは、電子署名はあくまで
も「署名」であり「認証」に用いることはで
きないということが一因である。

このため利用者は、行政機関・サービスご
とにID・パスワードの取得と管理が必要で、
それが利便性を低下させている。また利用者
は、公的個人認証サービスを利用するために
住基カードの取得のほか、電子証明書（有効
期限が３年）の取得、ICカードリーダー端
末の購入・設定などの負担を強いられてい
る。さらに行政機関は、データベース上の個
人を特定するための識別子（番号）を持たな
いため、他機関・サービスとのデータ連携が
できず、関連手続きにおいて縦割りサービス
を解消しにくい状態にある。

（2）	 対応の方向性

社会保障・税の番号制度の導入は、政府に
よる特定個人の認証方法を抜本的に改める貴
重な機会であり、番号制度の導入と併せて次
の仕組みを新たに構築することが重要であ
る。

● 個人がオンライン上で、汎用的かつ簡便
に行政機関から認証を受ける仕組み

● バックオフィス連携時に、行政機関が個
人を特定できる仕組み

4	 官民での費用対効果の検証
第４点目として、本稿の冒頭で述べたよう

に、今回検討されている番号制度の導入は、
官民にわたる社会システム基盤の改革であ
り、その制度設計や業務設計の巧拙により、
結果として費用対効果が大きく異なってくる
と想定される。今回の「中間取りまとめ」で
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は、政府サイドのシステム開発にかかる初期
投資額が示されているが、番号の通知・配布
の方法注4、およびそれに伴う事務経費など
は試算されていない。また、具体的な利活用
事例に基づいた民間サイドへの影響とコスト
もまだ明示されていない。

そこで、この「中間取りまとめ」や、過去
の政府税制調査会、経済財政諮問会議の資料

（社会保障番号の検討資料）も参照しなが
ら、番号関連の組織・機能について全体像を
構想すると図１のようになる。

番号制度導入に伴い、付番機関や情報連携
機関、個人への電子交付、第三者機関などの
組織と税務当局、社会保障関連機関の対応が

必要となる。そのうえで、各機能の費用項目
として初期費用では、システム開発費用や端
末設置に加えて、番号通知や番号取得などの
手続き費用が必要となる。経常費用として
も、システム運用費用や申請・通知手続き費
用、その他の運営費用（新規に組織を立ち上
げた場合）がかかってくる（表３）。

事例を挙げると、金融機関の業務において
は、番号取得注5、取引報告注6、住所変更な
どの確認のための費用がかかり、利用者の金
融機関への番号報告のインセンティブ（動機
づけ）や、金融機関が番号取得・取引等報告
のための費用を回収できるメリットを付与す
ることが導入を促進しやすいと考えられる。

図1　社会保障・税に関する番号制度にかかわる組織・機能（案）

注）DB：データベース、IAIS：保険監督者国際機構、ID：認証番号、LASCOM：自治体衛星通信機構、LASDEC：地方自治情報センター
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このため、具体的なユースケース（活用事
例）も含めて、経済効果（ベネフィット）を
試算してみるのが効果的である。民間サイド
では、たとえば金融機関は、番号を記載した
法定調書の送付のために、本人確認をしたう
えで、番号による名寄せをして顧客と税務当
局に法定調書を送付している。この際、利用
者の住所変更などが付番機関のシステムで照
会できれば、誤送付や新たな住所確認の手間
が削減できる。加えて、法定調書の電子交付
を法制度で明確にし、官民一体となって推進
することになれば大きなコスト削減となる。

また地方公共団体でも、（課税）所得水準
や家族状況によって給付や助成金の付与が決
定されるため、情報連携機能を効率的に活用
できることが条件となる。このように、政

府・民間サイドそれぞれについて、制度導入
の費用対効果の面から見た適用範囲や利活用
の方針を検討する必要もある。

Ⅲ	 社会保障・税の番号制度の
	 導入に向けたステップ

今まで諸外国の事例をもとに社会保障・税
の番号制度の導入に向けた留意点を検討して
きたが、これらを合わせて、導入に向けたス
テップをまとめる。

①国民の合意による取り組み
今まで述べたように番号制度導入の意義と

その効果、具体的な費用対効果の考え方につ
いて、国民の合意を形成する必要がある。こ

表3　番号制度導入に伴う費用項目について（案）

組織業務内容 システム関連費用（億円） 事務経費

組織名 業務内容 初期コスト 運用コスト 通知・配布コスト その他事務コスト

付番機関 付番・通知・番号管理 200～ 300＊1 不明 番号配布 組織運営費用

情報連携機関・
ネットワーク

情報連携関連 500～ 700＊1 不明 ─ 組織運営費用

（うち認証連携システム） 60＊2 6 ─

個人への給付・通知ポータル 300＊2 30 組織運営費用

税関係機関（国税、
地方公共団体）

税務関係機関 600～ 1,300＊1 不明 対象者への送付費用
（プレプリントの場合）

─

社会保障関係機関 社会保障機関（保険者他） 700～ 800＊1 不明 保険証等再発行の場
合、発行費用

第三者機関 個人情報の監督機関 不明 不明 組織運営費用
（10～ 50億円程度）

政府サイド　合計 2,360～ 3,460＋

（民間）税務報告用 金融機関等の関連費用 不明 不明 番号取得手続き
報告書送付

─

医療機関用 医療機関のシステム、ネット
ワーク、端末設置

380＊2

70
420

40
720
不明

─

個人 端末購入　他 不明 不明 ─ ─

民間サイド　合計 870＋α 760＋α

出所）＊1：国家戦略室「社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会 中間取りまとめ」2010年、＊2：経済財政諮問会議「『社会保障番号』に関する実務的
な議論の整理について」2006年



14 知的資産創造／2010年10月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

のため政府レベルで、その意義・メリット・
行政コストの削減や個人情報に関する権利保
護の仕組みについてわかりやすくまとめてお
くことが必要である。具体的には、冒頭でも
述べたように「真に手を差し伸べるべき人へ
の社会保障の充実」のために、諸制度改革

（社会保障制度・税制など）と併せて、正確
な所得捕捉や個人情報の連携のためである旨
の説明などを中心として、政府内で、意義・
メリット・権利保護の仕組みを組み合わせて
国民に伝えていくことがきわめて重要であ
る。

②全体設計と緊急性、効果の高い分野から
の導入

番号の利活用や電子政府の推進についての
全体設計・構想を作成したうえで、当面は意
義に見合う効果の期待できる分野から着手す
る必要がある。たとえば、図２のように、ほ
ぼ国民全員が対象となる税および社会保障の

現金給付の範囲（関連する申請、通知、連携
と事業会社・金融機関などの民間連携部分）
から利用を開始し、その後、個人の選択に応
じて診療情報の電子化等の医療・介護サービ
スや幅広い行政サービスに拡充させることが
考えられる。

③自己情報コントロール権の認知拡大
番号制度の導入の検討と期を一にして、個

人情報の権利保護の仕組みについての普及・
啓蒙策を講じる。

④移行措置に対する制度・補助対応（番号
取得、口座の見直し、報告業務その他）

番号制度の円滑な運用のためには、政府サ
イドが国民に番号を配布すれば運用が開始で
きるわけではなく、税務、社会保障にかかる
業務において取引情報や収入情報を報告する
必要のある金融機関や事業会社などが、本人
確認をしたうえで番号を取得・管理すること

図2　社会保障・税等の番号の導入・適用範囲

真に手を差し伸べるべき人
に対する社会保障の充実

国民の利便性向上・効率化

国民の利便性向上

目的

● 対象者全員に付番
● 法制度による活用

● 希望者のみが利用
● 本人同意に基づく活用

特定個人の識別方法 インパクトの対象

目的 特定個人の識別方法 インパクトの対象

社会保障・税に関する番号制度（義務的）

社会保障の
給付と負担

医療・介護
サービス

幅広い行政分野・官民連携での利活用（選択的）

税務 国民の負担の公正性など

● 希望者（数百万人～数千万人→民間が
どれだけ活用できるかによる。利用率
1～10％）

● 任意の政府機関
● 任意の地方公共団体
● 任意の民間事業者（金融機関、その他）

● 国民（納税者、年金加入者、医療保険・
介護保険の被保険者など、6000万～1
億2000万人）

● 金融機関
● 事業会社　など

社会的メリットと社会コストの比較
検討から利用範囲を決定すべき

利用者負担を含めた投資対効果（ROI）
によりサービス範囲が確定されるべき

電子政府の手続き
官民連携
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でようやく機能する。このため、政府サイド
だけでなく、民間サイドの準備や対応を考慮
したロードマップを構築し、円滑な移行措置
のために、民間サイドへの支援も含めた制度
的手当ても必要となる。

⑤費用対効果の継続的な検証の実施
無駄な公共事業が批判を浴びたように、当

初の計画を粛々と実施するのではなく、利用
状況や現実の費用対効果を不断に検証して、
制度設計や業務設計を随時見直していく必要
がある。

以上、社会保障・税に関する番号制度の導
入に際して現時点での留意点を取りまとめた
が、本稿が今後の導入に向けた検討に資すれ
ば幸いである。筆者らは今後とも調査研究を
継続し、壮大な社会システム基盤である番号
制度導入に向けた情報提供・提言活動をして
いきたい。

注

1	 住民基本台帳法に基づき住民の利便の増進と国
および地方公共団体の行政の合理化に資するた
め、住民票コードを検索キーとして住民基本台
帳をネットワーク化し、本人確認ができる全国
共通のシステムを構築している。本人確認情報
としては、氏名・住所・生年月日・性別の４情
報、住民票コードとその変更情報である

2	 2008月３月の最高裁判所による住基ネット合憲
判決については、第四論考に詳しく述べられて
いる

3	 2001年に政府によって打ち出されたIT国家戦
略。同戦略では、「超高速インターネット網の整
備とインターネット常時接続の早期実現、電子
商取引ルールの整備、電子政府の実現、新時代

	 に向けた人材育成等を通じて、市場原理に基づ
き、民間が最大限に活力を発揮できる環境を整
備し、我が国が５年以内に世界最先端のIT国家
となることを目指す」とされていた

4	 番号配布の際の身元確認のレベルによって、郵
送や窓口での受け付けなど手法は異なる

5	 預金取扱金融機関・ゆうちょ銀行のキャッシュ
カード発行枚数は、2009年３月31日現前で４億
7282万枚となっている。金融所得の把握の範囲
にもよるが、５億件近くの口座について、本人
確認のうえ、番号取得の手続きが必要となる

6	 取引報告書については、現在、証券会社、生命
保険会社などで法定調書の送付が定められてい
る。金融取引関連では、オープン型証券投資信
託収益の分配の支払い調書（証券会社）5793万
枚、先物取引に関する支払い調書（証券会社）
1150万枚、株式などの譲渡の対価の支払い調書

（証券会社）461万枚、生命保険契約等の一時金
の支払い調書（生命保険会社）973万枚、生命保
険契約等の年金の支払い調書（生命保険会社）
822万枚が１年間で送付されている（2008年７月
〜09年８月累計、国税庁より）
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費用対効果に配慮した税分野への
番号制度導入のあり方

CONTENTS Ⅰ　税制課題における番号制度の意義
Ⅱ　海外事例による示唆
Ⅲ　番号制度導入の影響と提言

1	 わが国の個人所得税制をめぐって、「金融所得一体課税」と「給付付き税額控
除」の導入が検討されている。いずれも税務当局による個人別の収入・資産の
正確な情報把握が課題となるが、「番号制度」の導入によりその正確性を高め
ることが可能である。

2	 番号制度を導入している諸外国では、正確な収入の把握に番号を役立ててい
る。番号を利用する範囲や方法は各国で異なり、既存の税制や納税習慣に合わ
せて全体が設計されている。また、納税者や企業が番号制度から受けるベネフ
ィット（利便性）にも配慮し、税務の仕組み全体に対するステークホルダー
（納税者・企業）の理解を高めている。

3	 一方、番号制度の導入は、100％正確な個人情報の把握を保証するものではな
い。諸外国の事例でも、正確性を無条件に追求しているのではなく、一部の収
入情報は納税者の申告ベースであるなど、妥協点を見出している。

4	 わが国の税制改革および番号制度の導入・活用に向けては、①わが国の制度・
習慣や仕組みに適合した税制および制度とすること、②個人情報の正確性追求
にかかるコストと政策的効果のバランスに配慮すること、③ステークホルダー
にベネフィットが及ぶ仕組みとすること──が重要な視点である。

5	 上述の制度改革をわが国で実施した場合、多数の預金口座を抱える銀行の業務	
負担がとりわけ増す可能性が高い。銀行の業務負担に配慮し、可能なかぎり銀
行の業務効率化に寄与する仕組みを検討すべきである。

特集 社会保障・税に関する番号制度──その意義と展望

要約

山崎大輔
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Ⅰ	 税制課題における番号制度の
	 意義

個人所得税制をめぐる大きな改革として、
ここ数年、「金融所得一体課税」と「給付付
き税額控除」についての検討が、税制調査会
やその他の会議で進められている。税制改正
をめぐる議論は幅広いが、そのなかから本稿
では、上述の２つの抜本的な制度改革につい
て、主に番号制度との関係を中心に論じる。

1	 金融資産の効率的な活用を可能と
	 する「金融所得一体課税」、低所得
	 者のメリットを高める「給付付き
	 税額控除」
（1）	 金融所得一体課税

金融所得一体課税とは、株式の譲渡益、配
当、公社債の利子、譲渡益、償還益、預貯金
の利子などさまざまな金融所得の損益通算を
可能とし、同一の税率で課税する制度である

（図１）。今後の改革の方向性として「平成22
年度税制改正大綱──納税者主権の確立へ向
けて」（以下、「税制改正大綱」）では、「当面
の対応として、景気情勢に十分配慮しつつ、
株式譲渡益・配当課税の税率の見直しに取り
組むとともに、損益通算の範囲を拡大し、金
融所得の一体課税を進めます」と記されてい
る。

現行のわが国の金融所得税制では、金融商
品およびそこから生み出される所得類型によ
り課税の方法が異なっている。たとえば、預
貯金や公社債の利子所得は税率20%の源泉分
離課税方式で徴収されるのに対して、株式の
譲渡益は申告分離課税（もしくは特定口座を
活用した源泉徴収により申告不要）方式が採

用されている。
このような課税方式の違いとともに、損益

通算が可能な金融所得の範囲も限定されてい
る。現行制度では、上場株式等（株式投資信
託等特定口座の対象商品を含む）や不動産投
資信託（REIT）の譲渡損益と配当を通算す
ることは可能であるが、預貯金・公社債・外
貨建金融商品から生じる利子所得の通算はで
きない。

金融所得に幅広い損益通算を認めること
は、貯蓄から投資へと、家計金融資産の効率
的な活用を可能とする。すなわち、たとえば
株式の売却損と預貯金の利子とを通算可能と
すると、現状では利子にかかっている税額が
軽減される（場合によってはゼロになる）た
め、その分、株式の売却損が実質的には減る
ことに等しくなり、家計がよりリスクを取り

図1　金融所得一体課税で想定される通算範囲

注）あくまで対象範囲の可能性を示すもの。特に「その他」には幅広い金融商品が含
まれうる。決定は今後の議論に委ねられている

出所）金融税制研究会「金融所得一体課税──個人金融資産1,500兆円の活用に向けて」
（2008年10月）より作成

利益の種類金融商品

その他
（デリバティブ〈金融派生商品〉、

ファンドなど）

上場株式等
（株式投資信託等を含む）

譲渡益、配当
現
行
の
特
定
口
座

に
よ
る
通
算
範
囲不動産投資信託（REIT） 譲渡益、分配金

公社債 譲渡益、償還益、利子

公社債投資信託 解約・償還益、分配金、譲渡益

預貯金（定期） 利子

預貯金（普通・通常） 利子

外貨預金 為替差益、利子
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やすい環境を整えることに寄与する。また、
金融商品や所得類型による課税方式の違いを
排除することで、税制の中立性を高めるこ
とにも結びつく注1。

（2）	 給付付き税額控除

次に給付付き税額控除は、給与所得を含む
個人所得全般の再分配機能を高めるために、
特に民主党政権下で強調されている政策であ
る。税額控除額が所得税額を上回る場合に、
控除しきれない額を現金で給付する制度で、
低所得者にメリットが大きい。「税制改正大
綱」では方向性として、「所得控除から税額
控除・給付付き税額控除・手当へ」の移行を
打ち出しており、そのためには「社会保障制
度と税制の一体的な改革が必要である」とし
ている。

すなわち、現行の税制は所得控除を基本と
した所得再分配が中心であるが、収入から同
額の所得控除（たとえば扶養控除の38万円）
をした場合、限界税率の高い高所得者ほどメ
リットが大きい。「税制改正大綱」には、こ
れを一律の税額控除を基本とした制度に改正
し、給付付き税額控除も含めて低所得者のメ
リットを高めていくねらいがある。

2	 個人の収入・資産把握と番号制度
前節で述べた金融所得一体課税、および給

付付き税額控除を導入する場合、いずれも個
人別の収入・資産の正確な情報を、税務当局
がいかに把握していくかが課題となる。その
際、金融所得一体課税では、金融機関で一律
源泉分離課税されている預貯金の利子所得等
を個人別に分割し、株式の売買損益等と通算
できるようにする必要がある。また、給付付

き税額控除を実現するうえでは、ある個人が
給付対象条件を満たす低所得者であることを
確認するために、当該個人のあらゆる収入・
資産を税務当局が総合的に把握できる必要が
ある。

個人別の収入・資産をどの程度の正確さで
把握できるかは今後の制度設計しだいである
が、差し当たり有効な手段として考えられて
いるのが、「番号制度」の導入である。金融
収入のみならず、給与収入や金融資産・不動
産等の資産を個人別に正確に把握するには、
個人名寄せキーとして個人別の番号があれば
便利である。「税制改正大綱」では、納税環
境整備のなかの一項目として、社会保障・税
共通の番号制度の導入を進めることが記され
ている。

なお、番号制度の対象は、一般の個人に加
えて個人事業主も含めて考えることができ
る。番号を利用することで、個人事業主につ
いても金融をはじめ、税務当局による所得の
捕捉が容易になる。ただし、個人事業主の

「経費」は、番号を利用したからといって正
確な捕捉がすぐ可能になるわけではない。す
なわち、個人事業主の課税所得の捕捉率向上
という過去からの課題には、番号制度が大き
く貢献できるわけではないといえる。

国家戦略室の「社会保障・税に関わる番号
制度に関する検討会」が2010年６月に発表し
た「中間取りまとめ」のなかでは、税分野を
含めた番号制度の適用範囲の考え方として、

● ドイツ型（税務分野のみで利用）
● 米国型（税務＋社会保障分野で利用）
● スウェーデン型（幅広い行政分野で利

用）
──の３つの類型を挙げている。
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野村総合研究所（NRI）では税分野を中心
に、これら３カ国の番号制度の活用状況を調
査した。以下では、これら３カ国の税分野で
番号制度がいかに活用されているかを中心に
整理し、わが国への示唆をまとめることとす
る。

Ⅱ	 海外事例による示唆

1	 税分野でのドイツ、米国、
	 スウェーデンの番号の適用
（1）	 所得税は申告不要を原則とするドイツ

ドイツの納税番号は、税分野のみに利用で
きる。この納税番号は、従来より各地区の税
務署単位で付番されてきたが、納税者が転居
し、移転先の税務署で新しい納税番号を取得
した場合、１納税者に２つの番号が与えられ
てしまうなどの不都合が生じていた。そのた
め2007年から、連邦税務庁の主導により、１
納税者に永久不変の新しい納税番号を付番す
る作業が続いている。

ドイツの納税番号は個人の給与所得等の税
務では利用されているが、金融所得では利用
されておらず、「今後も利用の予定はない」

（連邦税務庁）とのことである。給与所得税
は原則として、雇用主が給与支給時に源泉徴
収する。また、雇用主は管轄税務署に対して
年１回、個人別の納税番号を記載した「年間
給与明細書」を送付する義務を負う。税務署
は、納税者から確定申告があった場合には納
税番号をキーに年間給与証明書を突合する。

一方、金融所得の税務は、まず金融機関の
各支店が金融所得税額を一律源泉徴収の形で
算定し、毎月10日に管轄税務署へ納税する。
この納税に際して金融機関は各個人に対し、

（暫定的な）納税額を毎月通知する。そして
年末には源泉徴収した税額を調整し、還付が
必要な個人は金融機関を通じて実施する。同
時に金融機関は個人に「年間納税証明書」を
送付する。このようにドイツでは、金融所得
税に関しては金融機関を通じた納税プロセス
で完結しており、原則として申告は不要であ

図2　ドイツの金融所得税に関する税務の流れ

注 1）納税番号は利用されていない
　 2）売却損益とそれ以外の金融所得（配当・利子など）を通算することはできない
出所）ドイツ連邦税務庁へのヒアリングより作成

②納税（毎月10日）
③（暫定的な）納税額の
　通知（毎月）

⑤ 年間納税証明 を発行（年末） ⑥還付（年末）

金融機関

①金融所得税の算定

④源泉徴収額の年末調整

税務署
⑦確定申告（ 年間納税証明 を添付）

原則は申告不要だが、複数機関で損益通算をするには必要

個人
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る（前ページの図２）。
ただし、複数の金融機関の間で損益通算を

する場合は、個人は確定申告をしなければな
らない。この場合は、金融機関から送付され
た年間納税証明書を複数添付する必要があ
る。また、納税者が低所得者で、金融所得と
他の所得とを合算した総合課税の所得課税の
税率が25%以下になる場合には、確定申告に
より総合課税の低い税率を受けることができ
る。

（2）	 社会保障番号の活用と申告総合課税が
	 ベースの米国

米国では、個人を識別する番号として、社
会保障庁が発行する社会保障番号（以下、
SSN）が幅広い分野で利用されている。SSNは、

①個人の誕生時に親の承諾を得て病院が申

請
②扶養控除を受ける前提として親が申請
③本人が職を得る前提として自ら申請（外

国人がビザを得た後に取得する場合を含
む）

──のいずれかの申請により取得でき、個
人にユニーク（一意）な番号として税務にも
活用されている。

次に米国での個人の給与所得税および金融
所得税の業務の流れを述べる（図３）。給与
所得税のうち連邦税分については、雇用主が
毎月源泉徴収し、内国歳入庁（以下、IRS）
に納税する。その際は付属書類に個人のSSN
を記載する。また、雇用主は四半期に一度、

「四半期納税報告書（Form941）」をIRSに送
付するが、同報告書にもSSNを記載する（た
だし、源泉徴収額が1000ドル未満の小規模雇

図3　米国のSSN（社会保障番号）を利用した税務の流れ

注）Form941：四半期納税報告書、Form944：年間納税報告書、Form1099：金融収入報告書、FormW-2：年間の納税報告書
出所）内国歳入庁（IRS）および社会保障庁へのヒアリングより作成

IRS
（内国歳入庁）

金融機関

社会保障庁

オンライン
SSN確認
サービス

雇用主は、従業
員候補者のSSN
の提示を要求す
るのが通常

● 1年1度のFormW-2
● SSN記載

従業員 雇用主

● 確定申告書（Form1040）
● SSN記載

それぞれが受け取るForm941
（Form944）とFormW-2との
マッチング。SSNが識別子

代理徴収した社会保障税の振り込み

FormW-2へのSSNの
正確な記載を担保するため

● 年1回、Form1099の送付　
　（金融収入の通知）

● 就職申し込み
● SSN提示

● 毎月源泉徴収
● 四半期のForm941
　（小規模雇用主な
　ら1年に1度の
　Form944）
● SSN記載

（所得税＋社会保障税）

年1回FormW-2の送付

● 年1回Form1099に
よる金融収入の報告

● SSN記載 SSN

SSN

SSN

SSN

SSN

SSN

SSN

SSN
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用主の場合は、１年に１度の報告でよい）。
雇用主は給与所得税の連邦税分とともに社会
保障税もまとめて源泉徴収し、IRSへ納付す
る。社会保障庁に対しては、雇用主は１年に
１度、「年間の納税報告書（FormW-2）」を
送付する。その際もSSNの記載が義務づけら
れている。このFormW-2は雇用主から個人
へも送付される。

金融所得税については、金融機関が毎年１
月31日までに個人の前年の金融収入をIRSに
報告する。報告の書式は「Form1099」と呼
ばれ、株式の売買益や預貯金の利子など、所
得の種類により書式が異なる。Form1099に
は個人のSSNが記載され、同時に個人にも送
付される。

個 人 は 最 終 的 に、「 確 定 申 告 書（Form 
1040）」にSSNを記載し、これに雇用主から
送られるFormW-2および金融機関から送ら
れるForm1099を添えて、毎年４月半ばまで
にIRSへ提出する。その際は、金融所得とそ
の他の所得を合算して税率を適用する総合課
税が原則となっている（ただし、配当所得お

よび株式の売買益に対する連邦税について
は、所得条件に応じて、例外的に異なる税率
が適用される）。

確定申告に際しては、所得税額が税額控除
額を下回った場合、その差額を個人に給付す
る給付付き税額控除が適用される（表１）。
同控除には、低所得者に対する負担軽減を目
的 と し た「 勤 労 所 得 税 額 控 除（Earned 
Income Tax Credit：EITC）」と、子どもを
養育する世帯の支援を目的とした「児童税額
控除（Child Tax Credit：CTC）」の主に２
種類がある。いずれも所得水準と親子関係の
条件により、給付の有無や金額の多寡が変わ
る。したがって、SSNを利用した個人収入の
正確な把握をIRSが行い、申告の適正性を判
断できることが前提となっている。

（3）	 納税額を記した確定申告書が事前送付	
	 されるスウェーデン

スウェーデンでは、住民登録に基づく個人
番号（Personnummer）が、税務を含む行政
分野および民間分野で幅広く使われている。

表1　米国の給付付き税額控除制度導入事例

制度名 Earned Income Tax Credit
（EITC：勤労所得税額控除）

Child Tax Credit
（CTC：児童税額控除）

適用件数 約2,500万（2008年） 約2,529万（2008年）

導入の目的 ● 低所得者に対する社会保障税の負担軽減
● 勤労意欲の向上

● 子どもを養育する家庭（特に中所得世帯）の
負担軽減

対象者（適応条件） ● 低所得勤労者（投資所得が3,100ドルを超える
者は対象外）

● 17歳未満の子どもを養育する低所得者

給付の仕組み 税額から控除（控除しきれない額を給付）

執行機関 IRS

給付額 ● 平均授与額は約2,063ドル
● 夫婦子ども2人の場合、勤労所得の40%（上限

5,028ドル）
● 勤労所得が一定額を超えると減額

● 子ども1人当たり原則1,000ドル 
● 所得が一定額を超えると減額

出所）内国歳入庁および旧税制調査会の「海外調査報告書」より作成
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住民登録の管轄は国税庁で、原則として出生
時に全国民に対して個人番号が付番される。
すなわち、国税庁が住民登録と課税情報の両
方のデータベースを保有しているのである。

スウェーデンにおける金融所得税と給与所
得税とはほぼ同じ業務の流れである（図４）。
個人番号の利用方法も同じである。雇用主は
従業員への給与支給額、金融機関は個人の金
融収入に基づき、国税庁に毎月所得税を納付
し、同時に税金の支払い報告書を同庁に送付
する。なお、この毎月の税務は一律源泉徴収
であり、個人別の収入・税額等は報告しな
い。

個人番号は年１回個人別収入を報告する際
に利用される。毎年２月１日までに雇用主は
従業員の、金融機関は個人の個人別収入報告

（Statement of Income）を国税庁に送付する
が、そこに個人番号が記載されて個人の識別
に利用されるのである。

個人別収入報告を受け取った国税庁は、所
得税額を個人別に計算する。その際の個人名
寄せのキーとして個人番号が利用されてい
る。計算した時点で徴収超過があれば、その
超過分は雇用主または金融機関に還付され
る。毎年２月から３月にかけて、国税庁は、
計算された所得税を確定申告書にあらかじめ
印刷（プレプリント）し、個々の納税者に事
前に送付する。納税者はそれを確認し、修正
が必要であれば収入証明書等を添えて確定申
告する。国税庁によれば、プレプリントは、

「納税者の利便性向上と課税の公平性・納得
性の確保に貢献している」という。

図4　スウェーデンの税務手続きの流れ

注）プレプリント：所得税額があらかじめ印刷された確定申告書
出所）スウェーデン国税庁（Skatteverket）へのヒアリングおよび資料より作成

納税者
（個人）

企業・
金融機関

国税庁・
税務署

2010年 2011年

1月 2月 3月 …… 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

税・保険料
（月次）

送付 納付

登録

送付

受領

修正なし

還付・追加納付要請

給与収入
年金収入
利子・配当収入
株式・投資信託の売却収入

全員へ送付

照
合

支払い報告書
（月次）

個人別収入報告
（Statement
of Income）

登録 プレプリント

確定申告
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このような所得税のプレプリントを実現す
るには、税務当局が納税者の収入情報を正確
に把握していることが前提となるが、すべて
の収入情報を把握できるわけではない。たと
えば金融機関から報告を受ける金融収入情報
では、利子・配当額と、その元になった金融
商品の種類・金額については正確な情報を得
られるが、株式の売買損益は把握していない

（実際は売却金額のみの報告で、購入額は報
告されない）。したがって、株式の売買益を
含めた金融所得税の徴収は確定申告に依存し
ている。ほかに不動産の売買益も確定申告時
に課税される仕組みとなっている。

2	 わが国への適用に向けた示唆
個人の納税手続きと番号の利用に関するド

イツ、米国、スウェーデンの３カ国の事例か
ら得られる示唆は、

①金融機関からの報告に際しての適用に違
い

②現実的な正確性レベルの実現（費用対効
果との見合い）

③国民・民間企業のベネフィット（利便
性）への配慮

──の３点にまとめられる。

（1）	 金融機関からの報告に際しての適用に	
	 違い

各国は、それぞれの税制の実情に合わせて
番号の利用場面や利用方法を選択している。
特に金融所得の税務においてその違いは顕著
である。たとえばドイツでは、納税番号が導
入されているものの、金融所得税の業務には
利用されていない。これは申告不要を金融所
得税制の原則としており、金融機関が通常利

用している口座番号等を利用すれば税務には
十分事足りるためであると推測できる。

一方、確定申告をベースとする米国では、
金融機関からのIRSへの報告にSSNを記載す
ることで、確定申告時の個人情報の効率的な
突合が可能となる。スウェーデンでは、国税
庁が金融収入を把握して所得税の算定とそれ
を納税者にプレプリントを送付するうえで、
個人番号を利用した個人名寄せはほぼ必須と
なっている。

税制の特徴に配慮した番号の活用を指向す
ることで、受け入れられやすく、かつ効率的
な税務の仕組みが構築できる。

（2）	 現実的な正確性レベルの実現	
	 （費用対効果との見合い）

収入の把握に番号が役立つことは間違いな
いが、番号を利用すれば100％正確な収入情
報を把握できるわけではない。実際、各国の
事例を見ても、その正確性には妥協点を見出
している。収入情報の正確性の追求とそのた
めにかかるコストとのバランスを考慮した結
果、現状のような制度や仕組みに落ち着いた
と考えられる。たとえばスウェーデンでは、
国税庁が所得税のプレプリントを導入してい
るものの、株式売買益や不動産売買益などの
正確な把握は困難であるため、この部分は確
定申告に依存する。

米国が導入している給付付き税額控除では
不正受給や未受給（給付を受ける権利はある
が申告しない）の問題は解決されておらず、
構築するのが難しい制度である。本来この制
度を的確に運用するには、給付申請者が諸要
件を満たした、いわゆるワーキングプアであ
ることを正確に判断できなければならない。
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そのためには申請者の所得水準と家族構成の
みならず、資産の保有状況も正確に把握する
必要がある。しかし、現実には資産の把握は
難しいため、IRSでは金融収入情報を元に、

「一定程度の金融収入があれば一定以上の資
産がある」との推測から、電子的詐欺発見シ
ス テ ム（Electronic Fraud Detection Sys-
tem）を利用している。こうした現実的な対
応を図りつつ、費用対効果を考慮しながら不
正受給等の問題に対処している。

（3）	 国民・民間企業のベネフィットへの	
	 配慮

番号を利用した税務の仕組みがスムーズに
回っている一因として、国民や民間企業（事
業主、金融機関等）に対するベネフィットが
考慮されていることがある。

スウェーデンの確定申告書のプレプリント
などは、国民のベネフィットを高める典型的
な事例である。特に金融機関は、全顧客の金
融収入情報を税務当局に報告する義務があ
り、多大な業務負担を負っている一方で、番
号制度を通じたベネフィットを享受している。

たとえば、スウェーデンの金融機関は、顧
客の住所確認の際に個人番号を利用する。国
税庁が保有する個人情報からは、氏名・住
所・収入は原則無料で照会・入手が可能であ
り、業務の効率化に役立っている。さらに、
国 税 庁 の 関 連 機 関 で あ るSPAR（Statens 
personadressregister、直訳するとスウェー
デン人口・住所登録機関）に依頼すれば、自
社の顧客かどうかを問わず、年齢・収入など
一定条件で抽出した個人の氏名・住所のリス
トを入手することも可能である。

また、米国では、個人のクレジット履歴が

SSNをキーとして民間の信用情報機関に蓄積
されており、金融機関の与信業務の効率化に
寄与している。

Ⅲ	 番号制度導入の影響と提言

海外事例の示唆から、以下に、わが国の税
分野における番号制度の導入に向けた課題と
対応案を述べる。

1	 納税者・金融機関の負担軽減に
	 配慮した仕組みの導入

今後わが国は、金融所得一体課税や給付付
き税額控除をはじめとする税制の設計を、番
号の利用とからめて検討していく必要がある
が、それは、納税者である個人や雇用主・金
融機関の負担が著しく増えるようなことのな
い仕組みとすべきである。個人（特に給与所
得者）に関しては、現行の税制では源泉徴収
を主体とする申告不要の仕組みが中心であ
る。原則としてそれを維持するほうが、国民
の負担は少なく混乱も避けられるであろう。

一方、今回、想定されている税制改正の実
現に向けて負担増大の可能性が最も高いのが
銀行である。預金口座の数は膨大であるが、
その利子所得への課税は、現状は一律源泉徴
収だけで、個人別に集計し、ステートメント

（計算書）等を送付する仕組みはない。金融
所得一体課税、給付付き税額控除を実現する
にはいずれも、個人別の利子収入を金融機関
から顧客および税務当局に定期報告する必要
が生じる。

これらをどうクリアしていくかは今後の課
題であるが、一つのアイデアとして、「特定
口座」の仕組みの利用が考えられる。特定口
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座とは、上場株式等（株式のほか、株式投資
信託、REITなどを含む）の配当・売買益に
関して、顧客の申請に基づき申告不要を選択
できる制度で、証券会社を中心に普及してい
る。特に株式の売買益の把握と配当所得が申
告不要で可能となる点は、海外にも見られな
い優れた制度であり、わが国の実情に合って
いる。金融所得一体課税の大きなねらいは上
場株式等の売買益と預貯金の利子所得との通
算であるため、番号制度導入に向けた最初の
ステップとしては、この特定口座を銀行の預
金利子にも適用していくことが考えられる。

特定口座が適用できれば、１つの金融機関
内での金融収入の把握と通算は可能となる
が、複数の金融機関の間での通算をどうする
かという問題は残る。

ドイツ、米国、スウェーデンは、いずれも
確定申告を通じてのみ複数の金融機関での損
益通算が可能となる。わが国でも確定申告を
原則とする方法もあるが、国民および税務署

等の負担が増大する。特にわが国では、預金
は銀行、上場株式等は証券会社がそれぞれ多
くの口座を抱えるため、複数の金融機関をま
たぐ損益通算による業務負担の影響は大き
い。申告不要の仕組みを効率的につくる方策
が必要となる可能性が高い。

たとえば、複数の金融機関の口座情報を連
結・集計する「中継機関」のようなものが考
えられる（図５）。類似の事例としては、確
定拠出年金分野での運営管理機関がある。同
機関では、複数の金融機関や企業にまたがる
確定拠出年金の個人情報を、年金加入者ごと
に集計して記録を管理するという役割を担っ
ている。このような既存の仕組みを利用する
ことも含め、効率的な税務の仕組みを検討す
べきである。

なお、特定口座はあくまで１つの金融機関
内の仕組みなので、内部で用いている口座番
号等を利用すれば納税のための番号は特に必
要としない。しかし中継機関で個人別の損益

図5　金融所得一体課税にかかわる情報連携の仕組みのイメージ

注）納税手続きの流れは別途検討する必要がある
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を通算する際には、その名寄せのキーとして
番号があったほうが効率的である。また、申
告不要を原則としつつも、ドイツのように収
入が少ない場合には確定申告をすることのメ
リットを与える（総合課税の考え方）方法も
考えられる。これには納税者意識の向上や低
所得者向け政策の選択肢の確保といったメリ
ットがあり、この場合、確定申告時の収入の
突合に番号は必須である。

以上のアイデアを組み合わせれば、わが国
らしい納税の仕組みと番号の活用が実現でき
ると考えられる。

2	 現実的な正確性レベルの実現
海外事例で説明したとおり、収入情報の正

確な把握に番号は役立つものの、必ずしも
100％正確な情報を把握できるわけではな
い。各国は、情報を把握するための仕組みを
構築するコストと、その政策的効果（徴税率
のアップ、業務の効率化など）の双方を勘案

し、最終的な制度と業務設計をしている。実
際、一部の情報は納税者の申告に依存してい
たり、収入情報から保有資産額を推定してい
たりする例が見られるのは前述のとおりであ
る。

わが国の金融所得一体課税、給付付き税額
控除の制度を考えていくうえでも、収入・資
産情報の把握をどこまで正確に追求していく
べきか、その仕組みを構築するコストとその
政策的効果を見たうえで決めていく必要があ
る。場合によっては、申告や推定に基づく仕
組みも併用しながら、費用対効果の見合う制
度に落ち着かせる必要がある。

3	 民間のベネフィットへの配慮
番号を活用した新しい税制に対する理解を

高めるには、ステークホルダー（納税者・企
業）のベネフィットを考慮した制度・仕組み
としていくことが有効である。前述したとお
り、特に今回想定されている税制改正が実現

表2　わが国の金融機関における番号制度活用のアイデア

概要 メリット 課題

住所変更・住
所確認

● 政府が構築した全国規模での
住所名寄せデータベースを共
有

● 住所変更情報を自動的に金融
機関へ送信、あるいは金融機
関での住所確認業務に活用

● 住所変更・住所確認の業務
の簡略化、および住所変更
手続きの網羅性の向上

● プライバシーの問題への対応
（通知対象範囲の設定など）

本人確認 ● 番号を記載した本人確認可能
なカードを発行し、確認業務
に利用。ICカード化により、
オンライン手続きでの認証に
利用することも可能

● 全国民が保有することによ
り、カード提示による本人
確認の精度が向上

● 金融機関のメリットが小さい可
能性（従来の本人確認書類によ
る手続きと本質的には同じ）

信用審査 ● 金融機関および信用情報機関
での名寄せに番号を利用

● 名寄せの精度向上（同一人
物の判定、残高情報の集計
が容易に）

● プライバシーの問題での拒否反
応が大きくなるおそれ

● 制度として利用範囲が制限され
るおそれ（目的外利用の制限）

税公金収納業
務の効率化

● 番号を利用することで、地方
自治体の税公金収納業務の標
準化および電子化を推進

● 税公金収納業務における紙
の処理が減少し、効率化に
寄与

● 全国の地方自治体での取り組み
（政府による主導が必要）
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した場合、多数の預金口座を抱える銀行の負
担が大きく増える。番号制度導入後の税務全
体の仕組みを考えるなかでは、銀行の業務効
率化や利益拡大に寄与しうるメリットをビル
トイン（組み入れる）することが望まれる。

海外の事例にも見られるように、たとえば
番号と住所情報の官民での共用が認められれ
ば、銀行での顧客の住所情報確認や住所変更
業務は効率化する。また、番号の利用が認め
られれば、信用審査などに際しての個人名寄
せ業務の効率化と精度向上に寄与しうる。番
号およびそれに紐づく個人情報の共用につい
ては、その状況を監視する第三者機関の設置
など、個人情報保護の十分な対策を前提にし
て、一定の利用を民間でも可能とする柔軟な
法制度の運用を期待するところである（表２）。

さらに、銀行が受けるメリットの可能性を

幅広い視点で考えていくべきであろう。たと
えば、税公金の収納業務は、全国の地方自治
体の帳票がそれぞれ異なること等を理由に、
煩雑な紙ベースの処理が要求されている。番
号制度の導入を機に、政府・地方自治体の税
公金収納業務を原則電子化できれば、銀行の
収納業務の効率化も期待できる。

注

1	 現状の金融所得税制の問題点や金融所得一体課
税の意義等については、中央大学法科大学院の
森信茂樹教授が座長を努める「金融税制研究
会」の報告書を参照した

著 者

山崎大輔（やまざきだいすけ）
金融戦略コンサルティング部上級コンサルタント
専門は金融機関の事業戦略、マーケティング、業務
分析および政策金融・金融制度に関する分析
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社会保障分野における
番号制度の必要性と課題

CONTENTS Ⅰ　社会保障分野における番号制度の必要性
Ⅱ　諸外国における番号制度の活用事例
Ⅲ　社会保障分野における番号制度の導入意義と課題

1	 2010年６月29日に国家戦略室「社会保障・税に関わる番号制度に関する検討
会」の「中間取りまとめ」が公表された。生涯不変で分野横断的な情報連携を
可能とし、日本で暮らすすべての人をカバーする新たな制度を導入することに
国民の理解・賛同を得るには、番号制度の導入目的や意義、効果を国民に丁寧
に説明することが必要である。

2	 番号制度を導入し、うまく活用している代表国であるスウェーデンやオースト
リアでは、給付の適正化を図るための現金給付の受給申請・資格確認、医療機
関受診時の受給資格確認や、負担の公平性を担保する社会保険料の源泉徴収の
ほか、確定申告や地理情報システムと連動した地域管理、住所変更サービスな
ど、社会保障以外の分野でも幅広く活用されている。

3	 この先進２カ国の共通点から、番号制度を通じて達成すべきは、①正確な収入
の把握、②家族（扶養）関係の把握、③居住実態のある住所の把握──の３点
であること、また、番号制度を活用して効果を出すべき点は、①情報を「タ
テ」につなぐ、②情報を「ヨコ」につなぐ、③「待ち（プル）」から「攻め
（プッシュ）」への転換──の３点であることがわかる。

4	 さらに、国民に広く活用してもらえる仕組みとするためには、①手続きにかか
る手間やリスクを削減し、②民間セクターも、制度を活用して便利で新しい発
想の活用方法を考案・実現できるようにすること──が重要である。

特集 社会保障・税に関する番号制度──その意義と展望

要約

安田純子



29社会保障分野における番号制度の必要性と課題

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

Ⅰ	 社会保障分野における
	 番号制度の必要性

2010年６月29日、国家戦略室に設置された
「社会保障・税に関わる番号制度に関する検
討会」は、「社会保障・税に関わる番号制
度」に関する検討の「中間取りまとめ」を公
表し、パブリックコメントを募集した。

この「中間取りまとめ」では、何を目的と
してこの制度を導入するのかについての言及
は見られない。しかし、そこに添えられた

「中間取りまとめに対する意見の募集につい
て」のなかでは、新たな番号制度の導入によ
って「所得情報の正確性を向上」できるこ
と、それにより「きめ細やかな制度設計」や

「適切な所得の再分配」が可能となること、
それが「真に手を差し伸べるべき人に対して
の社会保障の充実や、負担・分担の公正性の
実現」につながることが述べられている。

国民は、このような番号制度によって個人
情報を集約できる仕組みに対し、利便性を期

待する反面、不安も感じている。だからこ
そ、導入目的や意義、効果は、上述の添付文
書ではなく「中間取りまとめ」の冒頭に、丁
寧に説明すべきだったのではないか。

本稿では、今なぜ新しい番号制度が必要な
のか、それはどのように活用できるもので、
何が可能になるのかといった点について、諸
外国の事例も参照しつつ紹介したい。

1	 社会保障分野の既存番号と
	 その限界

わが国では、現在でも、社会保障の各分野
ごとに個人を特定する番号が存在し、活用さ
れている。まず、それぞれの番号の特徴と既
存の番号の限界を整理する。

（1）	 社会保険

日本の社会保障制度の中核をなす社会保険
の分野では、年金、医療、介護、雇用の４つ
の制度ごとに「被保険者番号」が発行されて
いる（表１）。

表1　既存の社会保障分野の番号

年金 医療 介護 雇用保険

番号 基礎年金番号
個人単位で付番、生涯不変

保険者番号・被保険者番号
（記号・番号）
世帯単位で付番

保険者番号・被保険者番号
個人単位で付番

雇用保険被保険者番号注2

証明書類 年金手帳 健康保険証注1

（健康保険被保険者証）
介護保険証
（介護保険被保険者証）

雇用保険証
（雇用保険被保険者証）

媒体 紙 紙、カード、ICカードなど
保険者により異なる

紙 紙

媒体記載（登録）
情報注3

基礎年金番号、氏名、性別、
生年月日、住所、保険加入
年月日

保険者番号・被保険者番号、
氏名、性別、生年月日、住所、
資格取得日、交付年月日（有
効期限）

保険者番号・被保険者番号、
氏名、性別、生年月日、住所、
資格取得日、交付年月日（有
効期限）

雇用保険被保険者番号、氏
名、性別、生年月日、保険
加入年月日

発行主体 厚生労働大臣（2009年12月
までは社会保険庁長官）

医療保険者（健康保険組合、
国民健康保険、後期高齢者
広域連合など）

介護保険者
（市町村など）

公共職業安定所長

有効期限 なし あり注1 なし なし注2

注 1）健康保険証は、保険者にて一定の有効期限を定め再発行されるが、同じ保険者に加入するかぎり、通常、被保険者番号は変わらない
　 2）雇用保険は短時間労働の場合や就労経験がない場合などは被保険者とならず、保険証や被保険者番号も発行されない。また、雇用保険被保険者資格の喪

失（前の会社を退職）後、7年を超えると被保険者資格も失効する。このため、雇用保険被保険者資格の喪失（前の会社を退職）後7年以上たってから再
度雇用保険に加入した場合や、再加入前に本人が従前の番号を紛失した場合などは、新たな被保険者番号が発行されることがある。ただし、このような
形で二重付番がなされたことが確認された場合、保険証の統合作業が行われる

　 3）下線部は、資格確認に用いられる情報
出所）厚生労働省資料などをもとに作成
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公的年金制度では、20歳以上のすべての国
民、および20歳未満でも働いて収入を得てい
る人が基礎年金に加入することになってお
り、加入者すべてに基礎年金番号と年金手帳
が発行される。

なお、基礎年金番号や年金手帳は、加入者
１人に１つ（１冊）交付される。有効期限は
なく生涯不変であり、就職・転職や転居など
の場合には、変更届けは必要だが、番号や手
帳の再交付を受ける必要はない。

医療については、日本の医療保険制度は皆
保険であることから、すべての国民が何らか
の形で公的医療保険に加入する義務がある。
医療保険は、通常「世帯」単位で管理されて
おり、被保険者（本人）が扶養する家族は被
扶養者として保険の適用を受けられる仕組み
となっている。そのため、被保険者番号およ
び健康保険証も原則被保険者（本人）を対象
に発行される。

日本の医療保険は、職域保険と地域保険と
で構成されているため、転職や転居、結婚・
離婚などの際に加入する保険者が変わり、そ
れとともに保険者番号や被保険者番号、健康
保険証も変わる。また、健康保険証には有効
期限が定められており、有効期限を迎える
と、被保険者番号などが変わらない場合でも
保険証の再発行が必要となる。

医療機関を受診するときには、受付で、健
康保険証のほかに医療機関ごとに発行される
診察券を窓口に提示する必要がある。健康保
険証にある保険者番号・被保険者番号は、受
診者がどこの保険に加入しているかを確認
し、患者自己負担分以外の医療費を保険請求
するための個人の特定・識別に役立つ番号だ
が、医療機関で管理しているカルテ等の情報

の特定・識別には、被保険者番号ではなく、
診察券に記された患者番号などが用いられる
ため、２つの番号が必要なのである。

介護保険は医療保険の場合とほぼ同様で、
保険者番号と被保険者番号とが記載された介
護保険証が発行される。その発行主体は市町
村もしくは広域連合であるため、退職や転職
では番号は変わらないが、市町村を越えて転
居した場合は、保険の退会・加入の手続きが
必要となり、被保険者番号も変わる。

雇用保険においても、被保険者番号と雇用
保険証が利用される。雇用保険証は、雇用保
険の適用対象事業所に常時雇用される労働者
を被保険者として交付される書類であり、雇
用保険被保険者番号と被保険者の氏名、性
別、生年月日、保険加入年月日が記載され
る。なお、雇用保険証は、被保険者の勤務先
の企業が管理・保管し、退職する際に被保険
者本人に渡されるケースが多く、失業給付を
受ける際にはハローワーク（公共職業安定
所）の窓口に雇用保険証と離職票を提示する
ことが必要となる。

（2）	 税財源の社会保障制度

社会保険以外に、税を財源とする社会保障
制度もある。その代表例が生活保護制度であ
る。同制度でも受給者世帯に関する情報を管
理するための整理番号が存在する。この整理
番号は、地方公共団体が独自に発行するもの
で、全国統一の枠組みはない。このため、年
度ごとに受給が決定した順に、番号が発行さ
れるといった仕組みが一般的である。そして
その番号は、生活保護を受給している間継続
し、保護世帯の状況とともに、いつ、いくら
の保護費を受給したか、などの情報が、番号
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に紐づけられて蓄積される。いったん保護廃
止（受給停止）となって再度受給する場合
や、他市で受給する場合は、あらためて異な
る番号が発行される。生活保護に関する情報
は、行政が管理している個人情報のなかでも
最もセンシティブなものの一つとして扱われ
ており、どの地方公共団体でも、通常、他の
情報とは区別して厳密に管理されている。

（3）	 民間領域の保険制度

前項まで見てきたのは、共助あるいは公助
に当たる公的な社会保障制度であるが、この
ほかに民間主導の共助の仕組みも存在する。
具体的には企業年金や個人年金、生命保険、
医療保険、損害保険などである。

それぞれの保険でも、加入者（顧客）本人
やその世帯に関する情報の管理には被保険者
番号（顧客番号）が用いられている。保険会
社は、被保険者番号に紐づけて、保険証の発
行、保険請求があった場合の保険内容の確
認・審査、保険金の支払いなどの諸手続き・
諸記録を実施・管理している。

これらの番号は通常、保険会社ごとに発行
されるもので、他社との情報共有・情報交換
などは行われない。しかし、401k（確定拠
出年金）やカフェテリアプラン（選択型福利
厚生制度）など、福利厚生と連動している場
合には、本人やその家族に関する情報、勤務
先企業の情報と、対象者ごとの加入している
各保険商品とを紐づけて管理することが必要
となる。

たとえば401kでは、本人が選んだ保険・
金融商品の運用残高を管理する必要があり、
途中で商品変更（スイッチング）された場合
も、本人の運用残高が間違いなく引き継がれ
る必要がある。そのため、情報の蓄積・管理

（レコード・キーピング）を行う機関注1が顧
客番号のもとに、顧客（被保険者）情報、加
入・退会管理とともに、拠出管理、商品選
定・運用管理、受給権管理、給付管理、そし
て本人に対する投資教育や情報提供を行って
いる（図１）。つまり、レコード・キーピン
グ企業の中核技術は、分散して存在する情報
を、顧客単位に紐づけ、連携する技術である。

図1　401k（確定拠出年金）におけるレコード･キーピングの仕組み

厚生労働大臣

機関の選定

機関の選定

通知（掛け金など）

運用指図、残高照会、給付申請

資産額の通知、給付裁定
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（4）	 既存の番号の限界

ここまで見てきたように、既存の番号のう
ち、生涯変わることがない「不変性」を持つ
番号は基礎年金番号のみである。他の番号は
転職や転居、結婚などによって変わってしま
うため、長期にわたって蓄積される情報を同
一人物の情報として間違いなく管理するのは
難しい。

また、既存の番号は分野別のタテ割り型の
構造になっているため、分野を超えた情報の
共有や連携も難しい。民間企業が個人情報な
どを蓄積することに対して、公的機関の場合
以上に不安視する傾向があるが、分野横断型
の情報連携については、むしろ、民間保険な
どの共通基盤となっているレコード・キーピ
ング企業のほうが、機関（保険会社）を超え
て本人（顧客）本位に情報を管理し、情報提
供するといったことを、公共に先んじて実現
している状況である。

しかし、日本で暮らすすべての人をカバー
できるような「普遍性」を持った番号は存在
しない注2。新たな番号制度に必要なのは、
①生涯不変で、②分野横断的な情報連携を可
能とし、③日本で暮らすすべての人をカバー
する──という３つの条件を満たす番号が、
現時点では存在しないためである。

2	 社会保障分野における
	 番号制度などの検討経過

ここまで紹介してきた社会保障分野の番号
のなかで、最も広く発行されているのは基礎
年金番号である。以前は、国民年金、厚生年
金、共済年金のそれぞれに異なる被保険者番
号が使われていたが、1997年１月に基礎年金
番号が導入されて以降、保険の種類や住んで

いる地域によらず、全国統一の10桁の番号に
統合され、それに対応した年金手帳が新たに
配布された。

旧社会保険庁等の資料によれば、基礎年金
番号導入のメリットとして、①転職などで次
の職業に就くまでの期間の届出忘れによる未
加入者の発生防止、②年金相談・裁定の迅速
化や加入状況・見込み額通知などの実現によ
る行政サービスの向上と届出の簡素化、③併
給調整による過払いおよびそれに伴う返納金
の発生の防止──の３つが挙げられている。
これにより、1997年以降に20歳となった人た
ち、すなわち1977年以降に生まれた人たちが
使用する年金番号は生涯を通じてただ一つと
なり、年金にかかわる番号制度は一定の完成
をみたはずであった。

しかし実際には、この切り替え作業の処理
のミスや遅れ等のために、後に年金記録問題
が社会問題化してしまった。個人ごとに番号
を発行するだけでなく、切り替えた番号をど
のように本人の手元に配布するかという移行
時の処理が非常に重要な要素であることを、
ここから教訓として学びたい。

一方、現在の検討のもととなっている「社
会保障番号」について初めて明記されたの
は、小泉構造改革が進められるなか、2001年
６月26日に閣議決定された「今後の経済財政
運営及び経済社会の構造改革に関する基本方
針」、いわゆる「骨太の方針」である。ここ
では、「社会保障制度の３本柱（年金・医療・
介護）の総合的な（給付の）調整」と「経済
的な負担能力に応じた応分負担の実施」を目
的とし、「ITの活用により、社会保障番号制
導入と合わせ、個人レベルで社会保障の負担
と給付が認識評価できる『社会保障個人会計
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（仮称）』の構築に向けて検討を進める」こと
が記載された。この時点での主眼は、社会保
障の価値や意義を広く国民に知ってもらい、
未加入や保険料の未納をなくすことにあった
ように思う。

同時に、医療機関における未収金問題も深
刻化したことや、諸外国で続々と健康保険証
のICカード化が進められたことなどから、
2006年ごろから「健康ITカード」（仮称）に
関する構想が、IT戦略本部、経済財政諮問
会議などで打ち出されるようになった。

ところが、2007年に入り、前述の年金記録
問題が注目を浴びるようになったことから、
医療分野に限定せず、年金も含めた「社会保
障カード」へと方針が転換され、2007年９月
には、厚生労働省が設置した「社会保障カー
ド（仮称）の在り方に関する検討会」の第１
回会議が開催されるに至った。この時点で
は、基礎年金番号制度の導入によって、生涯
を通じて個人の公的年金関連情報を蓄積・管
理する仕組みは一定の完成をみており、年金
記録問題が広がるおそれはなかったのだが、
民主党の追及により大きな社会問題となった
ため、当時の政府も対策が必要と判断したの
であろう。

その後、政権交代を経て2009年11月、事業
仕分けにより社会保障カードへの「予算計上
見送り」が決定した。そして検討作業も一時
停止し、「社会保障・税に関わる番号制度に
関する検討会」の検討を踏まえて見直すこと
となった。

このような経過をあらためて見直すと、目
的のブレが目につく。何を実現するための番
号制度（あるいはカード）なのか、社会問題
などに左右され、確たる理念や目的を打ち出

せていないように感じる。今後の検討会の議
論で、この点を明確にすることは必須であろ
う。

3	 今、なぜ社会保障・税の
	 番号制度なのか

理念や目的が定まらないとは述べたが、社
会保障・税の番号制度の必要性や必然性は高
まってきている。

一つは、社会保障制度全体への不安や不信
感が高まっており、その信頼回復が最も重要
な課題のひとつとなっているためである。不
安・不信感の原因や内容としては、少子高齢
化に起因する社会保障制度の持続可能性への
不安、専門的で複雑な制度となっているため
に、自分がどのような給付を受けられるの
か、本当に困ったときにどのように救済して
もらえるのかがよくわからないという情報不
足に対する不安・不満、年金記録問題などに
象徴される制度の運用面への信頼感の低下な
ど、さまざまである。

こうした不安・不信感を取り除くために
は、社会保障制度の長期的持続性を確保し、
誰もが公平に負担し、適切に受給できる制度
とする必要がある。つまり、その信頼性の根
幹にあるのは、「給付の適正化」、「負担の公
平性」と、その適切性や公平性を証明するた
めの「情報の透明性」、換言すれば、所得再
分配機能をきちんと機能させることである。
そのためには「収入」の正確な把握が不可欠
である。

社会保障だけでなく、税金もまた、本来は
所得再分配のための仕組みであり、「社会保
障・税に関わる番号」は、まさに正確な収入
の把握を通じて、「給付の適正化」と「負担
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の公平性」を実現するためのツールとすべき
である。

特に、情報通信技術（ICT）は急速に進展
しており、さまざまな分野でさまざまな情報
が電子的に管理できるようになっている。パ
ソコンや携帯電話、ICカードなどの情報ツ
ールも、一般国民の生活に浸透しており、ま
さに、番号制度を導入した場合の価値や効果
が発揮しやすい環境が整った状況といえるだ
ろう。国民が利用したくなるような活用方法
を提示できれば、それが広く使われる仕組み
として定着させられる可能性は、住民基本台
帳ネットワークが導入された2002年当時に比
べて格段に高まっている。だからこそ、何の
ために、どのような効果をねらって番号制度
を導入するのかを明示して国民の理解を求
め、この好機を活かしたい。

次章では、社会保障分野において番号制度
をどのように活用するのが効果的か、すでに
番号制度を導入している国の活用事例から見
ていきたい。本稿では、番号制度を導入して
いる国のうち、分野横断型の統一番号を導入
している国の代表としてスウェーデン、分野
ごとの異なる番号を連携させるセクトラルモ
デルを採用しているオーストリアを取り上げ
る。

Ⅱ	 諸外国における番号制度の
	 活用事例

1	 スウェーデン
	 （税方式、統合モデル）

スウェーデン注3は、住民登録ベースの個
人番号（Personnummer）を、あらゆる分野
で利用している統合モデル（フラットモデ

ル）を採用している。

（1）	 スウェーデンの社会保障制度

スウェーデンの社会保障制度では、年金や
疾病保険（病気等で欠勤した場合の所得保
障）、両親保険（子育て等のために欠勤した
場合の所得保障）といった現金給付にかかわ
る部分は社会保険方式、医療や介護といった
サービス提供は、地方税をベースとする行政
サービスとして位置づけられている。

医療はランスティング（県）、介護・福祉
はコミューン（市）が担っている。つまり、
病院のほとんどはランスティング立病院、そ
こで働く医師や看護師などはランスティング
の公務員である。医療費も予算で措置される
ため、日本のような医療機関から保険者への
請求といった事務のやり取りは、ランスティ
ングを越えて受診した場合を除きほとんど発
生しない。また、病気になった場合、患者
は、最初にホームドクターを受診し、そこで
必要と判断されて初めて専門医の受診や病院
への入院などができる。

（2）	 社会保障分野における個人番号の利用

個人番号は、出生時に助産院あるいは病院
に設置されたパソコン（端末）から住民登録
および個人番号発行の申請手続きをする形と
なっており、現在では、申請（入力）と同時
に個人番号（図２）が発行できるようになっ
ている。スウェーデンは国が身分証明用の
IDカードを発行していないため、必要な場
合は後日、銀行や郵便局、警察署などでID
カードを別途発行することとなる。

スウェーデンでは、医療や介護・福祉で
も、年金その他の社会保険でも、各種手続き
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における被保険者や患者などの個人の特定に
は個人番号が用いられる。ただし、社会保険
庁（Försäkringskassen）の被保険者データ
ベースでは、個人番号のハイフン（-）を

「１」に変換し、生年月日の年も４桁表示と
した顧客ID（kund ID）注4が利用されてお
り、統合モデルの国であっても、すべての業
務が個人番号のみで完結しているわけでもな
い（図３）。

社会保障分野での代表的な利用方法には、
以下のようなものが挙げられる。
①保険料の源泉徴収
年金など社会保険の保険料は、雇用主が税

と 一 緒 に 給 与 か ら 源 泉 徴 収 し、 国 税 庁
（Skatteverket）にまとめて納付をするが、そ
の一連の手続きは個人番号で管理されている。
②傷病給付受給時
スウェーデンでは、２週間以上、病気で欠

勤する場合は、所得に応じた傷病給付を受け
ることができる注5。欠勤初日から７日以上
たち、２週間以上の欠勤が必要と判断された
場合、患者が医師に診断書を請求すると、医
師（医療機関）から社会保険庁に診断書が直
接電子的に提出される。診断書を受理する
と、社会保険庁は給付する・しないを決定
し、給付する場合は、２週間超分の傷病給付
を本人の銀行口座に振り込み、同時に給付明
細の通知を本人に送付する。これら一連の事
務処理はすべて個人番号を用いて行われる。
③医療機関受診時
病気になったら、患者は全国共通の医療情

報電話（1177）に電話をかけ、どうしたらよ
いかを相談する（相談時点では個人番号や姓
名は不要）。相談の結果、診療所に行く場合

は電話かインターネットで、個人番号と姓名
を登録してホームドクターの予約を取る。診
療 所 に 行 っ た 際 に は、 患 者 カ ー ド

（Patientkort：ICチップはなく、券面に姓
名、個人番号、居住しているランスティング
の番号が記載されたプラスチックカード）を
見せ、初診料を支払って受診する。必要な場
合は紹介状を書いてもらい、病院や専門医を
受診する。このときも、アポイントの取得に
個人番号が必要となる。

患者が高齢者で、退院後も訪問看護や薬の
処方などを継続する場合、個人番号で本人確
認をし、実施した介護サービスの内容を報告
して病院からコミューンに費用を請求する。
④医療費関連事務
スウェーデンの医療事務処理システムは、

電子カルテや職員登録管理システムなどと統
合されている。ランスティングに所属する医
師や看護師は、業務従事者用のICチップの
入った職員カードを所有している。チップに
は、その人の電子システムへのアクセス権限
が登録されており、電子システムを利用する
際にはカードリーダーに職員カードをセット
し、アクセス権限を確認することが必要とな

図2　スウェーデンの個人番号

55　07　28　－　782　9
JJ　MM　TT　　LLL　P

LLL：シリアル番号3桁（連番）
男性には奇数、女性には偶数が順番に割り当
てられる

P：チェックデジット1桁
JJMMTT：生年月日（年、月、日）

図3　個人番号と顧客ID（kund ID）

個人番号：55　  07　28　－　782　9
　　　　　　　　↓　　　　　

kund ID：1955   07　28　 1　 782　9
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る。
医療費は包括払い方式となっており、予算

は各ランスティングが立てている。居住して
いるランスティング内で受診した場合は、医
療機関が個人単位の情報（個人番号、疾患、
治療方法）を整理・分類した報告書を作成し
てランスティングに提出し、予算に沿った金
額が支払われる。居住しているランスティン
グ以外で受診した場合、診療した医療機関か
ら患者の居住しているランスティングに、当
該患者への治療内容を報告し、個人番号を記
載して当該個人分を請求する。

医療機関の適切な品質競争を促す目的で、
各医療機関でかかっている検査、手術などの
件数、費用、３カ月以内に医師の診療を受け
られなかった割合など、各種の統計を取って
公表し、患者が医療機関を自由に選択できる
ようにしている。
⑤クオリティレジスターの整備
日常の診療や医療費の管理に使われるシス

テムはランスティングごとに異なっているた
め、各ランスティングの情報をもとに、患者
に対して有用な情報を統合して集約するシス
テムの構築が進められている。このシステム
は、70の疾患ごとに「クオリティレジスタ
ー」と呼ばれるデータベースを設置し、患者
単位で病歴・病態変化、治療履歴を登録し
て、医師が経験したことのない疾患の治療で
あっても、全国の症例を見ながら治療方法を
検討・選択できるようにしようというもので
ある。システムの一部は、患者自身がアクセ
スして、状態、意見・感想などを書き込める
よう、患者参加の手段としての活用も検討さ
れている。

現段階では、疾患ごとに作業部会が設けら

れ、疾患ごとの登録基準、用語の統一などの
検討が進められている。将来的にはカルテ機
能を含む日常診療用のシステムと統合し、カ
ルテに入力さえすれば、そこから必要な情報
がクオリティレジスターにも自動的に反映さ
れるようにすることを目指している。

（3）	 他分野との連携における利用

社会保障以外では、主に以下のような業務
で個人番号が利用されている。
①給与所得証明の送付
雇用主企業から被用者への年間の給与所得

証明の送付、および国税庁への報告は、個人
番号を利用して行われる。
②確定申告時
確定申告書類は、①の給与所得証明や年金

その他の社会保険の給付証明書など、国税庁
に報告される各種書類の情報をもとに、個人
番号で名寄せして個人単位に集計され、申告
書類があらかじめ記載された状態（プレプリ
ント）で本人に送付される。それを受け取っ
た本人は、内容を確認し、問題がなければ署
名をして返送することで確定申告が終了する

（本特集第二論考を参照）。
③住所変更
転居する場合は、転居日の１週間前までに

税務署、社会保険事務所、郵便局のいずれか
に直接住所変更を届け出るか、国税庁、郵便
局、民間郵便会社の協力事業として運営され
る「住所変更サイト（Adressändring）」を
通じて変更申請を行うことが必要である。

住所変更サイトでは、転居する人数と人数
分の姓名・個人番号、転居前・後の住所を入
力し、申請すると、確認のための書類が申請
した転居前の住所に郵送される。これに署名
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をしたうえで返送すると住所変更の手続きが
完了する。この申請手続きが終わると、国税
庁の住民登録データベースのほか、郵便局そ
の他の行政機関や銀行など、同サイトの運営
にかかわるすべての機関に登録されている住
所情報が同時に変更される。

住所変更サイトでは、ほかに「不在期間中
の郵送物取り置き」「再配達」「郵便物の転送
サービス（有料）」も申し込むことができ
る。

登録している機関ごとに窓口に出向いて申
請する必要はないため、国民にとって非常に
利便性の高い仕組みであるとともに、居住実
態と一致した正しい住所を把握することにも
一役買っている。
④民間事業者等への住所・姓名情報の提供
SPAR（Statens personadressregister、直

訳するとスウェーデン人口・住所登録機関）
は、国税庁の住民登録に基づく人口・住所デ
ータベースを保有・管理し、それを元に正確
な姓名と住所に関する情報提供をミッション

（使命）とする国税庁所管の独立機関であ
る。「個人情報保護法（Personuppgiftslagen）」
を遵守するかぎりは、行政機関（中央政府、
ランスティング、コミューンなど）のみなら
ず、銀行、保険会社、スウェーデン国営薬
局、信用調査会社、投資調査会社、大学、新
聞社、民間営利企業などのいずれであって
も、SPARから住所と姓名に関する情報を購
入することができる。つまり、公営の名簿会
社のような機関となっている。

住所・姓名の提供依頼の申請を受けると、
SPAR委員会がその申請書に記載された企
業・機関名、申請担当者名・個人番号などの
情報をもとに、Webサイトや会社登録庁の

データと照合しながら、その企業・機関や申
請担当者が存在するか、企業・機関の業務内
容と申請目的が適合しているか、法律上問題
がないかなどを審査し、情報提供の可否を決
定する。個人の尊厳を侵害するおそれがある
ときや個人が犯罪などの被害に遭うおそれが
あるときは、審査によって提供しない決定を
することもある。

SPARから購入できる情報項目は、姓名と
住所の２つのみであるが、地域や性別・年
齢、所得階層等、SPARのデータベース上の
他の項目で条件づけをして検索・抽出した結
果を電子ファイルで入手したり、もともと保
有している顧客リスト等の住所を更新したり
できるため、マーケティングのためのアンケ
ート調査やダイレクトメール（以下、DM）
の送付などに広く活用されている。ただし、
登録者本人によるオプト・アウト（opt-out：
事前に承諾を得ることなく送られる資料・メ
ールなどを拒否すること）が認められてお
り、約925万人のスウェーデン国民のうち、
約13万人（約1.4％）がオプト・アウトを表
明している。
⑤統計作成
スウェーデンでは、個人番号に紐づけて登

録されている情報をもとに、各種の統計が作
成されている。そのため、日本のように調査
員が調査票を配布・回収する国勢調査は実施
されていない。

ここまでで紹介した個人番号のさまざまな
使われ方をもとに、スウェーデン国内で生ま
れた新生児に関する一般的な情報連携の流れ
を再現すると以下のようになる（次ページの
図４）。
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新生児が生まれると、医療機関から税務署
に出生記録が通知される。両親は、出生記録
とともに姓名申請を税務署に、別途提出す
る。双方が受領されると、税務署の担当者が
国税庁にある住民登録の中央データベースに
アクセスして住民登録および個人番号を発行
する。近年では、医療機関に設置された端末
で、姓名とともに出生記録を登録すると、個
人番号が即時に発行できるようになってきて
いる。

住民登録データベースに登録された情報
は、「Navet」と呼ばれる住民登録情報ネッ
トワーク経由で社会保険庁のデータベース、
ランスティングおよびコミューンのデータベ
ース、統計データベースに反映され、社会保
険庁からは児童手当が、ランスティングから
は乳幼児向け医療、コミューンからは乳幼児
健康診断や保育園・児童福祉などのサービス

が提供される。
また、SPARを通じて出生時の住民登録情

報を得た企業からは、おむつやベビー用品な
ど乳幼児向け商品のDMが届いたり、数年
後、必要な年齢になったときに幼児・小児向
けの商品やサービスのDMが届いたりするこ
ともある。

このように、ある程度「待ち」の姿勢でい
ても、官民双方から必要な情報が必要なタイ
ミングで提供される形となっており、国民に
とっての利便性は高い。民間からの情報提供
についても、前述のように、オプト・アウト
を表明する割合がかなり低いことから見て、
一定の評価がなされていると考えられる。

2	 オーストリア
	 （社会保険方式、セクトラルモデル）

もうひとつ、統一番号はないが分野ごとの

図4　スウェーデンにおける住民登録・個人番号をめぐる情報連携イメージ

注）DB：データベース、SPAR：Statens personadressregister（スウェーデン人口・住所登録機関）
出所）スウェーデン国税庁提供資料を和訳・一部加筆して作成
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番号を紐づけする仕組み（セクトラルモデ
ル）を導入し、統一番号を導入した場合と同
様の効果を生み出している国として有名なオ
ーストリア注6を取り上げる。

（1）	 オーストリアの社会保障制度

オーストリアの社会保障制度は日本と同
様、年金、医療、労災、失業といった社会保
険制度をベースとしている。政府が直接運営
する失業保険を除く３保険には、職域保険と
地域保険があり、これらすべての保険者を統
括する連合組織として、「保険者連盟（Sozial-
versicherungsträger）」が存在する。社会保
険の被保険者の管理などを担っているのはこ
の保険者連盟である。

年金制度は日本と同様、収入に対する定率
拠出・定率給付の仕組みをベースとしてい
る。一部に無拠出給付が存在するため、公式
には年金保険でカバーされない国民はいない
ことになっている。

医療保険制度は強制加入となっていること
から、自営業者や被扶養者を含め、国民の98
〜99％をカバーしている。州単位の地域保険
のほか、一部職域保険も存在する。医療機関
を受診した際にかかった医療費は、自己負担
分を除いて保険者から医療機関に直接支払わ
れる現物払い方式が採用されている点、診療
所の一般医（Allgemeinmediziner）であれ
ば予約なしでどの医師でも受診できる注7自
由選択制が取られている点は、日本とほぼ同
様である。

（2）	 社会保険番号と「e card」

被保険者を管理するための社会保険番号
（Sozialversicherungsnummer）は、1972年よ

り発行されている。同番号は、社会保険と最
初に接点ができたときに保険者連盟が発行す
る。通常は出生時に、医療機関にいる住民登
録の担当者からの電子申請に基づき発行され
る。オーストリアで生まれた者以外は、必要
になったとき、申請に基づき発行される。

番号は10桁の数字で、うち末尾の６桁は生
年月日を表す（図５）。

社会保険番号が付番されると、被保険者証
に当たる「e card」も発行され、住民登録か
ら14日以内に手元に届けられる。このe card
は、券面に姓名と社会保険番号が記載されて
いるほか、ICチップが内蔵されており、そ
こに紹介状や入院証明書など必要な情報を登
録することができる。

社会保険番号は、社会保険分野のすべての
やり取りに利用されるほか、確定申告等を含
む税務手続きなど、その他の分野での個人の
認証など（特に家族関係の確認）にも利用さ
れている。

一方、セクトラルモデルで使われるのは、
連邦首相府（BKA：Bundeskanzleramt）が
割り当てる「基幹番号（Stammzahl）」と、
社会保障を含む36の「分野別番号（bPK：
B e r e i c h s s p e z i f i s c h e  P e r s o n e n 
Kennzeichnung）」である。これらは電子政
府で使われる電子手続きのためのものである
ことから、利用はまだ限定的である。

基幹番号は20桁、bPKは172桁で構成され

図5　オーストリアの社会保険番号

7829 　28　 07 　55

LLLP　TT　MM　JJ

LLL：シリアル番号3桁。100から性別や生まれた
世紀などに関係なく割り当てられる連番

P：チェックデジット1桁
TTMMJJ ＊生年月日（日、月、年）
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るため、電子的な処理で確実に個人を特定・
識別するには便利だが、書面の事務では実用
的ではなく、現在も公的な書類申請や手続き
上の90％程度で社会保険番号が用いられる。
その大半は、家族（扶養）関係の確認のため、
扶養家族全員の番号の記載を求めるものであ
る。もちろん、電子申請の割合は今後高まっ
ていくと予想されるが、書面の事務も完全に
なくなるとは考えにくく、その場合は今後も
社会保険番号を利用し続ける可能性が高い。

（3）	 社会保障分野での番号の利用

セクトラルモデルが導入される以前から行
われている社会保険番号やe cardの代表的な
利用方法には、以下のようなものがある。
①保険料の源泉徴収
被用者の場合、雇用主が給与から社会保険

料を源泉徴収し、まとめて納付をするが、そ
の際、社会保険番号で個人を特定している。
②医療機関受診時
医療機関を受診する際に、e cardの券面に

記載された社会保険番号を視認し、患者の姓
名と加入している疾病保険を特定する。
③薬の処方
医療機関から薬の処方を受けた場合、患者

は社会保険番号が記載された処方せんを持っ
て薬局で薬を受け取る。患者が実際にどの薬
局で薬を受け取ったかという情報は、社会保
険番号とともに疾病保険に送信され、疾病保
険が薬局に薬代を振り込む。
④ホームドクターから専門医への紹介
ホームドクターから専門医を紹介してもら

う場合は紹介状が必要となるため、その紹介
状をe cardに登録することができる。
⑤入院証明書の発行

入院する際は医師に入院証明書を発行して
もらうことになっているが、それもe cardに
登録できる。
⑥電子カルテの中央データベース化
	（ｅメディケーション計画）
従来、カルテは紙ベースで管理され、医療

機関を超えた情報共有はあまりなされてこな
かったが、現在、電子カルテ化に併せて中央
データベース化するという「ｅメディケーシ
ョン計画」が進められている。この電子カル
テには、従来の社会保険番号も登録される
が、e cardを利用してアクセスする方向で検
討が進められており、その場合bPKをベース
に扱われるようになる可能性が高い。医師
は、この中央データベースで、①患者本人の
姓名、②保険加入者の姓名、③加入している
保険、④生年月日、⑤保険適用の範囲──と
いった保険資格に関する５つの情報を確認で
きるようになる。

（4）	 他分野との連携における利用

社会保障以外では、主に以下のような業務
で社会保険番号が利用されている。
①給与所得証明の送付
企業（雇用主）は、被用者に毎年、年間の

給与所得証明を送付するが、同時に社会保険
番号から被用者の居住地を管轄している税務
署を特定し、そこにも証明書を送付する。
②確定申告時
家族構成等によっては、確定申告時に控除

等の適用を受けられる場合があり、家族関係
の確認などのため、申告様式に税務番号に加
えて、社会保険番号の記入が必要となる（詳
細は本特集第二論考参照）。
③住宅財形に対する公的助成の適用
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銀行などで住宅購入のための積み立てをす
ると公的な助成プログラムの適用を受けられ
るが、その申請手続きの際、個人の特定など
のため社会保険番号の記入が求められる。
④地理情報システムと連動した地域管理
連邦内務省（BMI）では、国内の住所は、

建物ごとにすべて、地名（町名）、番地、建
物用途（業務用か居住用か）がコード化され
て地理情報システムに登録されている。これ
をもとに、税務、教育、徴兵、消防などを管
理したり、統計を作成したりできるようにな
っている。住民登録データベースと連動する
ことによって、建物ごとの居住者の姓名もす
べて把握できるため、たとえば、火災が起き
た際、消防担当の職員はそれを安否確認など
に使うことができる。また、地域ごとの子ど
もの数も把握できるため、どの地区にいくつ
幼稚園や学校が必要になるかの検討に利用す
ることもできる。

Ⅲ	 社会保障分野における番号制度
	 の導入意義と課題

1	 諸外国の活用事例に見る
	 日本への示唆

本稿で紹介したスウェーデン、オーストリ
アをはじめ、諸外国で利用されている番号制
度の導入時期や導入目的、活用範囲はさまざ
まである。番号制度は、社会保障や税をはじ
めとして、各種制度の上に成り立っている社
会の仕組みを円滑にするためのツールであ
る。ベースとなる制度や社会環境が異なる以
上、単純にどこかの国のやり方を真似て導入
すればうまくいくというものではない。

しかしその一方で、諸外国の活用事例を見

ると、共通点として、①正確な収入の把握、
②家族（扶養）関係の把握、 ③居住実態のあ
る住所の把握の３点が重要であるということ
が浮かび上がってくる。
①正確な収入の把握
番号制度の最も基本的な利用は、前述のと

おり、社会保険料や税の徴収、および各種の
社会給付の決定の際に必要となる「正確な収
入の把握」に用いることだろう。これは、社
会保障制度の信頼性を確保するための必要最
低限の利用といえる。

一方で、番号制度への過度な期待も禁物で
ある。自営業者の正確な収入の把握が難しい
理由の一つは、どこまでが必要経費かという
考え方や解釈によるものであり、こうしたも
のは番号制度が導入されたからといって解決
できるわけではない。つまり、番号があれば
収入の把握が100％できるというものでもな
い。
②家族（扶養）関係の把握
収入の把握に次いで重視されているのが、

家族（扶養）関係の把握である。これは、社
会保障・税ともに、扶養家族がいる場合は控
除や給付の加算などが適用されることが多い
ためである。具体的には、申請者本人に扶養
義務のある家族がいるか否か、いる場合は対
象者の年齢、就労しているか否か、就労して
いる場合はその収入額などの情報を確認する
必要があり、社会保障番号などを用いて照会
して確認する方法が取られている。
③居住実態のある住所の把握
住所の把握も重視されている事項の１つで

あるが、その理由は国によって違いがある。
スウェーデンでは、確定申告をはじめ多様

な行政分野で電子申請が普及しているが、そ
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の場合も、本人による申請であることの確認
のために、書類を本人宛に郵送し、内容確認
済みの署名をした書類を返送するといった方
法が取られる場合が多い。また、スウェーデ
ンでは、地方税の割合が高く、地方公共団体
によって税率が異なることから、税率の安い
地域に架空居住されてしまうと地方公共団体
の財政が揺らいでしまうといったことも背景
にある。

オーストリアでは、住所地ごとに管轄の行
政機関が異なるといった管理側の都合のほ
か、地理情報システムと連動させて災害時の
安否確認といった使い方も想定されている。

さらにスウェーデンでは、住所変更が一括
して行える前出の住所変更サイトが、住民登
録の住所と、郵便物が受け取れる居住実態の
ある住所とが一致しやすくなる仕掛けとして
機能している。

2	 何のために
	 番号制度を導入するのか

ここまで諸外国での番号制度の活用事例を
見てきたが、実際には、番号制度がなければ
できないことはほとんど存在しない。多くの
ことは、手間やコストをかければ、番号制度
がなくても別の手段でできる。しかしなが
ら、番号制度があったほうが手間やコスト、
リスクやエラー・ミスが少なくて済むことが
多い。社会保障の財源に苦慮し、人口減少と
ともに就業者も減っていく今後の日本社会を
想定すれば、制度の運営にかかるアドミニス
トレーション業務の手間やコストはできるだ
け削減し、効率化を図りたいところである。
番号制度はそのような業務の効率化に効果を
もたらす。

アドミニストレーション業務というと、行
政のみの労務のような誤解を受けがちだが、
社会保険料にしろ税にしろ、サラリーマン

（被用者）の場合は雇用主が給与などから源
泉徴収をし、代理で納付をしている。こうし
た業務で企業が背負っている「見えない負
担」も実は多い。

また、国民（被保険者、納税者）自身が、
多くの書類を準備しなければならない手続き
も少なくない。番号制度の導入によってこう
した企業や個人の手間やコストも広く薄く削
減されるため、メリットの社会的な総和を計
算したら、決して小さくはないはずである。

番号制度がないとできないことはなくて
も、番号制度を導入したほうが容易になる業
務はある。それは以下の３点に集約できる。
①情報を「タテ」につなぐ
１つは、時間軸に沿って情報を「タテ」に

つなぐことである。就職や結婚、転居などで
個人の属性が変わっても、生涯不変の番号が
あれば、生まれてから死ぬまでの個々人の情
報を確実に継続して蓄積できる。年金や資産
税のようなストック情報（長期にわたって把
握・管理すべき情報）が必要となる分野で生
じるメリット（価値）である。
②情報を「ヨコ」につなぐ
２つ目は、必要な場合に分野（タテ割り）

を超えた「ヨコ」の情報共有・連携である。
社会給付の併給管理や、医療・介護などの制
度を超えて自己負担上限額を一本化する利用
者負担総合上限制度のような場合に生じるメ
リットである。
③「待ち（プル）」から「攻め（プッシュ）」
への転換

３つ目は、「情報提供」と「実際の支援」
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の両面で、行政サービスのあり方を「待ち」
の姿勢から「攻め」の姿勢へと転換させるツ
ールとすることである。

まず「情報提供」に関しては、これまで市
民などからの依頼（申請）があってから受動
的に行われることが多かった。しかし、番号
制度によって年齢や家族構成、住所などが把
握できるようになれば、ねんきん定期便や医
療費通知だけでなく、たとえば子ども手当の
受給対象者に、家族構成や住所などをあらか
じめ記載した申請書を送付し、それを確認し
て提出してもらう仕組みに転換できるかもし
れない。本特集第二論考で紹介しているスウ
ェーデンのプレプリント型の確定申告書類
も、これに類するものである。

上述のねんきん定期便もプッシュ型の情報
提供事例であるが、今後はさらに番号をうま
く活用することで、各種年金（公的年金、企
業年金、個人年金）だけでなく、株や債券、
預貯金などの金融資産も併せて一覧しながら
退職後の将来設計を考える、といったことが
容易にできるようになる可能性もある。
「実際の支援」のほうは、スウェーデンの徴
収庁が１つの例である。複数の滞納（たとえ
ば年金保険料と医療保険料、公営住宅の家賃
など）が重なっていることが把握できるよう
になっていれば、訪問調査を行って救済の要
否を見極めることも可能となる。

3	 国民に利用してもらえる制度・
	 仕組みとするために

番号制度が導入されても、めったに使われ
ない制度となっては投資の意味がない。国民
に信頼され利用される制度・仕組みとして定
着させることが重要であり、そのためには、

国民がメリットを感じられる制度・仕組みと
する必要がある。国民がメリットを感じられ
るようにするには、番号制度でできることを
踏まえつつ、幅広い利用シーンを用意するこ
とが重要である。

番号の利用範囲を必要最低限に限定すれ
ば、情報管理上のリスクは小さく、個人情報
保護を徹底しやすいというメリットがある反
面、利用者（国民）にとっては、利便性を感
じる機会も少なくなる。

一方、民間事業者が提供するサービスで
は、インターネットバンキングやインターネ
ットショッピングなど、すでにIDとパスワ
ードで認証（ログイン）して利用する会員型
サービスが多種多様に増えている。そして、
個人の希望・判断によってIDやパスワード
を一元化できる「Open ID」という民間サー
ビスも普及し始めている。そのようなところ
まで番号の活用範囲を広げれば、利便性は高
くなる。

このように活用範囲の広さと、情報管理リ
スク（セキュリティ対応レベル）とは、反比
例の関係にあることを理解したうえで、バラ
ンスのある判断が求められている。情報管理
リスクが高い分野において番号制度の導入と
活用を義務づけると、国民の合意を取りつけ
ることが難しくなる。しかし、一定のリスク
を取っても利便性を得たい人も少なからずお
り、その人々が番号を利用することを制度上
で制限してしまうのも惜しい。過度に防衛的
になりすぎず、国民的合意が必要な「義務的
利用」と本人同意に基づいて行える「選択的
利用」とを区分し、利便性と安全性が両立で
きるバランスを探りながら、国民に利用して
もらえる制度・仕組みとしていくのが望まし



44 知的資産創造／2010年10月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

い（図６）。
たとえば、医療分野では、医療費通知に記

載するような現物給付の実績（履歴）は、不
正請求を牽制し、社会保障制度の信頼性を確
保する意味で、本人に確認してもらう必要性
や意義があることから、「義務的利用」と位
置づけてよいだろう。一方、健診情報・カル
テ情報については、自宅から自分でいつでも
見られるほうがよいと考える人と、個人的な
情報であるため自分に紐づけて一元的に管理
されることを嫌う人とが出てくるため「選択
的利用」として位置づけるべきであろう。

さらに、こうした活用範囲の適切な区分・
整理と併せて、個人情報を安全かつ適切に管
理・活用するためのルールや仕組みを導入す
れば、国民も安心して利用できる制度が実現

できるだろう。

注

1	 401kのレコード・キーピング・サービスを担う
企業には、日本インベスター・ソリューション・
アンド・テクノロジー（JIS&T）や日本レコー
ド・キーピング・ネットワーク（NRK）などが
ある

2	 たとえば、住民基本台帳に紐づく住民票コード
は、すべての国民に割り当てられているが、住
民登録の対象とならない外国人には割り当てら
れていない

3	 スウェーデンの人口は約925万人で、このうち約
75万人がストックホルムに住んでいる

4	 社会保険庁が個人番号ではなく顧客ID（kund 
ID）を用いる理由は、犯罪等で被害を受けるお
それがある場合など、ごく稀に個人番号を複数
持つことがありうるためである。このような場
合、備考欄に複数の個人番号がある旨を記録し

図6　個人情報保護の必要性やリスクに応じた義務的利用範囲と選択的利用範囲の検討例

● 各種の保険証等の一枚化、自己負担限度額管理の即時処理
●【希望者のみ】ご自分の情報（医療費、健診情報）等の閲覧
●【希望者のみ】地域医療・介護連携における活用
　　　　　　　（例）医療機関間の電子カルテの相互参照　など

民間によるサービス領域

生命保険
企業年金 損害保険

個人年金 医療保険

出所）国家戦略室「社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会（第2回）資料」2010年2月22日
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	 て、kund IDは同一の番号を使い続ける
5	 傷病給付は社会保険の一つで、２週間を超える

病気欠勤の際に、所得の70〜80％を給付する。
所得に対する割合は、その年の社会情勢や財政
状況などによって異なる。２週間までは社会保
険の免責期間に該当し、雇用主企業が傷病手当
を支給することになっている

6	 オーストリアの人口は約820万人で、このうち約
170万人がウィーンに住んでいる

7	 ただし、専門医（Facharzt）を受診するには、
一般医の紹介状が必要なゆるやかなゲートキー
パー制が取られている

参 考 資 料

1	 国家戦略室 社会保障・税に関わる“番号”制度
に関する検討会（http://www.npu.go.jp/policy/
policy03/archive07.html）
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社会保障・税の番号制度に不可欠な
新しい個人情報保護の仕組み

CONTENTS Ⅰ　社会保障・税の番号制度をめぐる個人情報保護の論点
Ⅱ　諸外国の個人情報保護を目的とする第三者機関の実態
Ⅲ　個人情報保護のための第三者機関のあり方

1	 社会保障・税の番号制度を導入するに当たって、個人情報の目的外利用や漏え
いを防止するため、新たな個人情報保護の仕組みが不可欠である。十分な対策
を講じないと、住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）で見られた
ように、訴訟や地方公共団体の不参加といった事態が生じ、新しい制度の導入
や運営に支障をきたすおそれがある。

2	 わが国の個人情報保護制度は、各府省が業界ごとに事業者を監督しているた
め、対応に重複・不整合が生じている。さらに公的部門を監督する機関がない
ことや、国民の権利を擁護する機関がないといった課題がある。番号制度の導
入に当たって、「自己情報コントロール権の確立」やその権利を擁護する「第
三者機関の設置」が必要である。

3	 EU（欧州連合）構成国では、個人情報保護を任務とする第三者機関が設置さ
れ、国民の権利や利益を保護している。第三者機関の位置づけは、各国の行政
機構に応じて違いがあるものの、行政機構からの独立性が担保されている。米
国においても、「消費者保護」という位置づけではあるが、個人情報保護を目
的とする第三者機関が機能している。

4	 社会保障・税の番号制度を円滑に導入するには、政治・行政機関から組織や予
算の独立性が担保され、専門職員による監査や苦情を処理する法的根拠を持っ
た第三者機関を設置すべきである。その際、わが国の個人情報保護法制および
行政機構との調和を図り、実効性のある機関とすることが重要である。

特集 社会保障・税に関する番号制度──その意義と展望

要約

小林慎太郎 水之浦啓介 八代  拓
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Ⅰ 社会保障・税の番号制度を
 めぐる個人情報保護の論点

2010年８月の時点において、個人情報保護
にかかわりの大きい「社会保障・税に関する
番号制度」および「国民ID制度注1」という、
２つの新しい制度の導入が、内閣官房国家戦
略室と内閣官房IT戦略本部でそれぞれ検討
されている。前者は個人を一意に識別するた
めの番号の仕組みを、後者は国民がオンライ
ン上で本人確認を円滑に行うための仕組みを
議論している。制度の趣旨は異なるが、両制
度ともに国民の個人情報・プライバシーと密
接にかかわっており、それらを十分に保護す
ることのできる仕組みの構築が課題として認
識されている。

わが国に居住する個人を一意に識別する番
号の代表例として、住民基本台帳ネットワー
クシステム（以下、住基ネット）の導入とと
もに付番された、「住民票コード」がある。
住基ネットは「住民基本台帳法の一部を改正
する法律」（1999年８月公布、以下、住基法）
に基づき、2002年８月に始動した。その制度

の趣旨は、本人確認情報（氏名、生年月日、
性別、住所等）の行政機関などへの提供や、
市町村の区域を越えた住民基本台帳に関する
事務の効率的な処理を目的に、各市町村の住
民基本台帳をネットワーク化することにあっ
た注2。住民票コードは、個人を識別するた
めに全国民を対象に、重複がないよう無作為
に付番した11桁の番号である。

住基ネットおよび住民票コードは、その導
入時だけでなく、導入後においてもプライバ
シー侵害に対する大きな懸念が専門家や地方
公共団体などから寄せられ、全国で50件以上
の訴訟が起こされた注3。2008年３月の最高
裁判所（以下、最高裁）による住基ネット合
憲判決によって訴訟は収束傾向にあるが、現
在（10年８月時点）でも住基ネットに接続し
ていない地方公共団体が残っている。

今回、検討されている２つの新しい制度に
おいても、個人情報・プライバシー保護対策
を事前に十分講じておかないと、住基ネット
のように訴訟が相次いだり、不参加の地方公
共団体が頻出したりして、導入や運営に支障
をきたすおそれがある（図１）。本章では、

図1　社会保障・税の番号制度などの導入に当たっては個人情報保護対策が不可欠

＜国民の不安・リスク＞
●　複数の領域でばらばらに管理されている個人情報が、
番号・IDをキーに名寄せされて多様な属性情報が集約
され、プライバシーが侵害されるのではないか

●　国家による国民の監視・監督に使われ、個人の自由が
脅かされるのではないか

●　行政職員が不正利用をするのではないか

社会保障・税の
番号制度の導入

国民ID制度の導入 国民の不安に適切な手当てをしなかった場合に、「住基ネット
（2003年本格稼働）」に対する国民・地方公共団体の反応と同じ
事態に陥ることが懸念される

【住基ネットで生じた事態】

①地方公共団体の不参加により、制度の意義が毀損
●　住民票コードを基に番号を生成するのであれば、参加
しない地方公共団体の存在自体、番号制度の存在意義
を毀損

②訴訟の頻発による負担、政策実現の遅れ
●　国民や消費者団体、任意団体などが訴訟を提起
●　地方公共団体が不参加を表明し、訴訟を提起

③国民の不信感の増大（制度実施の遅れ、効果発現の遅れ）
●　偏った報道などにより、制度に対する不信感が国民の
間に増大

●　制度導入が遅れたり、導入されても効果が出にくくな
るおそれ

新たな番号制度に則した個人情報保護の仕組みが不可欠

注）ID：認証番号、住基ネット：住民基本台帳ネットワークシステム
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住基ネット訴訟をもとに、番号制度をめぐる
わが国の個人情報保護法制の課題について整
理し、対策の方向性を考える。

1	 住基ネット訴訟における論点
住基ネット導入に際しては、「個人情報保

護」や「住基ネットの構築・維持に関する費
用便益」という２つの観点から国民的議論が
生じた注4。そのなかでも住基ネットにかか
わる訴訟が頻発する要因となったのが、前者
の個人情報保護に対する人々の懸念である。
この懸念の中核を占めていたのが、住基ネッ
トからの個人情報漏えいや、住民票コードの
目的外利用である。法曹界では2002年に、日
本弁護士連合会（日弁連）が既存の個人情報
保護政策下で住基ネットを導入することの危
険性から、個人情報保護政策の拡充が実現す
るまで住基ネットの稼働を延期するよう、意
見表明をしていた注5。

住基ネットにかかわる訴訟には、
①情報セキュリティ対策の不十分性に伴う

データ流出の可能性
②住民票コードをマスターキーとして用い

ることで、ある個人情報を同一人物の他
の個人情報と結合すること（以下、デー
タマッチング）によるプライバシー侵害
の可能性

──の２つの論点がある。①は最高裁の前
審である大阪高等裁判所（以下、大阪高裁）
において、住基ネットは技術的にも人的にも
強固な対策が取られており、情報漏えいの具
体的な危険はないと判断されており、それは
最高裁でも追認されている。

一方、②については大阪高裁が、「行政機
関の保有する個人情報の保護に関する法律

（以下、機関法）」において、行政が保有する
個人情報の目的外利用の規定について行政の
裁量の余地を残しているため、データマッチ
ングによって、私生活上の自由を脅かす危険
を生じることがあるとした。

これに対し最高裁は、機関法における規定
よりも、特別法である住基法による目的外利
用の禁止規定および罰則が優先するため、そ
のような危険は生じないという判断を下し
た。また、住民票コードは氏名などと同じ本
人確認情報の一つであって、他者に開示され
ることが予定されている個人識別情報であ
り、個人の内面にかかわるような秘匿性の高
い情報とはいえないともしている。

2	 社会保障・税の番号制度が
	 もたらす脅威

以上のように、最高裁判決によって住基ネ
ットの合憲性が示された。しかしこの判断に
は、住基法によって、住民票コードの取り扱
いが限られた行政職員のみに許され、民間事
業者による利用は一切禁止されているとの前
提があることに留意する必要がある。この制
約があるため、住民票コードが複数の機関に
よって収集・管理されることはなく、すなわ
ち、同コードに紐づいて管理されている情報
は、氏名や住所などの本人確認情報だけに限
定でき、さまざまな個人情報がデータマッチ
ングによって集約されるリスクは考えにく
い。

一方、新たに導入しようとしている番号制
度は、医療機関や金融機関をはじめとする民
間事業者が番号を取り扱うことを前提として
いる。この新たな番号制度が導入されると、
金融機関であれば個人の口座情報等と、また
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医療機関であれば個人の診療情報等と結びつ
けて管理することが想定される。このため、
データマッチングに伴うリスクは住民票コー
ドよりもはるかに高くなる。

さらに、情報の管理主体が複数にわたるた
め、情報漏えいのリスクも高くなることが想
定される。すなわち、新たな番号制度を導入
するに当たっては、住基ネット訴訟で生じた
議論を踏まえて、従来の個人情報保護制度よ
りも強固な保護の仕組みを構築することが必
要である。

3	 社会保障・税の番号制度の導入に
	 かかわる個人情報保護制度上の
	 課題

わが国の個人情報保護法制は、「個人情報
保護法（個人情報の保護に関する法律）」に
よって官民に共通する基本理念などが謳われ

ているが、個人情報の取り扱いに関する具体
的な規定は、民間部門と公的部門とに分かれ
る「セグメント式」と呼ばれる法形式注6を
取っている（図２）。新たな番号制度の導入
に当たって法制度面で懸念される点につい
て、以下に整理する。

（1） 民間部門の課題

民間部門では、各事業分野（業界）を所管
する府省が、それぞれの分野の事業者を監督
するという「主務大臣制」が取られている。
民間事業者は、具体的な個人情報の取り扱い
方法について、各府省が定める事業分野ごと
のガイドラインを遵守することが求められて
いる。すでに24分野で37本のガイドラインが
制定されており注7、主務大臣制によって事
業分野に即した、きめ細かな対応がなされて
いるといえる。しかし、実際は重複した内容

図2　わが国の個人情報保護法制の体系と課題

基本法制注1

（第1～3章）注1

（第4～6章）注1

国の行政機関
（法律）

独立行政法人
など（法律）

地方公共団体
など（条例）

注 1）個人情報の保護に関する法律
　 2）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律
　 3）独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律
　 4）各地方公共団体が制定する個人情報保護条例
出所）消費者庁資料に加筆して作成

注2 注3 注4

● 基本理念
● 国および地方公共団体
の責務・施策

● 基本方針の策定など

主務大臣制
（事業分野ごとのガイドライン）

民間部門 公的部門

個人情報取扱事業者の義務等

●　各府省が業界ごとに事業者
を監督

民間部門
●　公的部門を監督する機関
はない

●　各機関の自主的な取り組
みに委ねられている

公的部門

●　国民の権利を擁護するための機関はない共通
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が多く、複数の事業分野に関係する事業者に
とっては、結果的に遵守すべきガイドライン
の数が多いだけ負担増になり、国民にとって
は対応窓口が分散することで利便性が損なわ
れている。

新たな番号制度を導入する場合は、現行の
主務大臣制を踏襲して事業分野ごとに規制を
課すのではなく、事業分野横断的な対策を講
じることが適切と考えられる。

（2）	 公的部門の課題

公的部門では、国の行政機関は前述の機関
法で、独立行政法人などは「独立行政法人等
の保有する個人情報の保護に関する法律（独
立行政法人等個人情報保護法）」によって、
また地方公共団体は、同団体が個別に定める
個人情報保護条例注8によって、それぞれの
個人情報の取り扱いを規定している。

一般に、制度上は民間部門よりも公的部門
のほうが個人情報の取り扱いについてより厳
格な対応を求められている。しかし、公的部
門自体を監督する機関は定められておらず、
個人情報保護対策は各公的部門の自主的な取
り組みに委ねられている点で、実効性を担保
する仕組みが十分とはいえない。前述のとお
り、住基ネット訴訟では、個人情報の目的外
利用に行政機関の裁量の余地が残されている
ことが問題視されており、データマッチング
に伴うリスクが高まる可能性のある社会保
障・税の番号制度を導入する場合は、「監督
機能の不在」が問題視されると予想される。

ところで、地方公共団体では、個人情報保
護審議会や同審査会といった諮問機関を設置
し、当該団体が保有する個人情報の目的外利
用などについて、答申を得る仕組みを整備し

ていることが多い。この仕組みは、行政が個
人情報を利用するうえでの透明性の確保には
有効であるが、新たな番号制度にかかわる判
断については、約1800もある地方公共団体
が、それぞれ個別に内容の異なる答申を出す
ようなことになっては、整合性や効率性の観
点から問題がある。

（3）	 民間部門、公的部門共通の課題

わが国の個人情報保護法制は、個人情報取
り扱い事業者や行政機関が果たすべき義務に
ついての規定はされているものの、個人が自
らの個人情報の取り扱いにどのような権利を
有しているかに関してはほとんど言及されて
いない。

住基ネット訴訟では、憲法13条の「すべて
国民は、個人として尊重される。生命、自由
及び幸福追求に対する国民の権利について
は、公共の福祉に反しない限り、立法その他
の国政の上で、最大の尊重を必要とする」と
いう条文に基づき、データマッチングリスク
については議論されているものの、個人情報
保護法制における個人の権利は争点となって
いない。

個人情報にかかわる国民の権利が明確にさ
れていないことから、その権利を擁護するた
めの機関も存在せず、個人情報に関するトラ
ブルが生じた場合に、結果的に個人を救済す
る機能が不十分な状況にあるといえよう注9。

4	 自己情報コントロール権と
	 第三者機関の必要性

上述の課題を解決する方策として、「自己
情報コントロール権の確立」（後述）および

「その権利を擁護する第三者機関の設立」が
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必要と判断される。

（1）	 自己情報コントロール権の確立

住基ネット・住民票コード以上にデータマ
ッチングや情報漏えいリスクが懸念される社
会保障・税の番号制度を導入するに当たって
は、これまでのように、個人情報取り扱い事
業者や行政機関に対して、個人情報保護の義
務を課すだけでは不十分である。国民一人ひ
とりが、自らの個人情報を、いつどのよう
に、またどの程度まで他人に伝えるかを、自
ら決定できる権利（自己情報コントロール
権）を積極的に確立することが不可欠であ
る。このため、社会保障・税の番号制度にか
かわる法律においては、自らの情報をコント
ロールする権利が個々人にあることを明確に
記載する必要があろう。

（2）	 第三者機関の設置による権利擁護の 
	 実効性の担保

社会保障・税の番号制度にかかわる法律や
権利憲章で自己情報コントロール権を明示す
ることはできても、その権利の具体的な行使
方法や権利保障のあり方が定められていなけ
れば、せっかくの権利も画餅となり、社会保
障・税の番号制度に対する国民の不安や懸念
を払拭することはできない。それらを真に払
拭し、自己情報コントロール権の保障の実効
性を担保するためには、制度的・機関的な対
策が必要である。

以下では、「個人情報保護に関する第三者
機関」のあり方について、先進諸外国の事例
を分析しながら、主要な論点や目標像を明ら
かにする。

Ⅱ	 諸外国の個人情報保護を目的
	 とする第三者機関の実態

先進諸外国では個人情報保護法制の運用面
で第三者機関が重要な役割を果たしており、
同機関は国民共通の番号制度にも深く関与し
ている。特にEU（欧州連合）構成国は、
1995年の「EUデータ保護指令」によって、

「データ保護法」の制定とともに、同法の執
行を監督する第三者機関の設置が義務づけら
れている。本章ではEU構成国の英国、フラ
ンス、ドイツおよび米国における第三者機
関の位置づけと運用実態（次ページの表１）
について論じる。

なお、個人情報の漏えい防止などの情報セ
キュリティ対策については、わが国で内閣官
房情報セキュリティセンターが設置されてい
るのと同様に、諸外国においてもセキュリテ
ィの専門機関が担うことが一般的で、ここで
いう第三者機関の役割には含まれていない。

1	 英国
民間部門および公的部門における個人情報

保護の運用を監督する機関として、英国では
1984年から、「情報コミッショナー（Infor-
mation Commissioner）」が、データ保護に
関する法律に基づいて設置されている注10。
情報コミッショナーは、公募後に政府が候補
者を選出して議会によって承認されることに
なっており、行政機関から独立したプロセス
で任命される。予算面においても行政機関の
査定を受けることのない自主財源を有してお
り注11、独立性が確保されている。情報コミ
ッショナーの監督分野としては、個人情報保
護に加え、行政機関の情報公開、電子商取引
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も対象となっている。
情報コミッショナーの事務局であるICO

（Information Commissioner's Office）は、専
門知識と経験を備えたスタッフ350人で構成
される。近年、個人情報保護の重要性が増し
ており、業容拡大に伴ってスタッフ数は増加
傾向にある。また、ICOの有する権限はEU
構成国のなかでは弱いといわれているが、近
年生じた行政機関による大規模な情報漏えい
事件注12を受けて権限が強化される傾向にあ
る。

英 国 の 番 号 制 度 に は 国 民 保 険 番 号
（National Insurance Number：NIN） が あ

り、同番号にかかわる制度は雇用年金省が主
管している。しかし、国民の個人情報保護に
かかわる苦情はICOが一元的に対応してお
り、NINにかかわる国民からの苦情もICOが
受け付けている。

また、トニー・ブレアおよびゴードン・ブ
ラウン前政権が進めていた「国民ID（認証
番号）カード」制度について、情報コミッシ
ョナーは構想段階において、同制度には重大
なプライバシー侵害の可能性があるという懸
念を公式に表明した。その後ICOのスタッフ
は、国民IDカード制度の検討に関する作業
部会に参加している。このようにICOは、行

表1　先進諸外国における個人情報保護を目的とした第三者機関の概要

EU構成国

英国 フランス ドイツ 米国

第三者機関 情報コミッショナー
（ I n f o r m a t i o n 
Commissioner） お よ
びその事務局（ICO）

情報処理および自由に関する国家
委員会（CNIL）

データ保護監察官およびそ
の事務局
※連邦制のため、連邦レベ
ルは連邦データ保護監察
官が、州レベルは州デー
タ保護監察官が監督

連邦取引委員会（FTC）
※米国には、個人情報全
般を所轄する統一的な第
三者機関は存在しない。
FTCの消費者保護局が消
費者保護を任務とする

長の選任など 公募後に政府が候補者
を選出し、議会承認を
経て、女王の裁可を受
ける

委員会は次の17人で構成される
● 上院・下院議員各2人
● 経済・社会評議会の委員2人
● コンセイユ・デタ（国務院）の
現職または元裁判官2人

● 破毀院の現職または元裁判官2人
● 会計院の現職または元裁判官2人
● 有識者5人

連邦データ保護監察官は、
政府の提案に基づき、議会
によって選出され、連邦大
統領によって任命される

5人の委員によって統括さ
れており、これらの委員は
上院の承認を経て、大統領
によって指名・任命される

組織体制 コミッショナー 1人
事務局職員350人

委員17人
事務局職員120人

連邦レベル
データ保護監察官1人
事務局職員70人

委員5人
FTC全体で1100人。個人情
報保護を担う消費者保護局
は、このうち数百人

任務・権限 ● 監査（中央政府のみ
事前通告による立ち
入り検査が可能）

● 苦情処理
● 立法、新規事業への
意見表明

● 普及啓発・教育
● 国際協調など

● 監査（立ち入り検査が可能）
● 義務違反行為に対する制裁
● 苦情処理
● 違法行為についての告発
● 調査および物件収集
● 政府および民間団体への助言
● 国際協調など

● 監察（立ち入り検査が可
能）

● 苦情処理
● 立法への意見表明
● 普及啓発・教育
● 国際協調など

● 法律の執行（不正な商業
行為を禁止する）

● 苦情処理
● 企業と消費者への教育な
ど
※上記は消費者保護局の任
務

個人情報保護以
外の監督分野

情報公開
電子商取引

情報公開 情報公開 消費者保護にかかわる事項
ほか

出所）内閣府「諸外国等における個人情報保護制度の実態調査に関する検討委員会・報告書」（2009年3月）、英国現地調査結果、各機関のWebサイト情報をも
とに作成
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政機関から独立した専門機関として、番号制
度をはじめとする国民の個人情報に関する施
策形成に関与している。

2	 フランス
民間部門および公的部門における個人情報

保護の運用を監督する機関として、フランス
では1978年から、「情報処理および自由に関
する国家委員会（CNIL）」が、データ保護に
関する法律に基づいて設置されている。この
CNILは、上院・下院の議員、裁判官、有識
者など17人で構成される「独立行政委員会」
として位置づけられている。法律で「その権
限の行使にあっては、委員会の委員は他のい
かなる権力機関の指示も受けない」とされ、
高い独立性が担保されている。CNILの監督
分野は、個人情報保護に加え、行政機関の情
報公開も対象とする。

CNILの事務局は、専門知識と経験を備え
た120人のスタッフで構成され、業容拡大と
ともにスタッフ数および予算は増加傾向にあ
る。CNILには立ち入り検査をしたり違反行
為を直接罰したりできる強力な権限が与えら
れている。

3	 ドイツ
ドイツでは1977年から、民間部門および公

的部門における個人情報保護の運用を監督す
る機関として「データ保護監察官」が、デー
タ保護に関する法律に基づいて設置されてい
る。ドイツは連邦制を取っていることから、
連邦レベルでは「連邦データ保護監察官」
が、また州レベルでは「州データ保護監察
官」がそれぞれ設置されている。以下では、
主に連邦データ保護監察官について述べる。

連邦データ保護監察官は、行政機構上は内
務省のもとに位置づけられているが、「連邦
データ保護法」に基づき、議会によって選出
される。さらに、「独立して職権を行い、こ
の法律にのみ従う」と規定されて独立性が確
保されている。また、連邦データ保護監察官
は、情報公開制度を監督する「連邦情報自由
監察官」も兼務しており、事務局は専門知識
を有するスタッフを中心に70人で構成され
る。

同事務局には、国民からの個人情報保護に
関する苦情が、電子メールによる照会も含め
て年間3000件程度寄せられている注13。近年、
苦情件数は増加しており、スタッフ数は不足
ぎみである。連邦データ保護監察官事務局の
監察官以外の職員は、毎年約30カ所の連邦官
庁のデータ保護状況の監察を行っている注14。

番号制度に関連して、連邦データ保護監察
官が立法府へ意見表明した事例としては、

「住民登録法大綱法」への関与注15がある。ド
イツには、わが国の住民基本台帳に類似する
仕組みとして住民登録簿がある。2001年、ド
イツにおける電子政府推進の一環として、同
登録簿を活用するために法が改正されること
になった。その際、連邦データ保護監察官
は、複数の住民登録簿を統合したデータベー
スの構築は、国民の自己情報コントロール権
が侵害されるとして反対意見を表明した。結
果的に、この意見は法改正時に部分的に取り
入れられただけであったが、第三者機関の独
立性を示した端的な事例といえよう。

4	 米国
民間分野において、米国では一般法として

の個人情報保護法は制定されていない。金融
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や医療などの分野別に制定された個別法で個
人情報の取り扱いが規定されており、各分野
を所管する官庁が、関係する事業者を監督し
ている。所管分野を官庁が監督するという点
ではわが国の仕組みと類似しているが、消費
者保護という枠組みにおいては、連邦取引委
員 会（Federal Trade Commission：FTC）
消費者保護局が、個人情報保護を任務とする
第三者機関の機能を担っている点が大きく異
なっている。FTCの消費者保護局の権限は
大きく、個人情報の不適切な取り扱いをした
事業者に対して是正勧告をしたり、場合によ
っては民事制裁金を科したりすることもあ
る。

公的分野では、1974年に制定された「プラ
イバシー法」で、行政機関におけるプライバ
シーの基礎的な取り扱いが規定されている。
ほかにも、「電子政府法」や「連邦情報セキ
ュ リ テ ィ 管 理 法（Federal Information 

Security Manage-ment Act：FISMA）」によ
って、個人情報の取り扱いが規定されてい
る。連邦政府全体で個人情報保護を監督する
機関はなく、実質的に各官庁の自主的な取り
組みに委ねられている。

5	 わが国への示唆
以上のとおり、EU構成国である英国、フ

ランス、ドイツでは、個人情報保護を目的と
した第三者機関が設置され、民間事業者や行
政機関に対して監査権限を行使したり、苦情
相談に応じたりして国民の個人情報保護に大
きな役割を果たしている（図３）。しかし第
三者機関の法的位置づけや権限は一様ではな
く、各国の行政機構などに応じて相違があ
る。

英国では半官半民という位置づけの１人の
コミッショナーが全権を負うのに対して、フ
ランスは政治家や裁判官を含む委員会方式で

図3　英国、フランス、ドイツ、米国と日本における個人情報保護体制（第三者機関の有無や監督部門との関係
　　 など）

第三者機関

民間部門 公的部門

民間部門 公的部門
民間部門 公的部門

データ保護法

日本

主務大臣注2

米国

第三者機関注1

個別法（特別法）

監督機関はない
各官庁の自主的取り組みによる

監督機関はない
各府省の自主的
取り組みによる

注 1）米国は、連邦取引委員会（FTC）消費者保護局が第三者機関の機能を果たしている
　 2）各主務大臣が所管する分野ごとに事業者を監督している

英国、フランス、ドイツをはじめとするEU構成国

プライバシー法

個人情報保護法
行政機関・独立行政機関
個人情報保護法、
個人情報保護条例
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ある。ドイツではデータ保護監察官が、連邦
レベル・州レベルで設置され、その身分は行
政機構に属している。

重要なのはいずれの場合も第三者機関が行
政機構から独立しており、かつ事務局として
専門性の高いスタッフを多数抱えて任務に当
たっているということである。わが国もこの
ような第三者機関を設置するのであれば、行
政機構や個人情報保護法制との調和を図りつ
つ、政治・行政機関からの独立性の担保や専
門性の高い職員の確保を重視すべきである。

米国は、民間部門や公的部門全体を統括す
る第三者機関はなく、この点ではわが国と類
似している。しかし、消費者保護という枠組
みのなかで、FTC消費者保護局が民間事業
者の監督や国民からの苦情処理に応じてお
り、第三者機関の役割を部分的に果たしてい
るといえる。国民への窓口が事業分野別に分
散しているわが国では、FTC消費者保護局
のような形で消費者窓口を一元化することは
有効な手段の一つと考えられる。

Ⅲ	 個人情報保護のための
	 第三者機関のあり方

個人情報保護を目的とする第三者機関を考
える場合、自己情報コントロール権を保障
し、特に社会保障・税の番号制度において行
政機関と民間事業者の番号利用を適正化でき
る機関の設置を想定する必要がある。したが
って、以下で検討する第三者機関は、「政治
的・行政的干渉を受けずに活動し、既得権益
の影響を一切受けない特殊な位置づけの行政
機関」と定義する。

第三者機関は、①国民の側に立ち、②国民

からの権利侵害に関する苦情を処理し、③行
政機関などに対する監査や是正勧告を実施
し、④国民の個人情報を侵害する可能性のあ
る立法行為に対しては意見を表明して牽制
し、⑤実効性を伴って権限を行使することが
期待される。

なお、わが国において個人情報保護法は、
すでに施行されて一定期間が経過している
が、第三者機関の設置に際しては、定着しつ
つあるこの仕組みを急激に変化させるより
も、それと調和させながら高度化を図ってい
くほうが、余計な混乱や軋轢を招かず着実に
定着していけると考えられるため、そのよう
なあり方を基調とする。

1	 行政機構上の位置づけと
	 独立性の担保

（1）	 組織の法的性質

第三者機関が期待される役割を果たすに
は、その独立性が高ければ高いほど望まし
く、権限も実効性を伴うべきである。

具体的には、個人情報保護に関する先進諸
外国の第三者機関の国際的・定期的な会合で
ある「データ保護プライバシーコミッショナ
ー国際会議」が2001年９月25日に採択した、

「資格に関する委員会の基準及び規則並びに
認定の原則（02年９月９日改定）」による
と、第三者機関の持つべき要件として、次ペ
ージの表２に示す４点を充足することが求め
られている。

しかし、わが国の既存の行政機構には、こ
の４つの要件を充足するような強い独立性と
権限を有するような機関は存在しない。実
際、国民生活審議会の「個人情報保護に関す
る取りまとめ（意見）」でも、「自主性・独立



56 知的資産創造／2010年10月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

性や、適切な範囲の機能及びその実施の法的
な権限による担保の観点から、我が国の機関
がこの要件を充足することは困難であると考
えられる」と注記されている。長期的には、
新たな行政機関のあり方の枠組みそのものを
模索することが求められるが、そのために
は、慎重で綿密なさらなる国民的議論が必要
である。

そこで、現行の行政機関等の枠組みのなか
で最も独立性が担保できる機関としては、国
家行政組織法第３条に規定されている、いわ
ゆる「３条委員会」の位置づけが最も適当で
ある。３条委員会は、「それ自体として、独
自に国家意思の決定を行い、外部に表示する
機関」とされており、公正取引委員会や国家
公安委員会などが該当する。いずれも「庁」
と同格の独立した行政機関とみなされ、消費
者委員会や社会保障審議会といった同組織法
第８条で規定されている「８条委員会」より
も独立性が高い。

（2）	 組織の長の位置づけと選任

第三者機関が高い独立性と強い権限を有す
るためには、第三者機関の長の位置づけ・選
任方法も重要である。選任は、「衆参両議院

の同意を得て、内閣総理大臣が任命するも
の」とすべきである。そうすることで、その
権威と独立性を立法と行政の両者に求めるこ
とができる。

また、長は認証官とし、天皇により認証さ
れるものとすることで、その権威・独立性を
一層強くできる。第三者機関の長は名誉と権
限を有し、国民や行政機関などからも一定の
畏敬の念を抱かれるような職でなければ地位
に相応しい人材を得ることができず、組織の
存在感も薄れてしまうことに特に留意が必要
である注16。同じ３条委員会の公正取引委員
会の委員長も認証官とされており、同委員長
とのバランスを取ることも必要であろう。

（3）	 予算の組成と承認

第三者機関の独立性を論じる際には、予算
面からの独立性の担保も重要になる。政治
的・行政的な干渉からいかに独立していて
も、執行できる予算の額や裁量性が小さけれ
ば、組織としての活動は事実上、大きな制約
を受けるからである。

この点は、他の３条委員会と同様の予算の
承認プロセスを経ることになると考えられ
る。組織としては「庁」と同格であることか

表2　個人情報保護のための第三者機関に求められる要件（データ保護プライバシーコミッショナー国際会議
　　  より）

① 適切な法的根拠に基づいて設置された公的機関であること

② 所掌事務の遂行のために適切な水準の自主性・独立性が保証されていること
自主性については、第三者機関が、法的・実務的に、第三者の許可を得ずに適切な措置を講じる権限を付与されて
いることが求められる。独立性については、第三者機関が政治的・行政的干渉を受けずに活動し、既得権益の影響
に耐えることができるために重要である

③ 所掌事務を定めている法律が、データ保護やプライバシーに関する国際的な枠組みに準拠していること

④ 適切な範囲の機能を有しており、その実施が法的な権限により担保されていること
データ保護の第三者機関は、法令順守、監督、調査、救済、指導及び公教育等の分野について、一連の機能を有する。
第三者機関は、助言的な機能を有するだけでなく、法的・行政的な結果を伴う監督権限を有さなければならない

出所）国民生活審議会「個人情報保護に関する取りまとめ（意見）」（2007年）より作成
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ら、第三者機関は独自の予算要求作成権限を
有し、公正取引委員会や国家公安委員会と同
様に内閣府に所属すると考えると、内閣府に
予算案を提出し、内閣府が他の３条委員会の
予算要求と合わせて財務省に予算要求をする
ことになる。

（4） 監督対象の制度

第三者機関が監督対象とする制度について
は、設置の経緯からまずは「社会保障・税の
番号制度における個人情報保護」が対象にな
る。

しかし、この第三者機関は、本来的には国
民の自己情報コントロール権を保障し、国際
的に要求される水準の個人情報・プライバシ
ー保護を推進する存在という位置づけから考
えると、いずれは個人情報保護制度全体を監
督対象とすることが求められる。既存の制度
との調和を、ある程度の時間をかけて着実に
実現すべきである。

EU構成国の第三者機関の例に見られるよ
うに、最終的には個人情報保護と関係が非常
に深い「情報公開」も、監督対象の制度とす
ることも考えられる。

（5） 監督対象の組織

第三者機関が監督対象とする組織について
は、まず「社会保障・税の番号を取り扱う民
間事業者や行政機関等」とすべきである。

具体的には、番号を付番・利用・管理する
行政機関（国税庁や日本年金機構等）に加
え、金融機関や医療機関などの番号の取り扱
いが想定される民間事業者も対象になる。た
とえば金融機関であれば、社会保障・税の番
号を口座情報と紐づけて管理し、金融所得に

関する法定調書に付記して国税庁へ提出する
業務などが考えられる。

なお、長期的には、監督対象組織を、個人
情報を取り扱うすべての民間事業者および行
政機関に広げていくことが望ましい。監督対
象組織が狭く限定されていたのでは役割に見
合った権限行使ができず、国民の自己情報コ
ントロール権の十分な保障が実現できない。
加えて、行政機関か民間事業者かで監督対象
を限定する現行の方式を見直し、欧州などで
は一般的である公的部門および民間部門のい
ずれについても同一の第三者機関で監督する
方式に転換することで、国民の権利保障の一
元化と高度化を図るべきである（図４）。

（6） 組織と事業に対する評価の実施

通常、行政関連の組織・事業に対する評価
は、たとえば評価委員会のような外部機関が
行うのが一般的である。しかし、第三者機関
はその独立性を担保するため、外部機関の評
価に依存するのは望ましくない。そのことか
ら、まず自己評価を徹底的に開示することを
通じて国民や国会から評価を受ける形にすべ
きであろう。

図4　第三者機関の監督対象組織（イメージ）

第三者機関

一部の事業者

公的部門

一部の機関

民間部門

最終的には、個人情報を取
り扱うすべての行政機関・
民間事業者を対象とする

導入当初の対象組織（社会保
障・税の番号を取り扱う民間
事業者、行政機関のみ）
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具体的には、年次報告書の作成や国会での
説明、自主的な政策評価の実施が考えられ
る。その際の報告・評価内容としては、①監
査・査察の件数、②監督対象組織（府省等）、
③プライバシー影響評価（Privacy Impact 
Assessment：PIA）注17の報告数、④苦情処
理件数、⑤提訴件数、⑥国会などに正式な文
書で表明したコメントやアドバイスの内容・
件数──などが考えられる。

2	 組織と予算規模
（1） 委員の構成と求められる専門性

第三者機関を、３条委員会として法的に位
置づけた場合、委員の構成については、公正
取引委員会や国家公安委員会などが参考にな
るが注18、委員長を含めて５人程度で構成さ
れるべきであろう。通常は合議制の機関にな
ると想定されるので、委員の人数を奇数とす
れば、意思決定の際に過半数が明確になる。

委員長については、すでに前節２項で述べ
たとおり認証官とすべきである。他の委員に
ついてもやはり独立性を担保し、第三者機関
の権威を明確にする意味で、国会同意人事

（衆参両院の承認と内閣総理大臣による任命
が必要）とすべきであろう。

委員に求められる専門性には、「法制度」
「IT（情報技術）」「実務知識（企業などで実
際に長く個人情報保護に関与してきた経験）」
などがある。国民の自己情報コントロール権
を保障するという目的からは、「消費者の権
利保護に関与してきた者」が就任することも
期待される。

（2） 職員の身分と雇用方法

第三者機関は「強制的な監査」や「政策立
案」を行う。このため、事務局の職員の身分
は基本的には国家公務員とすべきであろう。

特に「監査」のような業務については、高
い独立性と専門性が求められることから、国
家公務員試験によって選抜する専門職とし
て、プロパー採用をすることが望ましい。た
だし、苦情処理や一般事務処理などの業務
は、準公務員や契約社員などの対応も考えら
れる。

（3） 職員と予算の規模

事務局の職員数は、所掌する業務や権限、
監督対象範囲などを勘案して定めるべきであ
る。第三者機関の設立当初は、監督対象範囲
を社会保障・税の番号制度に関するものに限
ると仮定すると、職員数で20～30人程度、年
間予算額は６～８億円程度が適切であるが、
将来的には個人情報保護全体を監督対象とす
ると、業務量は大きく増大する。前出の諸外
国の事例から類推すると、わが国では職員規
模は200人程度、予算規模は年間40億円程度
と見込まれる注19。

3	 任務と権限
第三者機関は、行政機関や民間事業者に対

図5　第三者機関の任務と権限（関係主体別）

国民

第三者機関 外国政府など民間事業者

公的機関

●苦情、相談、行政不服審査
●普及啓発・教育
●情報公開

●監査
●普及啓発・教育 ●国際協調

●監査
●訴追
●普及啓発・教育
●立法への関与
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する監督を通じて国民の自己情報コントロー
ル権を保障するとともに、この分野で先行す
る諸外国と協調しつつ、わが国の個人情報保
護法制に積極的に関与していくことが求められ
る（図５）。以下、第三者機関の任務と権限を、
①苦情処理、②監査、③立法・新規施策への
関与、④普及啓発・教育、⑤国際協調──の
５つの観点から述べる。

（1）	 苦情処理

第三者機関は、個人情報保護制度への信頼
感を醸成する象徴的な役割として、個人情報
保護にかかわる苦情・相談を一元的に受け付
けて処理する任務を果たすことが重要であ
る。

現行制度下では主務大臣制を採用している
ことから、国民は自らの個人情報が問題ある
取り扱いをされていることに気がついても、
どこにどのように相談すればよいかわからな
い。その相談窓口として第三者機関が一元的
に対処すれば、国民の利便性は大きく向上す
る。また、苦情を処理する過程において当該
関係機関に対して査察をし、是正勧告や提訴
などを必要に応じて行うための権限を付与す
ることで、高い実効性の担保を可能にすべき
である。

（2）	 監査

国民の自己情報コントロール権を保障する
ためには、苦情処理のような事後的な活動に
加え、個人情報を取り扱う行政機関および民
間事業者に対して、第三者機関が自らの発意
によって監査できる権限が必要である。監査
の手法としては以下のものがある。

● 定期的査察

　　行政による個人情報の濫用を牽制する
目的から、相手方の同意に基づき、法定
時期（年間１回程度）に実施する査察

● 申請・苦情に基づく査察
　　国民からの申請・苦情に対応するた

め、相手方の同意に基づき、疑義のある
機関に対して不定期に実施する査察

● 強制査察
　　権利侵害の対象となった国民を救済す

るため、相手方の同意状況に関係なく、
深刻な疑義のある機関に対して不定期か
つ強制的に実施する査察

上述の査察の実施に際しては、第三者機関
に一定の強制力を認め、査察に実効性を持た
せることが必要となる。深刻な疑義のある事
案については、相手方の同意を必要としない
強制査察を実施し、是正勧告や改善命令を発
動できることが望ましい。

また、そうした是正勧告や改善命令でも問
題状況の改善が見られない場合、問題状況に
対する国会での審議を可能にするため、第三
者機関に議案提出権を付与する。加えて、国
会審議を経ても改善が見られない場合には、
第三者機関がさらに裁判所に独自に提訴でき
る権限の付与も求められる。

（3）	 立法・新規施策への関与

行政機関への牽制を強化し、不適切な管
理・利用を未然に防ぐ観点から、個人情報保
護に関連する法令の立法・修正過程に第三者
機関の関与を認めるべきである。

たとえば、社会保障・税の番号制度に関連
した新たな制度の創設が検討される際には、
創設の根拠となる法令のあり方について、第
三者機関がコンサルティングペーパー注20な
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どを通じて意見を自発的に表明することや、
特定の条件を満たす際に法案起草権が認めら
れること、あるいは法案起草にかかわる作業
部会に参画することなどの関与が考えられ
る。

（4）	 普及啓発・教育

個人情報保護および自己情報コントロール
権の保障の確立を推進するためには、国民が
それらを正しく理解することが重要であり、
そのための普及啓発活動は、国民の側に立つ
第三者機関が担うべきである。

個人情報保護法の施行直後には、個人情報
保護に対する過剰反応が全国で生じ、急患発
生時などに患者の情報が医療機関に提供され
ないなどの問題が生じた注21。第三者機関が
中心となって個人情報の利用に関するガイド
ラインの作成、シンポジウムの開催や広報・
宣伝、書籍・パンフレットなどの発行を通
じ、個人情報保護を国民にとって身近な制度
として周知していくことが考えられる。

（5）	 国際協調

日進月歩で進化する情報化社会において個
人情報は、日常的に国境を越えてやりとりさ
れている。国民の個人情報を保護するために
は、国際的な活動も不可欠である。第三者機
関は、データが移転する前述の諸外国でも個
人情報保護が適切になされるよう、各国に働
きかけていくとともに、わが国に流入してく
る個人情報についても適切に取り扱われるこ
とを担保すべきである。

具体的には、第三者機関は、わが国を代表
する個人情報保護を主たる任務とする機関と
して、他国の第三者機関が集う国際会議など

に定期的に参加し、データの国際移転などに
ついて協議することが望ましい。また、他国
の個人情報保護法制の動向や第三者機関の活
動内容について情報収集し、わが国の個人情
報保護法制が国際的基準に合致しない、ない
しは劣後する事項があれば、その改善に向け
た活動を行うことも有益である。

社会保障・税の番号制度は、「民」主導の
国家を形成していくための礎となるべき制度
である。個人にかかわる番号制度を国家が構
築・利用するには、主権者たる国民の権利利
益をまず明確に保証することが重要である。
このために自己情報コントロール権を定め、
同権利を担保する仕組みとして第三者機関を
設置することは、制度の円滑な導入に不可欠
である。わが国の行政機構や個人情報保護制
度と調和する、現実的で効果的な第三者機関
のあり方について、国全体で検討し、着実に
導入・定着を図っていくことが望まれる。

注

1	 IT戦略本部「新たな情報通信技術戦略」（2010
年５月11日）において、「社会保障・税の共通番
号の検討と整合性を図りつつ、個人情報保護を
確保し府省・地方自治体間のデータ連携を可能
とする電子行政の共通基盤として、2013年まで
に国民ID制度を導入する」とされている

2	 総 務 省「『 住 基 ネ ッ ト 』 っ て 何？」（http://
www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/
c-gyousei/daityo/juuki01.html）2010年８月

3	 総務省「住基ネット関連訴訟等の状況」（2009年
１月22日時点）

4	 前川徹「住基ネットの目的と問題点」（国際社会
経済研究所監修、原田泉編『国民ID──導入に
向けた取り組み』NTT出版、2009年）

5	 日本弁護士連合会「住民基本台帳ネットワーク
システムの稼働の延期を求める意見書」2002年
４月20日、日本弁護士連合会『プライバシーが
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	 なくなる日──住基ネットと個人情報保護法』
明石書店、2003年

6	 他の法形式には、公的部門と民間部門を一つの
法律で規律する「オムニバス式」や、特定の分
野ごとに保護措置を講ずる「セクトラル式」が
ある

7	 消費者庁調べ（2008年４月）
8	 個人情報保護条例は、当該地方公共団体に対し

てだけでなく、管内の事業者に対する監督も対
象としているという考え方もある

9	 国の行政機関を対象とする場合、内閣府下の情
報公開・個人情報保護審査会による行政不服審
査を通じた救済の仕組みがある。ただし、同審
査会の位置づけは行政機関であるうえ、非常勤
の委員によって構成されているなど、個人の権
利を擁護する機関としては必ずしも十分ではない

10	 1984年に、データ保護登録局（Data Protection 
Registrar）として発足し、その後に組織改編と
名称変更を繰り返し、2001年から現在の名称と
なった

11	 個人情報を保有する民間事業者は、情報コミッ
ショナーへの届出登録が義務づけられており、
この登録時の手数料が自主財源となっている

12	 最も規模が大きい事件として、2007年に発生し
た、歳入関税局による2500万人分の個人情報が
入った電子媒体の紛失事件がある

13	 藤原静夫「ドイツにおける個人情報保護の実
際」『融合する法律学──筑波大学法科大学院創
設記念・企業法学専攻創設15周年記念（上巻）』
信山社出版、2006年

14	「平成17年度海外比較調査 各国の電子自治体の
推進状況」自治体国際化協会、2006年７月

15	 戸田典子「ドイツの住民登録法大綱法──電子
政府と個人情報保護」『外国の立法224』国立国
会図書館及び立法考査局、2005年

16	 この点、英国では国民IDを監督する職種として
「 国 民IDコ ミ ッ シ ョ ナ ー（National Identity 

	 Scheme Commissioner）」が設置されたが、独
立性や権限が十分なものではなかったため、人
気のある地位ではなかったとされている

17	 PIAとは、新たな政策・施策・事業の実施に伴
う情報システムの導入・改変等がある場合に、
国民のプライバシーに及ぼす影響の程度につい
て、あらかじめ評価をする制度

18	 委員長と委員を合わせた委員数は、公正取引委
員会が５人、国家公安委員会が６人である

19	 なお、３条委員会で同様に検査・監査機能を有
する公正取引委員会は、約800人の人員に対して
予算は年当たり約90億円、会計検査院は約1300
人の人員に対して予算は同約180億円となってい
る

20	 特定のテーマに対する調査などの結果をもと
に、意見・勧告を表明する文書

21	 インターネットウォッチ「個人情報保護法への
『過剰反応』が被害者救済の壁に──国民生活セ
ン タ ー」2005年11月10日、Impress Watch

（http://internet.watch.impress.co.jp/cda/
news/2005/11/10/9797.html）
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日本の専門商社を取り巻く環境変化と
生き残り戦略

C O N T E N T S
Ⅰ　専門商社を取り巻く環境認識
Ⅱ　専門商社の課題
Ⅲ　専門商社の方向性

要約

NAVIGATION & SOLUTION

1	 バブル崩壊を引きずる1990年代中ごろから商社不要論が叫ばれ、鉄鋼、医薬品
卸、食品卸など専門商社の再編が起きた。同様に2008年のリーマン・ショック
を契機に外部環境の劇的な変化による新たな動きが始まっている。

2	 専門商社を取り巻く市場構造の変化として、国内の人口減少や高齢化に伴う日
本市場の縮小、中国など新興国市場の急拡大などが挙げられる。また、販売先
の変化には、日系企業の地盤沈下、グローバル企業・地場企業の躍進などがあ
る。さらに仕入先の変化として、仕入先の再編とそれに伴う仕入先から販売先
への直取引の増加、特約店の絞り込みなども起きている。

3	 これらの外部環境の変化の影響および課題として、国内では、口銭収入の減少
などによる商社ビジネスの採算性の悪化、販売先からの価格引き下げ要求の高
まりによる商社再編圧力が挙げられる。一方、海外においては、さらなる海外
進出はもとより、日系企業以外の販売先の開拓が求められる。

4	 課題を克服するには、まず既存のビジネスモデルを評価して自社のコアを見極
め、「選択」と「集中」を進める。さらにそのコアを基に、①商材拡張、②高
付加価値化、③再編、④海外展開──の４つの方向性を見極める必要がある。
その際の鍵が、「リーダー」「チャレンジャー」「ニッチャー」「フォロアー」と
いった自社の競争ポジションであり、これを国内の成熟市場、海外の成長市場
で分けて捉えたうえで、全社的な視点から自社の戦略転換を考えていく。

沓掛  毅 佐藤あい 中川隆之
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Ⅰ	 専門商社を取り巻く環境認識

鉄鋼、医薬品卸、食品卸など、特定分野の
商材を専門に扱う日本の専門商社を取り巻く
環境は、①市場構造、②販売先、③仕入先
で、以下のように大きく変化している。
①市場構造の変化

● 国内市場の縮小と新興国市場の急拡大
● 急速なコモディティ（一般品）化の進展
● 円高による為替リスクの拡大
②販売先の変化

● 日系企業の地盤沈下
● グローバル企業と地場企業の躍進
● 日系企業の現地調達の推進
③仕入先の変化

● 仕入先の再編
● 直販化の推進
● 特約店の絞り込み
● 現地サプライヤー（部品製造業者）の台頭
これらの変化により、従来の単純な商事ビ

ジネスは、じり貧、または成立しなくなって
きている。

1	 市場構造の変化
人口減少や高齢化による日本の国内市場の

衰退は、2008年のリーマン・ショックによっ
てさらに加速した。一方、海外市場は新興国
を中心に、爆発的な伸びが予想されている。
特にアジアの進展は目覚ましく、2025年に
は、04年の３倍の製造生産額を誇り、世界の
工場となる（図１）。とりわけ中国は、その
なかでも53％を占めるようになると予想され
る（日本は16％）。これを受け、製造業の生
産における主戦場は新興国へと移行していく
だろう。

また、薄型テレビやパソコンに象徴される
ように、大量生産・大量販売による製品の大
幅な価格下落が起こっており、完成品から部
品・部材まで、多くの商品のコモディティ化
が急速に進んでいる。さらに、急激な円高の
進展など為替リスクも高まっている。

2	 販売先の変化
現在の電機メーカーが象徴するように、韓

国・台湾などの競合企業と比較すると、専門

図1　2004年および25年の地域別製造業生産額

出所）GTAP（Global Trade Analysis Project）7 Databaseなど各種資料より作成
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商社最大の顧客である日系企業の地盤沈下が
著しい。日本のお家芸であったカーナビゲー
ション、テレビ、ステレオなども例外ではな
く、海外勢に侵食されている（図２）。

一方、サムスン電子をはじめとするグロー

バル企業の躍進はとどまるところを知らず、
さらに、中国など新興国の地場企業の勃興な
ど、新たな競合も参入してきている。

日系企業を主要顧客とした現状のビジネス
展開による専門商社の成長に、このままでは
限界が見え始めているといえる。

3	 仕入先の変化
国内では、エレクトロニクス、化学、機

械、電子材料、建材などの市場の成熟が顕著
である。このため、特にこれらに属す製造業
は、生き残りをかけて再編・集約に進む動き
が見られる。たとえば半導体では、NECエ
レクトロニクスとルネサス テクノロジの合
併（ルネサス エレクトロニクス）があり、
建材・住宅設備では、住生活グループ、
YKK-TOTO連合、パナソニックグループの
３グループが形成されてきている。

また、海外を見ると、ゼネラル・エレクト
リック（GE）やシーメンス（Siemens）、フ

図2　2008年の日系企業（セットメーカー）の生産額シェア

出所）「電子情報産業の世界生産見通し」2008年12月（電子情報技術産業協会〈JEITA〉）
より作成
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表1　シーメンスによる医療分野の買収

出所）各社アニュアルレポートなどをもとに野村総合研究所推計
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ィリップス（Philips）などの欧米企業は、自
社の経営資源を投資対効果で割り振り、事業
ポートフォリオを頻繁に組み替えており、コ
ア領域と定めた分野においては急激な買収を
繰り返している。たとえばシーメンスは2006
年以降、総額約170億ドルをかけて医療分野
の買収を積極的に仕掛けている（表１）。

また、中国、韓国、台湾などの現地サプラ
イヤーの台頭も著しく、先進国メーカーの現
地調達化に伴い、彼らのプレゼンス（存在
感）は向上していくと見られる。

Ⅱ 専門商社の課題

前章で述べた外部環境の変化を受けて、日
本の専門商社には、

①コスト削減、商権譲渡・移管要請と与信
リスクの拡大

②再編圧力の高まり
③海外進出・拡大

──の課題が突きつけられている。

1	 コスト削減、商権解消の要請と
	 与信リスクの拡大

競争の激化による仕入先からの口銭料圧
縮、販売先の日系企業の地盤沈下による価格
引き下げ圧力などコスト削減の要請、仕入先
の再編に伴う直販化の推進、特約店の絞り込
みによる商権の譲渡が求められている。ま
た、従来からの市場成熟化と先ごろの金融危
機のあおりを受け、一部のエンドユーザーで
ある中小企業の倒産数が急激に増加し、二次
商社経由の収益が大幅に減少している。さら
に、すでにじり貧化が始まっている二次商
社・三次商社の与信リスクも増大している

（図３）。

2	 再編圧力の高まり
上述の販売先からの価格引き下げ圧力や仕

図3　一般的な流通の業界構造と変化

仕入先

一次商社

二次商社

三次商社

販売先
日系中小企業

販売先　
日系中堅・大手企業

取り扱い量減少・
与信リスク拡大

じり貧化

じり貧化

顧客数・調達量の
急激な減少

調達量減少

口銭料圧縮・
商権譲渡

表1　シーメンスによる医療分野の買収

出所）各社アニュアルレポートなどをもとに野村総合研究所推計

売り上げ

（億ドル）（シェア：％）

全体 315.17 100

ロシュ・ダイアグノスティックス 71.77 23

アボット・ダイアグノスティクス 39.79 13

オーソ・クリニカル・ダイアグノス
ティクス、ライフスキャン（ジョン
ソン・エンド・ジョンソングループ）

35.62 11

シーメンスヘルスケア 25.15 8

ベックマン・コールター 17.70 6

ベクトン・ディッキンソン 17.55 6

デイドベーリング 17.39 6

ビオメリュー 13.69 4

バイエル 10.18 3

その他 66.33 21

売り上げ

（億ドル）（シェア：％）

全体 315.17 100

ロシュ・ダイアグノスティックス 71.77 23

アボット・ダイアグノスティクス 39.79 13

オーソ・クリニカル・ダイアグノス
ティクス、ライフスキャン（ジョン
ソン・エンド・ジョンソングループ）

35.62 11

バイエル 30.84 10

ベックマン・コールター 17.70 6

ベクトン・ディッキンソン 17.55 6

デイドベーリング 17.39 6

ビオメリュー 13.69 4

シーメンスヘルスケア 4.49 1

その他 66.33 21

売り上げ

（億ドル）（シェア：％）

全体 315.17 100

ロシュ・ダイアグノスティックス 71.77 23

シーメンスヘルスケア 42.54 13

アボット・ダイアグノスティクス 39.79 13

オーソ・クリニカル・ダイアグノス
ティクス、ライフスキャン（ジョン
ソン・エンド・ジョンソングループ）

35.62 11

ベックマン・コールター 17.70 6

ベクトン・ディッキンソン 17.55 6

ビオメリュー 13.69 4

バイエル 10.18 3

その他 66.33 21

DPC（ダイアグノスティック・プロダクツ）買収 バイエル・ダイアグノスティクス部門買収 デイド・ベーリング買収



66 知的資産創造／2010年10月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

入先の再編、直販化の推進、商権譲渡、特約
店の絞り込みなどにより、1990年代に起きた
ような専門商社再編（表２）が、当時巻き込
まれなった業界にも起こりつつある。過去の
鉄鋼商社の事例に象徴されるように、業界再
編は、一度火がつくと一気に進む可能性があ
り（鉄鋼商社は実質４年で再編）、この動き
に乗り遅れた企業は、急速に収益を落とすリ
スクを抱えることになる。

3	 海外進出・拡大
一方、市場の主戦場の新興国への移行、日

系企業の地盤沈下、グローバル企業・地場企
業の躍進から、海外進出・拡大を図る必要が
ある。

これは、従来の主要取引先である日系企業
の生産拠点が新興国に進出することへの対応
だけでなく、新興国での日系企業の現地調達
化への対応、日系企業以外の成長顧客の獲得
を主要な目的とする。このため新興国での専
門商社の活動は、仕入先としての地場企業と
の取引関係の構築と、販売先としての地場企
業との取引関係の構築の２つが求められる。

Ⅲ	 専門商社の方向性

上述の課題を克服するためには、①打ち手
の方向性を探り、②自社のコアを正しく見極

める必要がある。その際、自社の競争ポジシ
ョンを成熟市場である国内、および成長市場
である海外とに分けて捉える（図４）。

1	 方向性の観点
既存の商社ビジネスモデルは崩壊寸前であ

り、生き残りを図るためには事業領域を変え
ることが喫緊の課題となっている。そのため
の方向性は大きく、①商材拡張、②高付加価
値化、③再編、④海外展開の４つが考えられ
る。

①商材拡張
　　豊富な品揃えによる顧客囲い込みなど
②高付加価値化
　　メーカー機能の獲得、システムインテ

グレート、オペレーション＆メンテナン
ス等、川上・川下の取り込みや、物流な
どIT（情報技術）をてことした徹底的
な効率化など

③再編
　　規模の拡大、業務の効率化など
④海外展開
　　地場企業への販売、海外仕入先の確保

など

2	 コアの見極め
方向性を決める前に、既存のビジネスモデ

ルを評価して自社のコアを見極め、「選択」

表2　過去の専門商社再編

再編の引き金 川中（専門商社）への影響

川上（仕入先） 川下（販売先）

鉄鋼商社 JFEホールディングス
の誕生
2大陣営化

「ゴーン・ショック」
強烈な価格引き下げ圧
力

総合商社11社⇒4社に集約
メーカー系商社4社⇒3社

医薬品卸  製薬会社の再編 医療費引き下げ圧力 270社以上存在していた医薬品卸は、上位が4グルー
プに集約（全体で100社前後に）

食品卸  特に変化なし 大手小売業からの価格
引き下げ圧力

売上高1000億円以上の企業が25社存在。上位企業群
は3グループに集約
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と「集中」を進める必要がある。
既存ビジネスモデルの評価の視点は次の４

つが挙げられる。
①販売先の視点
　　販売先別売上額・利益額、リスク、取

り扱い商材など
②仕入先の視点
　　仕入先別仕入金額、扱い商材など
③商材の視点
　　商材別売上規模・利益額など
④経営資源の視点
　　商材の目利きができる人材、ユーザー

ネットワークを持つ人材、付加価値（技
術）を付けられる人材、および工場等の
設備など

これらから、コアの販売先・仕入先・商
材・経営資源を見極める。

3	 方向性を決める自社の競争
	 ポジションとその定石

方向性を決めるに当たっては、自社の競争
ポジションを、①リーダー、②チャレンジャ
ー、③ニッチャー、④フォロアーの４つに分
けて考える。

①リーダー
　　市場においてナンバーワンのシェアを

持つ
②チャレンジャー
　　リーダーに次ぐシェアを保持し、リー

ダーに競争を仕掛ける
③ニッチャー
　　小さいながらも特定の市場で、独自の

地位と高利益率を維持している
④フォロアー
　　リーダーやチャレンジャーの戦略を模

倣し同分野に参入しているものの、シェ
アは小さい

これら４つの競争ポジションを規模と収益
率とで分けると図５のようになる。

この曲線は「フライフィッシング・カー
ブ」と呼ばれ、市場が成熟し、業界構造が安
定すると、ほぼすべての業界がこのカーブに
当てはまる。逆に、フライフィッシング・カ
ーブに当てはまらない業界は、いまだに成熟
しておらず構造も不安定であるため、今後、
再編などの可能性も考えられる。

商社全体を実際に当てはめてみると次ペー
ジの図６のとおりになる。しかし、商社のな
かでは現在、専門別のすみ分けが進行中で、

図4　自社の競争ポジションと市場とで捉える方向性の考え方
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図5　一般的な４つの競争ポジションと規模・収益率の関係
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詳細に見るとフライフィッシング・カーブが
形成されていない業界もある。たとえば、エ
レクトロニクス商社、医療機器卸などが挙げ
られ、今後、再編が起こる可能性がある。

このような分析を通して自社の競争ポジシ
ョンを探る必要がある。そのうえで取るべき
ポジション別戦略の定石を紹介する。

①リーダー
　　ブランド向上やビジネスモデル変革な

どの差別化戦略を進めると同時に、他社
が打ち出す戦略を豊富な資金で同質化す
る（模倣して他社と区別しにくくする）。
また、自らは低価格戦略に入り込まず、
コストダウンを図るにとどめる。新規市

図7　従来戦略と飛躍戦略
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事業投資 調達・
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図6　商社全体の売上高と売上高営業利益率
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場（海外）への展開も積極的に進める
②チャレンジャー
　　最初に、自社より低シェア企業の伸長

を防ぐ。さらにはリーダーに対する差別
化戦略を強化する意味で、特定のセグメ
ント（顧客層）の取り込みに注力し、実
力を蓄えたうえでリーダーに挑戦する

③ニッチャー
　　フォロワーのような他社の模倣ではな

く、市場のなかにニッチな「くぼみ」
「すき間」を見出して、その特殊市場に
おいて自らが圧倒的な地位を築く

④フォロアー
　　リーダー企業を模倣し、安価重視の顧

客層をターゲットにする。あるいはリー
ダーの傘下に入るか撤退を選択する

4	 国内成熟市場戦略の定石
国内のように成熟した市場における戦い方

は４通りある。
①徹底抗戦戦略
　　大規模な事業再編を行い、事業領域を

戦える分野に限定し、命尽きるまで徹底

的に戦う
②収穫戦略
　　設備投資をせずに、利益の刈り取りを

優先する
③撤退戦略
　　市場回復が見込まれない場合は撤退す

る
④飛躍戦略
　　自社のビジネスモデルを変革させ、儲

かる仕組みを自らつくり込んでいく
飛躍戦略では、業界全体での最適化が必要

となり、同業ならびに川下企業との連携など
外部との連携が重要となる（図７右）。

飛躍戦略の視点例としては、①自社のビジ
ネス範囲をバリューチェーン（価値連鎖）の
視点で組み直す、②競合とのアライアンス

（業界構造変革）、③仕入先買収による川上展
開、④他社商材（補完品）とのアライアン
ス、⑤販売先買収などによる川下展開、⑥顧
客にとっての代替品とのアライアンスによる
川下展開、⑦顧客の購買機能代行（内製化）
──などが挙げられる。

また、川上投資では商品の目利きが必要と

図8　海外展開ステップ

（日系企業と関係なく、
世界中で取引）

①日系企業追随
（仕入れ、販売）

（仕入先として、現地企業
と取引）

（販売先として、現地ユー
ザー企業と取引）

④世界取引

③現地ユーザー企業の開拓

②現地製品の輸入

キーワードは、
「日本販路の紹介」

キーワードは、
「与信リスク管理」
「技術紹介」
「資金提供」



70 知的資産創造／2010年10月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

なり、川下投資では資本力がより重要とな
る。

5	 海外成長市場戦略の定石
海外のような成長市場では、確実にかつ迅

速に事業を展開していく必要がある。展開の
ステップは以下のとおりとなる（前ページの
図８）。

①日系企業追随
　　仕入先・販売先の海外展開に伴い、自

社も追随する。昨今は、コスト削減のた
め、新興国で一から調達を始める販売先
も多い

②現地製品の輸入
　　現地の仕入先を開拓し、日本に輸入す

る。その際のキーワードは「日本販路の
紹介」となる

③現地ユーザー企業の開拓
　　現地の販売先を開拓し、仕入れた製品

を販売する。その際のキーワードは、
「与信リスク管理」「技術紹介」「資金提
供」となる

④世界取引

　　日系企業とかかわりなく、世界中で取
引を実施する

新興国に事業展開するに当たり、最も困難
なのが販売先の与信リスク管理である。中国
など新興国の企業に対しては、地場企業との
提携・買収により、在庫リスク、資金回収リ
スクを減らす必要がある。

6	 専門商社の立ち位置と
	 取るべき方向性

以上をもとに専門商社の戦略をまとめる
と、国内の競争ポジションによって採用でき
る戦略は表３のとおりとなる。

リーダーは、ビジネスモデルの変革、海外
展開など最も採用できる選択肢が多い。現時
点では、成熟している国内市場より、成長し
ている海外市場に出るのが定石と考えられ
る。チャレンジャーは、リーダー企業の従来
の強みを弱めるように、さらなる再編を仕掛
けていく必要がある。ニッチャーは、自社の
強い領域においてさらに高付加価値化を進め
るとともに、海外を目指す。最後にフォロア
ーは、自社の競争ポジションを再度見つめ、

表3　国内の競争ポジションと方向性

国内の競争ポジ
ション

戦略シナリオ（仮説） 方向性の観点

国内成熟市場 海外成長市場

商材拡張 高付加価値化 再編 海外

リーダー リーダーの地位を守るため、国内では、自ら再編を図り、
安定規模を確保するとともに、成長を求めて海外にシフト
する

○ ○ ○ ◎

チャレンジャー リーダーを目指すため、二次・三次商社を取り込みながら、
業界再編を企て、リーダーとしての売り上げを確保する △ ─ ◎ ○

ニッチャー 顧客、仕入先ニーズの収集に全力を尽くし、隙間領域を見
つけ、ニッチの集合体として成長する ─ ◎ △ ○

フォロアー 付加価値の原石を持っている場合、ニッチを目指す。それ
以外の場合、リーダーとなりうる有望企業の傘下に入るか、
撤退する

─ ─ ○ ─
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リーダーの傘下に入るか、撤退を検討する必
要がある。

なお、複数の商品群を扱っている専門商社
においては、商品群がそれぞれ上述のどのポ
ジションにあるかを考慮したうえで、全社と
しての戦略を決定することが求められる。

日本の国内市場が縮小するなかで、専門商
社は、事業領域ならびに戦略転換の岐路に立
たされている。専門商社は、過去に日本の製
造業のモノづくりを支えてきた。筆者らは、
日本の製造業が、今後、国内での構造変革お
よび海外展開にシフトしていくなかにあっ
て、専門商社がこれらの動きと連携し、戦略
転換を図ることによってさらなる飛躍につな
がることを願っている。
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10兆円を目指す「G空間」市場の
展望と課題
「地理空間情報」のオー プンデータ化に向けて

C O N T E N T S
Ⅰ　「イチゲー」「AR」……そして「Ｇ空間」という新しい市場の登場
Ⅱ　Ｇ空間という言葉はどこから現れたのか
Ⅲ　10兆円市場を目指すＧ空間市場
Ⅳ　地理空間情報を支えるソフトウェアのオープンソース化
Ⅴ　「地図は本当に無料」なのか──オープンデータに向けての課題

要約

NAVIGATION & SOLUTION

1	 近年、位置情報を軸としたさまざまな新しいサービスが登場しつつある。この
ようなサービスを指す言葉として、「Ｇ空間」が使われるようになっている。

2	 このＧ空間という言葉は、地理空間情報活用推進基本法が成立した2007年ごろ
から使われるようになり、新たな市場を創出する分野として、官民から高い期
待が寄せられている。実際、2015年ごろには10兆円程度の市場になることが
期待されている。

3	 Ｇ空間を支える各種の環境のうち、ハードウェアやインフラ、そしてソフトウ
ェアの領域においては環境の整備が進んでいる。2010年９月には、準天頂衛星
初号機「みちびき」が打ち上げられた。また、FOSS4Gと呼ばれるオープンソ
ースで提供される地理情報システム用ソフトウェアの機能向上や普及が進んで
いる。これによって、Ｇ空間市場には新たなプレーヤーの参入が期待できる。

4	 Ｇ空間市場にとって、地図は今後も重要な存在となり続ける。地図はさまざま
な情報の二次利用によって整備されているため、知的財産など多様な課題が存
在している。そのような課題を解決するためにオープンデータなど、地図整備
のあり方について幅広い議論が必要になる。

丸田哲也 植村哲士 高野裕康
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Ⅰ	「イチゲー」「AR」……そして
	 「Ｇ空間」という新しい市場の
	 登場

「イチゲー」という言葉をご存じであろう
か。一般には聞き慣れない言葉であるが、最
も浸透しているのは、意外にも出張が多いサ
ラリーマンであるといわれている。これは、
GPS（全地球測位システム）機能を活用した
携帯電話端末向けのゲームサービスを指す。
すなわち、「位置」に関係する携帯ゲームの
略称としてイチゲーと呼ばれているのであ
る。

このイチゲーは、コンピュータ上のバーチ
ャル（仮想的）な世界と現実世界の位置情報
とを結びつけるという、今までにはない特徴
を持っているためか、主なユーザーは、携帯
ゲームのような中高校生ではなく、冒頭で述
べたようなサラリーマンなど、実社会で忙し
く活動している人々なのであるという。ま

た、このイチゲーのサービスは、たとえば日
本全国の老舗と連携することでその地域の集
客力を向上させるなど、地域の活性化にも寄
与するものとして注目されつつある（図１）。

バーチャルな世界と現実世界を結びつける
サービスや技術としては、拡張現実（AR）
も忘れてはならないだろう。近年では、スマ
ートフォンと呼ばれる多機能携帯電話端末の
アプリケーションソフトとして複数のサービ
スが登場しつつある。登場したばかりのころ
は有望な活用シーンがなかなか見つからない
という課題があったため、当初の熱気は沈静
化してしまったものの、最近では、地域の観
光情報やバリアフリー情報の提供、あるいは
家具の設置イメージを表現する手段にも利用
されるなど、実用的な用例も出現している。
業務用アプリケーションソフトにも取り入れ
られることによって、今後は重要な技術とな
るだろう（次ページの図２）。

イチゲーやARといったコンピュータと現

図1　「イチゲー」と実際の地域資源を結びつけた例（コロプラと菊正宗酒造がタイアップし、菊正宗酒造記念
　　  館への来館を促す試み）

出所）コロプラWebサイト（http://colopl.jp/）
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実世界を結びつける試みやサービスを指す言
葉として、「Ｇ空間」も使われるようになっ
てきている。これはイチゲーやAR以上に聞
き慣れないと思われるが、高い成長性を持つ
市場を表す言葉として、2010年夏の参議院議
員選挙で自由民主党のマニフェスト（政権公
約）にも掲載されるなど、徐々に注目が集ま
りつつある。

本稿では、このＧ空間が生み出す市場の内
容と、今後それを支えるであろうオープンソ
ースをはじめとする各種ソフトウェア技術、
そしてそのG空間市場が拡大するための課題
を概観し、整理する。

Ⅱ	 Ｇ空間という言葉はどこから
	 現れたのか

そもそも、「Ｇ」とは何を示しているので
あろうか。イチゲーとの関連性から考えれ

ば、「位置」に関係する各種サービスや技術
とのかかわりがあることは想像できる。Ｇ空
間のＧとはすなわち「Geospatial」を指し、

「地理」を意味する。Ｇ空間（地理空間）は
2007年５月、「地理空間情報活用推進基本
法」が成立したころから知られるようになっ
た。本章ではまず、Ｇ空間という言葉が生ま
れた同基本法の成立から、普及の兆しを見せ
る現在までを概観したい。それを知ると、Ｇ
空間が多分に政策的な動きのなかで生み出さ
れた言葉であることがわかる。

上述のように2007年５月に成立した地理空
間情報活用推進基本法は、同年８月に施行さ
れた。議員立法である同基本法は、それまで
政府が進めてきた地理情報の活用推進に関す
る方策、具体的には地理情報システム（GIS）
と呼ばれる情報システムの導入と、準天頂衛
星（後述）をはじめとする衛星測位の活用の
２つを統合し、「地理空間情報の活用の推進

図2　拡張現実（AR）と実際の地域資源を結びつけた例

出所）佐賀市佐賀城下ひなまつりWebサイト（http://hina.sagabai.com/）よりNRI加筆

ひなまつり会場を含む市内中心部
200カ所に「観光情報エアタグ」を
常設し、佐賀市の「食」「歴史」「店舗」
「地元情報」など、観光客に向けて
iPhoneのARアプリケーションであ
るセカイカメラを用いた観光情報を
提供

「iPhone（アイフォーン）」向けAR
アプリケーション「セカイカメラ」
を用いて、佐賀市ひなまつりでの観
光情報を提供した例
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に関する施策を総合的かつ計画的に推進する
ことを目的（同基本法第一条）」とする。こ
こでいう「地理空間情報」注1とは、従来の
地図という枠組みを超えて、位置にかかわる
あらゆる情報を法律の範囲とするという意味
である。

同基本法が成立した翌2008年４月、国が展
開すべき地理空間情報の活用を促進する施策
の基本方針を定めた「地理空間情報活用推進
基本計画」が閣議決定された。この基本計画
を受けて各省庁は地理空間情報の活用に向け
たさまざまな取り組みを展開した。そのなか
の一つに、経済産業省が2008年７月に公表し
た「地理空間情報に関する政策パッケージ」
がある。この通称名は「Ｇ空間プロジェク
ト」といい、ここで初めてＧ空間という言葉
が登場した。

その後、政府は2008年８月に「地理空間情
報の活用推進に関する行動計画」と呼ばれる
地理空間情報の活用促進に向けた施策集を公
表している。この計画も通称「Ｇ空間行動プ
ラン」と呼ばれているように、このころか
ら、地理空間情報の活用推進を表す政府の表
記にＧ空間が使われるようになっている。

さらに、政府を含む産・学・官の連携プロ
ジェクトとして「Ｇ空間EXPO注2」が2010年
９月に開催されており、本EXPOは、地理空
間情報の関連業界の国際見本市（Exposition）
という枠組みを超えて、Ｇ空間が示す新たな
世界像（新しい経済社会のあり方）を、国民
一般に広く提示することを目的としていた。
前述のように自由民主党の新しいマニフェス
トにもＧ空間が盛り込まれており、新しい市
場創出に寄与する分野として、政・官ともに
Ｇ空間に高い期待を寄せていると考えられ

る。

Ⅲ	 10兆円市場を目指すＧ空間市場

政・官ともに拡大を目指すＧ空間が生み出
すのはどのような市場なのであろうか。それ
を明らかにするために本稿は、経済産業省が
Ｇ空間プロジェクトを策定するために2008年
７月に発表した地理空間情報活用推進研究会

「地理空間情報サービス産業の将来ビジョン
──便利で、楽しく、分りやすい地理空間情
報の実現に向けて」（以下、研究会報告書）
の内容を紹介したい。同研究会は、地理空間
情報活用推進基本法に基づくＧ空間市場拡
大・創出の可能性の検討を目的に設置された
ものである。そうした市場は一般的に「地理
空間情報サービス市場」と呼ばれているが、
これまで本稿が用いている「Ｇ空間市場」と
呼び直すことも可能であろう。その全体像を
次ページの図３に示した。ここでは、

①位置情報把握技術を搭載した機器やネッ
トワークに関するデバイス層、ネットワ
ーク層

②汎用的な地理空間情報を提供する基盤層
③サービス提供に必要な各種の要素を提供

するプラットフォーム層
④実際に地理空間情報を活用したサービス

を提供するソリューション層
──の４つのプレーヤー層に分け、そのう

えに新産業分野が出現すると整理されてい
る。

地理空間情報活用推進研究会の検討に基づ
いて経済産業省が提示した前述のＧ空間プロ
ジェクトでは、

Ⅰ地理空間情報が流通する基盤の整備
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Ⅱ地理空間情報の生活や産業における利用
の高度化

Ⅲ測位衛星等からの位置情報を有効に活用
できる環境の整備

──の３本の施策を通じて、2013年にはＧ
空間市場の規模が、08年の４兆円から10兆円
に拡大することが目指されている。

この市場規模は政策目標であるため、達成
は今後の施策次第と受け取ることも可能であ
ろう。しかしながら、このＧ空間を支えるさ
まざまなリソース（資源）は近年、急速に変
化しつつあるのも事実であり、こうした状況
を見ると、目標額の正確性はともかく、市場

の拡大についてはある程度の説得性を持った
ものと見えてくる。

では、各種のリソースの変化とはどのよう
なものであろうか。主な変化としては、次の
ような３つがあると考えられる。

①電子地図のコストダウン
②ソフトウェアの革新
③測位技術の進化

①電子地図のコストダウン
グーグルやヤフー！などの地図サイトに代

表されるように、ここ数年、インターネット
上では無償で利用できる地図サービスが数多

図3　地理空間情報サービス市場（G空間市場）の全体像
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注）DRM：デジタル著作権管理、ITS：高度道路交通システム、電子タグ：電子荷札
出所）地理空間情報活用推進研究会事務局「地理空間情報サービス産業の将来ビジョン──便利で、楽しく、分かりやすい地理空間情報の実現に向けて」

2008年
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く登場している。それらのサービスでは、他
のサービスに地図を活用するための利用方法

（API）も公開されている。また、コストダ
ウンのみならず、地図の高精度化や３次元化
の研究開発も数多く行われている。

②ソフトウェアの革新
従来、地理空間情報を扱うことができるソ

フトウェア（いわゆるGIS）は、非常に高額
なものが多かった。しかし、最近ではオープ
ンソース・ソフトウェアとして公開されてい
るGISも登場しており、その多くは無償で利
用が可能である。これについては、後ほど詳
しく述べる。

③測位技術の進化
場所を把握する、いわゆる測位の方法とし

ては、GPSによる位置の取得がもっとも普及
している方法だろう。この方法はカーナビゲ
ーションでは基本的な機能となっており、ま
た、携帯電話端末のほとんどでも基本的な機
能となっている。近年では、デジタルカメラ
やビデオカメラなど、さまざまなデバイスに
GPSによる位置情報を取得できる機能が搭載
されるようになっている。

そのようなデバイスのなかでも特に注目さ
れるのは、いわゆるスマートフォンであろ
う。代表的なものとしては、アップルの

「iPhone（アイフォーン）」、グーグルの携帯
電話端末用OS（基本ソフト）「Android（ア
ンドロイド）」を搭載した端末がある。これ
らの端末向けとして、地理空間情報を活用し
た数多くのソフトウェアがリリースされてい
る。

その他、GPSによる位置の取得方法の改良

や、無線LANなどを含むさまざまな位置取
得方法の開発も行われている。

技術開発の代表例が、2010年９月に打ち上
げられた準天頂衛星初号機「みちびき」であ
ろう。準天頂衛星システムはJAXA（宇宙航
空研究開発機構）が進めるプロジェクトの一
つで、日本のほぼ真上（準天頂）に常時、最
低１基の衛星を配置させる計画である。これ
によって、GPS衛星の電波注3が十分に確保で
きない山間部・都心のビル群・時間帯でも高
精度での測位が可能となる（図４）。

準天頂衛星のほかにも、３次元での地理空
間情報整備に向けた実証実験や、屋内等GPS
衛星の電波が届かない場所での測位を可能と
する機器の開発など、さまざまな技術開発が
進められている。

以上に示したハードウェアや測位を支える
インフラ以外にも、ソフトウェアや電子地図
の領域でも、技術開発によりさまざまなリソ
ースの変化が生じている。なかでも、今後Ｇ
空間市場の拡大や新規参入を可能とするもの

図4　準天頂衛星初号機「みちびき」の概念図

出所）JAXA（宇宙航空研究開発機構）Webサイト（http://
www.jaxa.jp/）

GPS衛星

準天頂衛星
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として注目すべきなのが、オープンソースの
考え方に基づくソフトウェア「オープンソー
ス・ソフトウェア」の整備であると筆者らは
考える。

Ⅳ	 地理空間情報を支えるソフト
	 ウェアのオープンソース化

ここでいうオープンソース・ソフトウェア
とは、コンピュータのソフトウェアで広く使
われている言葉を指す。コンピュータのソフ
トウェアは多くの場合、膨大なコストをかけ
て開発し、それをパッケージ化して販売して
いる。販売される際、知的財産権を守るため
にソフトウェアはあくまでも最終製品形態の

みで、ソースコードと呼ばれるプログラム文
や設計図などの中身が開示されることはな
い。そのような発想とは異なり、オープンソ
ース・ソフトウェアはあえてソースコードを
公開してソフトウェアの改良や再利用を可能
とする注4。

有名なオープンソース・ソフトウェアに
は、サーバーなどに広く利用され、今や日常
生活の欠かせないインフラともいえるOS

「Linux（リナックス）」や、データベースソ
フトウェア「PostgreSQL（ポスグレ・エス・
キュー・エル）」、さまざまな拡張性を有する
Webブラウザーである「Mozilla Firefox（モ
ジラ ファイアフォックス）」などがある。

このようなオープンソース・ソフトウェア

表1　主なFOSS4G（Free and Open Source Software for Geospatial）

種類 名称 概要 URL

デスクトップ
GIS（地図情報システム）

Quantum GIS
（QGIS）

● デスクトップ汎用GIS
● プラグイン方式により機能追加が容易

http://www.qgis.org/

GRASS GIS ● 学術研究に使用可能な高機能な地理的視覚化
ツール。衛星画像処理や水文分析に強い

http://grass.itc.it/

Web GIS向けライブラリー OpenLayers ● Webブラウザーでの地図操作を提供するAjaxラ
イブラリー

● 背景地図としてGoogle Mapsなどの商用サービ
スに対応

● 点、線、面の入力編集も可能

http://openlayers.org/

Webマッピング用の配信サー
バー向けソフトウェア

MapServer ● 商用ソフトウェアよりも高性能にWebサイトに
地図を配信

● Webマッピングサイトの半数以上が利用

http://mapserver.org/

GeoServer ● JavaベースのWebサイトへの地図配信 http://geoserver.org/display/GEOS/
Welcome

空間データベース PostGIS ● PostgreSQLを地理空間情報データ対応にする。
SQL文で地理的な条件を検索

http://postgis.refractions.net/

pgRouting ● PostGIS／PostgreSQLにルート探索機能を追加
する拡張機能

● 位置情報サービスのコアツールであるPostLBS
の一部

http://pgrouting.postlbs.org/wiki/ja

地理空間データ
抽象化ライブラリー（データ
変換）

GDAL/OGR ● 40種類以上ものベクトル・ラスタ形式の地理
データインアクセス可能

● Google Earthも利用

http://www.gdal.org/

注）Ajax：Asynchronous JavaScript+XML、Webブラウザー内で非同期通信とインターフェイス構築などを実行する技術の総称
出所）各種資料、ヒアリングより作成
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は、近年はＧ空間市場の分野にも登場し始
め、そのいくつかは高い実用性を備えてい
る。Ｇ空間の分野のオープンソース・ソフト
ウ ェ ア は 特 に「FOSS4G（Free and Open 
Source Software for Geospatial）」 と 呼 ば
れ、表１に示すようなソフトウェアが開発さ
れている。FOSS4Gの開発や利用促進に向け
ては、すでにOSGeo財団注5と呼ばれる組織
が立ち上げられ、わが国でも日本支部におい
て、ワークショップや日本語化プロジェクト
が積極的に進められている。

このFOSS4Gの導入は、わが国では民間企
業や地方公共団体で進められており、主な事
例としては、インターネット上の主要な地図
情報提供・検索サービスの一つ「Mapion（マ
ピオン）」や、横浜市が提供する市民向け地
域情報提供サービス「よこはまっぷ」などに
導入されている。ただ、筆者らの調査による
と、2010年時点でのFOSS4G導入の事例は少
なく、その導入の理由も、「他の地理空間情
報向けソフトウェアに比べライセンス費用が
低廉、もしくはゼロのため、導入費用が軽減
できる」といった、コストにかかわるものが
ほとんどを占める。

上述のように導入事例こそまだ少ないもの
の、FOSS4Gの大きな特徴は、インターネッ
ト上の各種技術・ソフトウェア（たとえば
Webブラウザー）との親和性の高さにある。
たとえば、FOSS4Gのなかでは最も導入が進
んでいるといわれているソフトウェアに、
Webブ ラ ウ ザ ー 上 に 地 図 を 表 示 す る

「MapServer（マップサーバー）」があるが、
前述のように、こうしたソフトウェアの多く
はソースコードが公開されているのみなら
ず、無償で利用できることから、商用サービ

スをスタートさせる以前のさまざまな試行コ
ストもきわめて低い注6。

したがって今後は、このようなインターネ
ットとの親和性の高さを活かし、これまで主
にインターネット上でのサービス提供を手が
けてきた事業者がＧ空間市場に数多く参入す
るようになれば、新たなＧ空間サービスの登
場が期待できる。地理空間情報を活用したイ
ンターネット上のこうした各種サービスは、
すでに一部では「ジオメディア」と呼ばれ、
有志による交流会が開催されるなど、新市場
の創出に向けた萌芽も見られる。また、米国
においてもインターネット上の地理空間情報
活用サービスにはさまざまな主体から期待が
寄せられており、位置情報をターゲットとし
た技術やビジネスモデルに関するカンファレ
ンス「Where2.0」が毎年開催され、盛況と
伝えられている。

このような状況は図５のように示すことが
できる。すなわち、これまでのGISと呼ばれ
る専門性の高い情報システム、そして測量な
どの地図整備に密着した事業者に限定されて
い た 地 理 空 間 情 報 に か か わ る 市 場 が、
FOSS4Gによるジオメディアなど新たなサー

図5　FOSS4Gなど新たなリソースの登場によるG空間市場の変化
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ビスの参入などを通じ、G空間市場として拡
大の可能性が生じつつあるということであろ
う。

Ⅴ	「地図は本当に無料」なのか
	 ──オープンデータに向けての
	 　  課題

ここまでに示したように、Ｇ空間を支える
各種の環境のうち、ハードウェアやインフ
ラ、ソフトウェアでは整備が進み、多様な主
体による市場参入が期待できる状況にある。
しかしながら、このＧ空間市場でビジネスを
展開するに当たって最も重要なものがある。
それは「地理空間情報」そのものである。よ
り厳密にいえば、さまざまなサービスを展開

させるための「白地図」である。
白地図は、インターネットの登場によって

媒体が紙から電子に変化した情報の代表例で
ある。インターネットに頻繁にアクセスして
いる人であれば、電子地図は日常的に活用す
るサービスの一つであろう。実際、インター
ネットには無償で利用できる地図サービスが
複数存在し、グーグルやヤフー！はAPIと呼
ばれる機能を提供することによって、第三者
がその電子地図を、両社以外のWebサイト
で利用することを許可しており、その第三者
は地図会社から地図を購入せずに地理空間情
報に関するサービスを提供することが可能で
ある。そのため、いつの間にか「地図は無
料」という認識が、意識的であれ無意識的で
あれ、多くの人々の間で共有される状況が生

図6　インターネット上の電子地図ができるまでの流れ

出所）各種資料・ヒアリングより作成（画像は国土交通省国土地理院のサンプル画像より）

国土交通省
国土地理院

測量会社

三角点 水準点 電子基準点

空中写真

図化

「都市計画基図」
（主な縮尺は2500分の1）
「森林基本図」
（主な縮尺は5000分の1）

地図調製

電子地図

Google Mapsなど

地図調整会社の
独自調査

その他の調査

基本測量成果
（25000分の1地形図）

販売



8110兆円を目指す「G空間」市場の展望と課題

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

じつつある。
しかし、本当に「地図は無料」なのであろ

うか。もし無料ではないとすれば、現在の状
況は何らかの歪みがあるのではないか。それ
を理解するために、グーグルやヤフー！など
で提供されている地図がどのように整備され
ているのかを図６に示した。

まず、地図づくりの根幹は、国土交通省国
土地理院が整備する基準点（三角点、水準
点、電子基準点）網である。基準点とは地球
上の正確な位置（緯度・経度・標高）を示し
ており、基準点には実際に杭などが設置され
ている。地図づくりはこの基準点情報に基づ
き、距離や標高を測る作業（測量）を行って
作成する。

近年はGPSの普及や航空測量技術の発達に
より、数センチ程度の誤差しかない電子基準
点網を活用し、まず空中写真を撮影し、それ
らから図化するというプロセスが地図作成の
主流である。このような地図作成の多くは地

方公共団体から測量会社に委託され、その地
域の共通白地図である「都市計画基図（主な
縮尺は2500分の１）」や「森林基本図（主な
縮尺は5000分の１）」として地方公共団体に
納品されている。

こうした都市計画基図や森林基本図は、多
くの地方公共団体は無償で配布、もしくは実
費程度で販売しており、この地図を用い、地
図調製会社と呼ばれる企業が独自に調査した
さまざまな情報などや、その企業独自の地図
作成ノウハウを活かして電子地図に編集す
る。インターネット上に公開されている地図
は、地図調製会社が作成したそうした地図
を、インターネット上の各ポータルサイト事
業者などが利用ライセンスを購入して使って
いるものである。図６で示したフローチャー
トは、これまで述べてきた工程を簡略化した
ものである。昨今は電子地図の整備に用いる
情報もより多様化していると考えられるが、
インターネット上の地図が、さまざまな主体

図7　基盤地図情報を構成する項目

出所）国土地理院資料
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から情報やノウハウを集積したものであるこ
とだけはおわかりいただけよう。

さらに、ここからは、
①地図にかかわる知的財産権を主張する主

体はきわめて多数存在していること
②その知的財産権が必ずしも適切に扱われ

ているとはいえないこと
──も課題として浮かび上がってくるであ

ろう。現状では、地方公共団体からの都市計
画基図や森林基本図の提供は、無償もしくは
低廉な実費相当で行われているが、今後イン
ターネット上でＧ空間市場が拡大していく
と、地方公共団体や測量会社などを巻き込ん
だ形での知的財産権をめぐる争いが生じかね
ない。

またその流通に当たっては、二次著作物と
いう側面のほかに、個人情報保護や品質（後
述 ） の 問 題 も あ る。 グ ー グ ル の「Street 
View（ストリートビュー）」が公開された当
初、個人情報保護の面からさまざまな声が上
がったことは、現在も記憶に新しい。さら
に、海外ではカーナビゲーションの地図の誤
りによる交通事故が係争につながるなど、そ
の品質も問題となっている。

このような状況を防ぐために、政府も取り
組みを進めている。現時点では、主に地方公
共団体を対象に、都市計画基図や森林基本図
を含む地理空間情報の活用に関する二次利用
と個人情報保護のガイドラインの作成が進め
られており、2010年９月に公開されている。

しかし、それはあくまでもガイドラインで
あるため、強い法的拘束力があるわけではな
い。また、近年では行政機関の財政難もあっ
て、都市計画基図や森林基本図の整備頻度注7

や整備対象範囲自体が縮小傾向にある。

以上を踏まえると、Ｇ空間の新市場を支え
る白地図の整備や、ほぼ無償もしくは低廉で
の流通注8は、決してこのまま継続していけ
る状況にはない。

そのような状況を改善すべく、地理空間情
報活用推進基本法では「基盤地図情報」とい
う従来の白地図に相当する情報が新たに定義
され、現在、国土地理院が整備を進めている

（前ページの図７）。しかし、この基盤地図情
報もまた、地方公共団体の都市計画基図や森
林基本図を用いた二次著作物として整備され
ているため、前述の知的財産権などの課題が
完全に解決できるとはいえない。今後、地理
空間情報のなかでも白地図に相当する情報に
ついては、多くの人々に二次利用されること
を前提としたオープンデータという形で整
備・提供されることが必要ではないだろう
か。

このオープンデータの整備には、準天頂衛
星と同様、Ｇ空間の市場創出のほか、国民の
安心・安全を守る、あるいは国家の安全保障
の観点から、大規模な公共事業と同様にイン
フラとして政府が整備し、その情報に関する
各種の知的財産権の保有主体の集約や著作権
者の権利行使の禁止などの期待もある。しか
し、そのような公共事業としての議論の前
に、FOSS4Gや測位環境など、ハードウェア
やソフトウェアの活用によってＧ空間市場を
拡大させ、それによって多様な主体が議論に
参加する環境づくりの構築を急ぐべきであ
る。

Ｇ空間は非常に幅広い応用分野を有してい
る。より多くの主体の市場参入によって、従
来の地理空間情報の業界動向からは想像もつ
かなかった新たなサービスが登場し、結果と
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して、今後、国民の多大な関心事となること
を期待したい。

注

1	 この法律で「地理空間情報」とは、第１号の情
報又は第２号の情報からなる情報をいう。
１．空間情報の特定の地点又は区域の位置を示

す情報（当該情報に係る時点に関する情報
を含む。以下「位置情報」という）

２．前号の情報に関連づけられた情報
2	 2010年９月19日〜21日に「パシフィコ横浜」で

開催。19・20日は休日のため、地理空間情報関
連業界の国際見本市という側面のみならず、一
般市民へのＧ空間の魅力の提示の場という側面
も目指した内容になっていた

3	 GPS衛星システムは地球の軌道上に24個の衛星
が周回しており、十分な位置情報の把握のため
には少なくとも４基の衛星からの電波の受信が
必要

4	 わが国では、「オープンソース」は「無償ソフト	
ウェア」を指す表記として使われることが多
い。しかし、本来はその語義のように「ソース
コードが公開（オープン）されていること」を
指している。そのため、ソフトウェア本体は必
ずしも無償である必要はない。また、当該ソフ
トウェアに対する著作権の放棄も開発者などの
著作権者に委ねられている

5	 主要スポンサーは、製造業および土木・建築業
向けのCADソフトウェア「AutoCAD（オート
キャド）」で知られるAutodesk（オートデスク）

	 である
6	 現状ではFOSS4Gを手がけるソフトウェアベン

ダーは少なく、導入サポートを本格的に請け負
える事業者も少ない。このような課題の解決
が、今後の積極的な導入においては求められる
であろう

7	 両者ともに法令などで整備が義務づけられてい
るわけではないため、その整備は地方公共団体
自身の判断に委ねられている

8	 「OpenStreetMap（オープン・ストリートマッ
プ）」のように、無償で利用できる白地図を有志
が共同で整備するプロジェクトも存在する
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営業コールセンターを活用した営業改革
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Ⅱ　営業コールセンターが抱える問題点──戦略的位置づけ、活用シナリオ、連携、モチベーションが問題

Ⅲ　営業コールセンターによる営業改革の方向性──新規顧客・既存顧客・休眠顧客などへの営業促進

Ⅳ　営業コールセンターの実践事例──組織づくり、データベースと営業の連携、トップマネジメント

　　　　　　　　　　　　　　　　　 で成果を上げる

Ⅴ　営業コールセンターによる営業改革の推進──訪問営業部門と案件を精査し、関係改善を繰り返す

1	 国内市場が飽和状態である昨今、営業の生産性向上は過去にも増して重要な課
題である。そうしたなか、ターゲットとする顧客セグメント（以下、ターゲッ
トセグメント）に対して能動的にフォロー・調査を行い、アポイントメントを
取って、営業を行う営業コールセンターには有効性がある。

2	 営業コールセンターを設置している企業では、オペレーション（運営）上のさ
まざまな問題に直面している。マネジメント上の問題、訪問営業要員との連携
不徹底、不適切なターゲットセグメント選定──などである。

3	 営業コールセンターを活用して営業改革を実現するには、役割分担を明確にし
たうえで、訪問営業要員との連携を徹底することが必要となる。

4	 営業コールセンターを活用して成功しているウィルコム、産業機械メーカーＡ
社、営業コールセンター受託で成功しているダイレクトリンクなどの事例を見
ると、営業コールセンターの成功要因は、トップマネジメントの強いコミット
メント（関与）、訪問営業要員との連携ルールの徹底、ターゲットセグメント
の明確化と同セグメント別リソース（資源）の割り当てなどである。

5	 営業コールセンターを最大限に活用するには、トップマネジメントのコミット
メントおよびトップダウンによる方針の明確化が必要で、同時に営業マネジメ
ントの意識改革に戦略的に取り組む。ターゲットセグメントに対して、訪問営
業要員と営業コールセンターの連携ルールを明確にして徹底することで、営業
コールセンターによる営業改革は着実に進んでいく。

ハーフエコノミー時代の法人営業改革

要約

ハーフエコノミー時代の法人営業改革

青嶋  稔



ハーフエコノミー時代の法人営業改革ハーフエコノミー時代の法人営業改革

85営業コールセンターを活用した営業改革

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

Ⅰ 営業コールセンター再考の意義

現状の営業要員における制約、問題点
成熟した国内市場では、売り上げ成長を見

込むことが難しい状況となっている。こうし
たなかでは、訪問営業要員数を拡充すること
が難しいため、１人当たり生産性を高める必
要がある。しかし、訪問営業要員のための営
業支援システムであるSFA（セールスフォ
ース・オートメーション）による管理・教育
などは行うものの、それにより生産性が向上
している例は少ない。

訪問営業要員の担当顧客数は、中小企業担
当であれば１人当たり100社以上というケー
スも多く、そのため重点顧客への提案ができ
ず、成果に結びつきにくい営業活動になって
いる。担当顧客数の多さから、訪問営業要員
は重点顧客に十分に時間を費やせず、気づか
ぬうちに失注してしまう（知らず負け）など
機会損失が生じてしまうのである。訪問営業
要員が訪問にかけるべき時間を、コンタクト
を取るべき重点顧客にいかに向かわせるか
は、経営上、非常に重要な課題である。

こうした問題認識から、多くの企業が営業
コールセンターやインターネットを活用した
非対面営業を試みている。特に営業コールセ
ンターは、IBMの「IBMドットコムセンタ
ー」などの実積から多くの日本企業が導入し
たものの、十分な成果を上げている企業は少

ない。
顧客の問い合わせに応えるインバウンドコ

ール中心の従来のコールセンターではなく、
営業活動を目的に顧客に電話をかけるアウト
バウンドコールによる営業コールセンター
は、非対面営業のなかでもターゲットに対し
て能動的なアクションが起こせ、かつ１日に
リーチできる数の多さから、営業改革では一
つの重要なキーの役割を果たすことのできる
顧客とのコミュニケーションチャネルである。

ここであらためて説明すると、営業コール
センターとは、セールスのプロ、マーケティ
ングのプロの立場を起点とする活動方針を持
ち、営業に特化した活動を展開するコールセ
ンターのことである。

多くの企業がコールセンターを利用してい
るが、その役割の大半はコンタクトセンター

（サポートセンター、もしくは商品やサービ
スに対する問い合わせ窓口）のインバウンド
コール型で、アウトバウンドコール型である
営業コールセンターとは異なる（表１）。

本稿では営業に特化した営業コールセンタ
ーに絞って論じる。

Ⅱ 営業コールセンターが抱える問題点

戦略的位置づけ、活用シナリオ、連
携、モチベーションが問題

営業コールセンターの活用を試みた企業も

ハーフエコノミー時代の法人営業改革

 表1　営業コールセンターとコンタクトセンターの違い

コンタクトセンター 営業コールセンター

活動方針 サポートセンター
問い合わせ窓口

セールスのプロ
マーケティングのプロ

活動内容 マーケティングリサーチサポート、問い合わ
せ対応、アポイントメント獲得などが主業務

営業に特化し、正規社員をメインとしているセ
ンターも多い

活動継続性 単発対応のケースが多い リレーション（関係）構築

営業との連携 入電の都度異なる担当者が対応し、情報共有
が難しい

顧客への継続フォロー、リレーション構築、訪
問営業要員との連携が必須
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ハーフエコノミー時代の法人営業改革

多いが、前述のように、成果に結びつけられ
ている企業はそれほど多くない。

営業コールセンターの問題点は、
①営業コールセンターに対するマネジメン

トの不十分な戦略的位置づけ
②営業コールセンターの活用シナリオが不

適格もしくは不明確
③営業コールセンターと訪問営業要員との

連携不足
④インサイドセールス（後述）のモチベー

ション不足
──が挙げられる。

1│	不十分な営業コールセンターの 
	 戦略的位置づけ

営業コールセンターを設置したものの、う
まく活用できない企業にはいくつかの共通す
る問題点がある。

● 営業コールセンターのマネジメントが兼
務のため片手間に実施している

● インサイドセールス（営業コールセンタ
ーで電話をする人員）に対する社内での
位置づけが低いため、人材の質が不十
分、もしくは十分な人員数が充てられな
い

──などである。
これらの問題点は、営業コールセンターの

戦略的な位置づけに対する関連部門への意識
づけが不徹底であることから生じる。

戦略的な位置づけとは、
● 何のための営業コールセンターであるの

か
● 営業におけるコミュニケーションミック

ス上、営業コールセンターはどのような
役割を果たすのか

──などといった点で、それらが不徹底で
あるため、リソース（営業資源）が十分に割
り当てられないのである。

2│	営業コールセンターの活用シナリオ 
	 が不適格もしくは不明確

営業コールセンターに対する「期待値」が
明確になったら、次に営業コールセンターの
成果を最終的な売り上げ成果に活かすため
に、各々の「役割分担」を明確にする。たと
えば営業コールセンターにアポイントメント
の獲得までを期待するのであれば、獲得した
アポイントメントに対する訪問営業要員の訪
問の実施とその状況をフォローする、などで
ある。この役割が不明確で成果が不十分であ
った場合、どこにボトルネックがあったのか
も不明確のままとなり、改善活動へのアクシ
ョンが起こせなくなってしまう。

営業コールセンターの活用シナリオを明確
にするには、第１に営業コールセンターを活
用する顧客セグメント（区分）を明確にしな
ければならない。大企業をねらうのか、中小
企業をねらうのかといった、顧客の規模・ポ
テンシャル（潜在可能性）のみならず、自社
との関係度（顧客内シェア）も明確にする

（図１）。
営業コールセンターの役割は、本来、顧客

セグメントによって異なるはずであるのだ
が、とかく均一的な役割を当てはめてしまう
ことが多い。顧客セグメントによって営業コ
ールセンターの役割は異なってしかるべきで
あるが、上述のように均一な役割設定をして
しまうと、営業コールセンターの強みを活か
せないことが多い。

対面型営業活動（訪問営業要員のコミュニ
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ケーション）は売り手にとって、顧客が商品
について深い情報を必要としている場合には
適しているが、顧客がまだどのようなものを
購入するべきか判断していない購入検討段階
の初期フェーズには適さない。この場合、む
しろセミナーや展示会、インターネットが向
いている。これらに対して営業コールセンタ
ーは、売り手からすると距離の制限がなく営
業活動が可能となるという大きなメリットが
あり、１日でフォローできる件数も飛躍的に
高まる。

既存顧客であれば担当者はすでに把握ずみ
のため、営業コールセンターを活用した継続
的なコンタクト（接触）とリレーション（関
係）構築および維持ができる意義は大きい。

営業コールセンターが持っている良さ、訪
問営業要員・インターネットが持っている良
さをそれぞれ活かして組み合わせること、そ
してその役割を徹底させる組織間連携ができ
る機能設計をすることが必要となる。

3│	営業コールセンターと訪問営業と 
	 の連携不足

営業コールセンターでいくらアポイントメ
ントをとっても訪問営業要員が十分にフォロ
ーしない、もしくは営業コールセンターのア
ウトバウンドコールで十分な成果を上げるこ
とができず、訪問営業要員の間に営業コール
センターに対する信頼感が失われている──
などの問題も生じている。

前節で少し触れたが、営業コールセンター
に対する期待値としては、

①アポイントメントの獲得までを求めるの
か

②商品に対する顧客の要望までをヒアリン

グし、顧客が保有している設備や機器の
状況までを把握するのか

③それとも商品の販売までをするのか
──を明確にする必要がある。営業コール

センターに対するこうした期待値および役割
分担が明確に定まっていない場合や、営業コ
ールセンター、訪問営業要員、インターネッ
トの特徴を活かした連携シナリオを考えてい
ない場合、営業コールセンターの活用はあま
りうまくいかないことが多い。

4│	インサイドセールスのモチベー 
	 ション管理が不十分

営業コールセンターのインサイドセールス
の組織における位置づけ、戦略的意味合い、
キャリアパスが不明確であるため、モチベー
ションが維持できないケースが多い。コール
センター業務そのものは、ブース内という閉
ざされた環境下で実施しなければならないこ

図1　顧客セグメンテーション（区分化）の例
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とから、生産性を上げにくい業務である。訪
問営業要員のサポート役としてしか位置づけ
られていないと、社内での存在意義を感じる
ことができず、ただでさえつらい電話営業
が、ますますつらいものになってしまう。

また、営業コールセンターを専任で見るマ
ネジメントが存在せず、マネジメントが他の
部署との兼務の場合、インサイドセールスの
状況、困り具合、組織間の調整が行われない
状態でひたすら電話をかけなければならない。

さらに、何のためにアウトバウンドコール
をしているのか、獲得できたアポイントメン
トはどのような形で結果になったのかがフィ
ードバックされないと、組織に貢献している
実感を持てない。

また、何年かをアウトバウンドコールで経
験した後、訪問営業要員もしくは営業マネジ
メントなどへのキャリアパスを明確にしない
かぎり、優れた人材を営業コールセンターに
配置することはできない。

Ⅲ 営業コールセンターによる営業改革の方向性

新規顧客・既存顧客・休眠顧客など
への営業促進

これまで述べてきたように、全体の営業リ
ソースのなかで営業コールセンターの役割分
担を明確に定める必要がある。それを単なる
コンタクトセンターとするのか、それとも営
業リソースと位置づけて営業コールセンター
とするかによってその役割は大きく異なる。
営業コールセンターとすると、マーケットリ
サーチなどを行うリソースではなく、アウト
バウンドコールにより顧客見込みを開拓して
いく部隊として位置づけなければならない。
顧客に対するマーケットリサーチ、もしくは

顧客からの問い合わせ窓口としてのコールセ
ンターと営業コールセンターでは、リソース
に求められるものも異なってくる。

営業コールセンターには商品知識に加え
て、商談を進めるスキル（技能）が必要とな
るし、チームワークの発想のもと、訪問営業
要員やサービス要員と連携することが必須と
なる。

この連携が実現できる業務デザイン、情報
システムのデザイン、人選をしなければなら
ない。

また、営業コールセンターを営業にいかに
活かしていくのかのシナリオを明確化したう
えで、連携シナリオを構築しなければならな
い。

営業コールセンターとの連携によって、過
去に攻略できなかった新規顧客を開拓するた
めのアポイントメントを獲得する、大手顧客
で訪問営業要員だけではニーズが把握しきれ
ない顧客に対して、その顧客の各部門とより
広くコンタクトを取っていくために営業コー
ルセンターを活用する、といったシナリオも
ある。

営業コールセンターをこのように活用すれ
ば、かつて訪問できなかった顧客とのコンタ
クトが可能となる。

こうすることで、新規顧客開拓を可能とす
るアポイントメントの獲得ができたり、既存
顧客ではあるものの、訪問する部門が特定さ
れてしまう大手顧客に対してより多くのコン
タクトが行えたりするようになる。もしくは
休眠顧客であり、コンタクトがほとんどない
顧客に対して、訪問営業要員だけでは掘り起
こせないニーズの掘り起こしが可能となる。
また、顧客内における自社のシェアは高いが
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ポテンシャルは低い顧客に対しては訪問営業
要員の足は遠のきがちであるが、こうした顧
客に対しては営業コールセンターを活用した
フォローを継続することによって、「知らず
負け」の防止、ひいては買い替えを促進させ
ることが可能となる。

Ⅳ 営業コールセンターの実践事例

組織づくり、データベースと営業の
連携、トップマネジメントで成果を
上げる

営業コールセンター活用による実践事例と
して３つの先進企業事例を紹介したい。

①営業コールセンターを活用し、医療法人
に対する高い販売シェアを実現したウィ
ルコム

②産業機械メーカーとして国内シェアで首
位を走るＡ社

③営業コールセンターと訪問営業とを連携
させることで高い実績を上げている企業
をサポートしているコールセンター
BPO（ビジネスプロセス・アウトソー
シング〈外部委託〉）会社ダイレクトリ
ンク

──である。
また失敗事例として、④情報機器メーカー

Ｂ社の事例も取り上げる。

1│	ウィルコム
通信会社大手のウィルコムは2005年にダイ

レクトマーケティング部を設置、中小企業向
けの機器販売を開始し、インターネット販売
との組み合わせにより販売業績を伸ばした
が、それらの需要が一巡すると販売の伸び悩
みに直面した。

2007年にNTT（日本電信電話）がポケッ
トベル事業から撤退したことに伴い、ポケッ
トベルが最も活用されていた医療現場を中心
に、ポケットベルに代わるPHS（パーソナ
ル・ハンディホン）の利用を推進する営業攻
勢を企画した。そこで、インバウンドコール
中心の既存のコールセンターに加えてアウト
バウンドコール中心の営業コールセンターで
ある「テレセールス」部隊を組織し、そのテ
レセールスを主導とした営業体制で顧客への
営業活動を開始した。

ウィルコムの体制がユニークなのは、テレ
セールス部隊が訪問営業要員の活動をコント
ロールしたことである。テレセールス部隊が
医療法人や中小企業を中心に、アウトバウン
ドコールによる営業活動から顧客ニーズを吸
い上げ、それを訪問営業要員につなげる営業
連携を徹底した。同社のスマートフォン（多
機能端末）W-ZERO3を活用し、商談内容、
顧客ニーズなどの顧客データを訪問営業要員
と共有しながら連携営業を推進したのであ
る。

テレセールス部隊は顧客とのアポイントメ
ントを獲得しながら、訪問営業要員が１日数
社を訪問できるようにホワイトボードに予定
を記載、社内での訪問営業要員の動向と目的
を共有して営業活動を展開した。こうした活
動によって、ウィルコムは医療現場で独占的
地位を獲得することに成功した。

2│	産業機械メーカーＡ社
Ａ社は営業生産性の向上と顧客満足度を向

上させるため、2000年より「マルチチャネ
ル」による営業改革に取り組んできている。
従来、訪問営業要員向けに構築されていた
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SFA、営業コールセンターによるアウトバ
ウンドセールス、インターネットによる消耗
品販売などを連携させることにより、営業生
産性の向上と顧客満足度向上の両立を目指し
た。また、インフラではあったものの散在し
ていた顧客データベースの統合も実施した。

これには大変な労力を要したが、マルチチャ
ネルでの営業改革を進めるためには同データ
ベースの統合は不可欠であった。さらに、異
なるチャネルが同じ思想で営業活動を進める
ために営業プロセスも標準化した。

そして2004年には、これもまた散在してい
たインバウンドとアウトバウンドコールセン
ターとを統合し、自社開発したSFAシステ
ムと統合顧客データベースを活用して訪問営
業とインターネットによる消耗品などの販売
とを連携させている。

元来、産業機械メーカーの営業は訪問営業
を主体としている。訪問営業要員が個々の企
業を訪問し、きめ細かな商品説明とアフター
サービスをすることで、顧客との強い結びつ
きを実現してきた。

かねてよりＡ社は、その取引口座数の多さ
と「営業のＡ社」といわれた訪問営業要員の
カバレッジ（範囲）の広さ、サービスマンの
きめ細かな対応を最大の強みとしてきた。

しかしながら1990年代後半からは、業界の
成長率の鈍化とともに、訪問営業要員を中心

図2　A社の営業プロセス別顧客チャネル嗜好（A社調査）

情報提供

ニーズ把握

提案

見積もり

契約

サポート

全プロセス平均

訪問営業要員

標準営業プロセス

営業コールセンター

0% 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

インターネット

45 17 38

55 19 26

62 16 22

55 19 27

67 15 18

65 18 17

55 23 22

図3　マルチチャネル型とシングルチャネル型営業の比較（A社調査）
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とした人海戦術的な手法は時代に合わなくな
ってきた。このことが、それまでの同社の強
みに甘んじることなく、マルチチャネルを中
心とした営業改革に取り組む大きなきっかけ
となった。

Ａ社の営業改革で基本思想となったのは、
顧客満足度の追求と営業生産性の向上の両立
であった。

そのために標準営業プロセスを定め、さら
にこのプロセスを大きく６プロセス（情報提
供、ニーズ把握、提案、見積もり、契約、サ
ポート）に分類し、それぞれのプロセスにお
いて、顧客は訪問営業要員、営業コールセン
ター、インターネットのどのコンタクト方法
を望んでいるのかを調査した（図２）。

その結果、営業プロセスの最初から最後ま
で訪問営業要員からコンタクトを受けたいと
考えている顧客は33%、営業コールセンター
が４%、インターネットが10%となったが

（図３左）、53％の顧客は、訪問営業要員、コ
ールセンター、インターネットといった複数
のチャネルを組み合わせるマルチチャネルを
要望していることがわかった（図３右）。

そして前述のように、2004年６月に散在し
ていたコールセンターを統合してダイレクト
マーケティングセンターを設立した。同セン
ターの営業コールセンター機能と訪問営業要
員との連携を強化している。

Ａ社は攻略シナリオを各顧客セグメント別
に明確に立てている。顧客を、ポテンシャル
と関係度でセグメンテーション（区分化）
し、ポテンシャルが高い顧客に対してはでき
るだけ訪問営業要員を割り当てることを方針
としている。また、インサイドセールスの考
え方としては、案件の発掘と情報の精査を重

点的に行い、営業コールセンターと訪問営業
要員の役割を、顧客セグメント別に明確に定
めている（図４）。

ポテンシャルは低いが関係度が高い「維持
顧客」に対しては営業コールセンターを活用
し、顧客との通常コンタクトは営業コールセ
ンターを活用している。営業コールセンター
から顧客が実際に何らかの商品の買い替えを
検討する段階となると、訪問営業要員にエス
カレーション（引き継ぎ）される仕組みを構
築した。

訪問営業要員の時間の使い方は、関係度は
低いがポテンシャルが高い「拡大顧客」への
訪問活動に時間を費やしがちである。しかし
ながら、拡販の余地が少ない同セグメントに
対して多くの時間を費やすことはリソースの
最適配分から考えると望ましいとはいえな
い。

そこで、営業コールセンターを活用し、ポ
テンシャルが低い顧客に対するコンタクトは
営業コールセンターを中心に実施している。
これによって訪問営業要員には、ポテンシャ

図4　Ａ社の顧客セグメンテーション
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ルが高い顧客に対する営業活動に専念させて
いる。

ポテンシャルが高い他の顧客に対しても営
業コールセンターを活用している。たとえ
ば、ポテンシャルは高いものの、通常、訪問
営業要員がコンタクトできないような大手企
業の顧客には、営業コールセンターを活用し
てさまざまな部門へコンタクトを広げてい
る。

またＡ社では営業コールセンターと訪問営
業要員との連携を強化するため、営業コール
センターから上がってきた見込みを訪問営業
要員が対応しているかを徹底的に検証してい
る。なぜならば、営業コールセンターから上
がってきた案件に対し、訪問営業要員が訪問
しても即販売とはならないケースが多いから
である。こうした経験してしまうと、営業コ
ールセンターからの見込みに対し、訪問営業
要員はネガティブな印象を持つようになる。
これが営業コールセンターと訪問営業要員と
の不連携を生み出す最大の理由である。

Ａ社では、営業コールセンターから上がっ
てきた見込みは訪問営業要員に徹底してフォ
ローさせるように、定期的なフォローアップ
会議を開催している。こうすることで、営業
コールセンターと訪問営業要員とを連携さ
せ、結果として、１人当たり営業生産性を向
上させることに成功している。

3│	営業コールセンターアウトソーシ 
	 ング会社の実績事例から見る営業 
	 コールセンターKFS

ダイレクトリンクは、ソフトウェア、携帯
電話、パソコン等のIT（情報技術）業界か
ら食品業界など、さまざまな企業の営業コー

ルセンター事業を受託している。
同社の西村宗晃代表取締役社長はデル出身

であることから、営業コールセンターの必要
性と効果について肌身をもって経験してき
た。

コールセンターのアウトソーシングを請け
負う企業は多いが、ダイレクトリンクは営業
コールセンターを専門とし、正規社員中心で
構成し、営業案件の徹底した創出と、顧客内
部の営業部隊との連携までを綿密に行い、着
実な成功を収めている。

ダイレクトリンクは中小（従業員100〜300
人未満）・中堅（同300〜1000人程度）の企業
を、企業規模と顧客内シェアでセグメンテー
ションし、関係度があまり高くないセグメン
トを中心に展開している。

また、ダイレクトリンクは営業コールセン
ターの受託だけではなく、アウトバウンドコ
ールの結果を顧客企業の訪問営業要員と共有
し、訪問営業販売の結果との連携を促してい
る。

西村氏によると、成功している企業はトッ
プマネジメントが営業改革の必要性を痛感
し、営業コールセンターをトップダウンで推
進しているケースが多いという。そのうえ
で、中間管理職が営業コールセンターの営業
戦略上での位置づけをしっかりと定義・理解
し、セグメントを明確にしたターゲティング
と営業コールセンターの役割、営業部門との
連携業務を徹底することが重要であるとい
う。

さらにダイレクトリンクは、トップマネジ
メントの営業改革への意識を醸成するととも
に、問題意識を強く持っている中間管理職を
見出すことが成功の秘訣であるとし、トップ
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マネジメントとミドルマネジメントの両面を
押さえ、営業現場の改革を推進している。

また、顧客企業の取引先を、①既存顧客、
②休眠顧客、③新規顧客──の３種類に分類
し、その分類に応じた営業コールセンターの
アプローチを展開している。そのなかで、顧
客企業が自社だけでは問題解決できず、ダイ
レクトリンクのサービス提供により大きな成
果を上げられるケースが多いのが、②の休眠
顧客である。

訪問営業要員が、直近の案件に時間を取ら
れて既存顧客へのフォローを怠ると、既存顧
客は休眠顧客化してしまう。そのような場
合、営業コールセンターからの顧客への謝罪
やあらたまった挨拶により、顧客との新たな
関係づくりを実現している。その際、訪問が
中断していた休眠顧客の現在の経営状況や成
長状況などの企業情報を収集し、競合商品の
稼働状況も含めて状況を精査することで新た
な案件を創出し、そうした活動結果や情報を
訪問営業要員と連携させている。

ダイレクトリンクでは、顧客企業の訪問営
業部門と毎日会議を持つことで、営業コール
センターで得た見込み一覧の確認と、同部門
がフォローすべきアクションアイテムを共有
している。これは営業コールセンターで案件
を創出しても、それが訪問営業部門でフォロ
ーがされなければ、案件化から売り上げにつ
なげていけないからである。

西村氏によると、営業コールセンターを活
用して成功している企業に共通するKFS（成
功要因）は、

①営業コールセンター活用をトップダウン
で進めるなど、トップが強いコミットメ
ントを持っている

②営業コールセンターに専任のマネジメン
トを設置し、訪問営業要員との組織間連
携を徹底している

③営業コールセンターの人員にキャリアパ
スを与え、モチベーションマネジメント
を行っている

──であるという。

4│	営業コールセンターを導入したが 
	 頓挫したメーカーＢ社

Ｂ社は営業コールセンターの効果をデルや
IBMの事例などから学び、営業コールセンタ
ーを設置した。

しかしながら、Ｂ社の副社長はその効果に
ついて理解はしていたものの、リソースが限
られていたことから、派遣社員数人と兼務の
管理職１人で営業コールセンターを開設し、
その後、効果を見ながら拡大する計画を取っ
た。

しかし、訪問営業部門の理解が不十分で、
営業コールセンターと同部門との連携に十分
な認識合わせができていない状態でスタート
させた結果、営業コールセンターのインサイ
ドセールスは非常に孤立した状態となった。

他部署とのコミュニケーションもないとこ
ろに置かれた職場で、営業コールセンターの
人員がひたすら電話をかけ続ける日は長くは
続かなかった。

営業コールセンターを兼務で見ていたマネ
ジメントも「やらされ感覚」を持っている状
態であった。

そのため、既存顧客や未取引顧客とアウト
バウンドコールで営業するものの、営業部門
との徹底した連携ができなかった。

営業コールセンターが獲得したアポイント
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メントは訪問営業要員に引き継がれるもの
の、一度、訪問してもすぐ販売につながらな
ければ、訪問営業要員は営業コールセンター
に懐疑的になっていく。

本来であれば、ここで営業コールセンター
のマネジメントが訪問営業部門に対して業務
連携の必要性を説かなければならなかった
が、上述のように兼務のマネジメントであっ
たため、業務連携の必要性を訴えるどころ
か、自ら営業コールセンターの必要性に疑問
を抱き始めてしまった。結果として、同社は
営業コールセンターを「効果がないもの」と
して閉鎖してしまった。

Ⅴ 営業コールセンターによる営業改革の推進

訪問営業部門と案件を精査し、関係
改善を繰り返す

これまでの事例からわかるとおり、営業コ
ールセンターを用いた営業改革には、トップ

マネジメントの営業コールセンターに対する
理解が不可欠となる。トップマネジメントが
営業改革の必要性を訴え、不退転の決意で営
業改革に取り組むことを明言しなければなら
ない。

なぜなら、営業コールセンターが有効に機
能するには訪問営業部門、サービス部門との
連携が不可欠で、部門を超えた連携が必要で
あることの認識を、組織間で共有しなければ
ならないからである。

そのうえで、営業現場を理解するミドルマ
ネジメントを営業コールセンターのマネジメ
ントに任命することが必要である。

営業改革で目指すことは顧客満足度と営業
生産性の向上であり、営業コールセンターの
位置づけはそのなかにおいて明確に定義され
なければならない。

ターゲットとする顧客セグメント、そのな
かでの営業コールセンターの役割と目標値

（アポイントメント率、件数、もしくは直接
的な売り上げ金額）を定めて訪問営業要員と
の連携シナリオを明確にし、それを徹底して
実施していく。

訪問営業にエスカレーションした案件につ
いては、可能であれば、少なくとも週に一度
のレビュー会議を開催する。できれば毎日実
施することが望ましい。

その際は、訪問営業要員によるフォローが
必要となる案件の明確化、営業コールセンタ
ーで獲得した顧客に関する情報を共有すると
ともに、訪問営業要員が訪問した結果もまた
営業コールセンターにフィードバックして共
有するのである。

営業コールセンターからの営業が特に有効
なのは、顧客の担当者を把握ずみでありなが

図5　営業コールセンターがターゲットとすべき顧客セグメント
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ら、訪問営業要員がカバーしきれない「攻め
るべき休眠顧客」（図５）、関係度は高いがポ
テンシャルはあまり高くないため、営業コー
ルセンターにより顧客との関係性を維持・向
上させることが有効となる「守るべき顧客」

（同）である。
訪問営業要員へのエスカレーション案件に

ついても、契約が即座に決まるものばかりで
はない。営業コールセンターと訪問営業要員
が粘り強く連携しながら顧客ニーズを精査
し、訪問を繰り返さなければならない。

営業コールセンターからエスカレーション
される案件に対して訪問営業要員が信頼性が
乏しいといった悲観的な印象を持たないよう
にするには、定期的な案件フォローアップ会

議のなかで、一つひとつの案件の状況を互い
に確認し合いながら精査を積み上げていくこ
とと、そのなかでの訪問営業部門、営業コー
ルセンターの役割分担を確認し、関係改善を
繰り返していくことが必要である。
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新たな局面を迎えた中国資産運用会社への
投資助言サービス
霍  昀 　2007年のQDIIファンド（中国における国外投資ファンド）のブ

ームは記憶に新しいが、数年の沈黙を経た2010年に再び拡大の兆
しを見せている。当局の積極姿勢、および投資家のニーズの多様化
を背景に、QDIIファンドに対する外資運用会社の投資助言は、よ
り特化した内容へ変化している。

は、さらなるQDIIファンドの登場が
目撃されることになるだろう。

第１世代：課題を抱えた
外資運用会社との提携関係

QDIIファンド黎明期の2006年末
ごろ、国外投資の世界への進出を前
に、経験を持たなかった中国運用会
社は困難に直面した。多くの場合、
自社へ資本参加しているJV（ジョ
イントベンチャー：共同企業体）の
パートナーであった外資運用会社の
助けを求めざるをえず、結果として
それらパートナーのいくつかが、金
融危機前に設定された第一世代の
QDIIファンドに対する投資助言契
約を獲得するに至った。なお、第１
世代の11ファンド中６本は「中国
テーマ型」の投資スタイルを採用し
ている。これらは、投資ユニバース
を香港市場の上場銘柄およびその他
の国外市場に上場されている中国企
業に限定したファンドで、自らの知
見が及ぶ範囲に絞っての出発であっ
た。

しかし、両者の蜜月関係にも綻び
が生じている。JVから発展した投
資助言契約５件のうち、すでに３件
が解消されている。破談の理由は複

に達し、その額は400億ドルである。
うち22本のQDIIファンド注4が売買
可能であり、うち半分の11ファン
ドは2009年11月以降の数カ月間の
うちに承認された新しい「第２世代」
のファンドである（図１）。

2008年の金融危機後、投資家の
リスク投資意欲の減退が続くなか、
これら第２世代に集まった額は時価
５億ドル程度にとどまっているもの
の、業界関係者によると、既存の数
に匹敵する20のファンドがQDIIフ
ァンドとしての承認を待っている状
況とのことである。2010年後半に

QDIIの承認を再加速する
中国金融当局

中国国内の機関投資家は、国外市
場の証券に投資するに当たり、金融
当局であるCSRC注1から承認を受け
る必要がある。事業内容や財務状況
などの審査を経てCSRCに承認され
た機関投資家はQDII注2と呼ばれ、
2010年３月時点でその数は76にの
ぼる。投資家別に見ると、当初は銀
行や保険会社が承認されたのに対
し、近年は資産運用会社（以下、運
用会社）がほとんどを占める。割当
額注3で見た運用会社の比率は62%

図1 QDIIファンドの新たなブームの到来か

注 1）2010年は第1四半期の年率換算したもの
　 2）為替は1ドル＝6.8人民元で換算
出所）CSRCのデータをもとにNRIアメリカ作成
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数にわたると考えられる。
①まず、投資期間に対する根本的

な考えの不一致が挙げられる。中国
の運用会社（および一般投資家）の
投資スタイルはきわめて短期志向で
トレンド追随型である一方、外資運
用会社は一般に中長期の投資利益を
追求する運用スタイルが一般的であ
り、銘柄選択で多大な軋轢と不信を
生み出す要因となった。

②また、中国運用会社側は付随的
なノウハウ（調査、投資にかかわる
技能や情報システムの知識の吸収）
を提携に期待したが、推奨情報以外
の交流が満足できる水準ではなかっ
たとの声がある。

③さらに、一部大手（ICBCCS注5

など）は、欧米運用会社での勤務経
験を積んだ人材を確保し、外部に頼
らずに済むインハウス機能を着実に
拡充している注6。

齟齬をきたした投資助言、そして
金融危機の発生を受け、CSRCは
2008年８月にQDIIの承認を一旦停
止し、第１世代のブームは終焉に至
った。

第２世代：セクター・地域
特化型へ変化が求められる
外資運用会社の投資助言

15カ月間の沈黙の後、CSRCは
再びQDIIの承認を開始した。冷却期
間を経た後の中国運用会社の投資ス
タイルには、新たに２つのトレンド
を見出すことができる。それは「イ
ンハウス運用」と「特化型運用」で
ある（図２）。

前者は、前述の中国テーマ型投資
を、外部運用会社の手を借りずに自
社内で培った技術で実施するもの、
および銘柄調査の必要性が低いイン
デックス型の国外投資を自社リソー
スのみで運用するものである。

後者の特化型は、中国テーマ型の
不十分なグローバル分散の改善、お
よび他社との差別化を図るために、

個別の地域・セクターに限定したフ
ァンドである。ただし、このような
投資は依然として中国運用会社のス
キルではカバーできない部分が多
く、外資運用会社の助言が必要な状
況は当面続くものと判断できる。事
実、2010年第１四半期に登場した
４つの特化型ファンド注7のすべて
が投資助言を利用している。うち２
つのファンドはJVパートナーが投
資助言をしていることから、投資助
言の獲得にはJVパートナーが引き
続き優位な立場にあると見られる。

需要と供給は表裏一体である。中
国運用会社は、特化型などの新たな
QDIIファンドの品質を保つうえで
外資運用会社の助言がいまだ重要で
あることを認識している。外資運用
会社は、中国の投資家および運用会
社が求める投資スタイルを理解し、
必要とされる特化型運用のスキル・
調査カバレッジ能力を発揮すること
で、変化し続けるQDII業界の動きに
歩調を合わせていく必要がある。

一部の関係者は、人民元の切り上
げ観測（外貨の減価）が続くかぎり、
QDIIファンドには向かい風だとの
懸念を示している。一方、承認を再
加速する当局の姿勢および景気回復
が、QDII発展を長期的に後押しする
と期待する声もある。未知の要素は

多い。しかし、それこそがQDIIに関
与するプレーヤーの事業機会ともい
えるだろう。

注

1	 中国証券監督管理委員会（Chinese 
Secur i t i es  Regu la to ry  Com-
mission）

2	 適 格 国 内 機 関 投 資 家（Qualified 
Domestic Institutional Investor）の
略称

3	 QDII quotaと呼ばれる。CSRCによ
って設定された各QDIIが国外市場
へ投資できる限度額

4	 QDIIである運用会社が提供する国
外市場に投資するファンド。個々の
ファンドもCSRCからの承認を受け
る必要がある

5	 工銀瑞信基金管理有限公司
6	 その他、外資運用会社側の買収等や

親会社破綻による外的な要因による
提携解消の事例も存在する

7	 これらのファンドは、エネルギー、
オーストラリア、新興国市場などの
セクター・地域に特化している

『金融ITフォーカス』2010年９月号
より転載

図2 QDIIファンドの投資戦略の変遷

出所）中国運用会社の開示資料をもとにNRIアメリカ作成
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対話要約で実現する「顧客の声」活用

顧客経験価値を向上させる
ために

今や消費者は、商品やサービス
を購入する際、実際の店舗のほか、
Webサイト、コールセンター、
さらにブログや「ツイッター」の
ようなソーシャルメディアなど、
さまざまな顧客接点（チャネル）
を通じて企業とその商品に接して
いる。その過程を通じて消費者に
形成される評価が「顧客経験価値」
といわれるものである。

顧客経験価値は、製品やブラン
ドに対する顧客の信頼やロイヤル
ティ（忠誠度）に影響し、購買行
動に直結するため、企業にとって
顧客経験価値の向上は重要な課題

となっている。
顧客経験価値を向上させるため

には、さまざまなチャネルから顧
客の声を拾い上げ、それを綿密に
分析して具体的な施策を検討・実
施していくことが必要である。特
に、膨大な顧客の声が日々蓄積さ
れていくコールセンターは「企業
の顔」とも位置づけられ、チャネ
ルの集約拠点として重要な役割を
持つようになっている。

コールセンターの課題
コールセンターに求められるの

は、CS（顧客満足度）を向上さ
せる高品質な顧客応対を実現し、
その応対の内容を的確に記録・蓄

積することである。通常、コール
センターでは、顧客からの電話に
いかに迅速に対応できるかという
応答率向上が重視されるため、応
対した内容を記録する時間を十分
に確保できないことが多い。した
がって、応対記録にかかるオペレ
ーターの作業負荷を軽減すること
が第１の課題となる。

第２の課題は、高品質な顧客応
対を実現するために、オペレータ
ーの応対の質を的確に評価するこ
とである。

さらに、コールセンターに蓄積
される顧客の声をいかに効率的か
つ的確に分析するか、これが第３
の課題となる。

これらの課題は、次のようなソ
リューションによって解決できる。

①音声認識による作業負荷の軽減
オペレーターの作業負荷軽減策

としては、音声認識技術による全
通話のテキスト化が挙げられる。
応対内容を記録するための入力作
業に必要な時間は、１件の応対に
かかる時間全体の約60％を占める
といわれる。音声認識技術を用い
て入力を自動化すれば、オペレー
ターの応対内容入力の負荷を軽減
できるだけでなく、コールセンタ
ーシステムと連携するCRM（顧

堀  宣男／竹原一彰

N R I  N E W S

顧客の声（VOC）活用の必要から、コールセンターで
は全通話をテキスト化する音声認識ツールの導入機運が高
まっている。しかし完全なテキスト化は技術的に困難であ
った。野村総合研究所（NRI）では、通話内容を自動要約
し、応対品質をモニタリングするシステム「TRUE 
TELLER VOICEダイジェスト」を開発した。オペレー
ターと顧客との通話をテキスト化して、ルールに則って自
動的に要約する。アフターコールワークを大幅に削減し、
主観にとらわれない通話内容の正確な要約を実現できる。
さらに、トークスクリプトやFAQ情報をもとに、電話応
対品質の全件モニタリングを実施できる機能を搭載し、応
対品質の持続的な改善を実現する。
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客管理または応対管理）システム
への入力負荷も大幅に軽減される。

また、時間当たりの応対件数が
増加し、応答率が向上すると同時
に、オペレーターは電話応対に集
中できるので、顧客応対の品質が
向上することも期待できる。

②応対品質のモニタリング
応対品質の評価に関しては、音

声認識と連動するモニタリングツ
ールの活用が挙げられる。多くの
コールセンターでは、監督者が通
話内容を聞いて応対品質を評価し
ているが、音声認識によって顧客
とオペレーター間の電話のやり取
りをテキストデータ化すれば、音
声を聞かなくても応対内容を画面
で即座に把握できるようになる。

応対時間を短縮し応対品質の均
質化や向上を図る手段として、ト
ークスクリプト（応対シナリオ）
やFAQ（想定問答集）などのマ
ニュアルを整備しているコールセ
ンターも多いが、音声認識による
テキスト化をすれば、いわゆる「危
険キーワード」によってリスクを
即座に発見したり、登録されたキ
ーワードを瞬時に識別してオペレ
ーターに的確な回答（トークスク
リプトやFAQ）を提示すること
も可能になる。

③顧客の声の分析
CRMシステムに入力された応

対記録から顧客の声を分析するた
めに、テキストマイニングツール
が活用される。このツールを使用
すれば正しく音声認識さ れた応
対内容のテキストから、顧客の本
音を把握したり、商品・サービス
の品質改善や新商品開発のヒント
を発見したりすることができる。

現状の対策における課題
音声認識と、これと連携するモ

ニタリング、テキスト分析の導入
の効果は大きいが、有効に活用す
るためには課題も少なくない。

①音声認識の課題
音声認識は、音声品質にノイズ

など難があると認識精度が落ちる
という問題がある。そのようなテ
キストには修正が必要となり、新
たな負荷が生じ、結局コストがか
かってしまうことになる。

②テキスト化の課題
音声品質に問題がなくても、音

声認識システムによるテキスト文
は、長文であり要点がまとまって
いないことから、応対記録用には
不向きである。また、オペレータ
ーが手入力する現状の応対記録文

では、作業者によってテキストが
簡潔すぎたり、逆に冗長な表現が 
多かったりするために、顧客の声
を分析する際に有効な分析が困難
になることもある。

③モニタリングの課題
モニタリングにおける課題は、

すべての応対記録に対して実施す
るには時間と手間がかかりすぎる
ことである。現実には一部をサン
プリングして実施せざるをえず、
全体の応対品質を的確に把握する
ことが難しい。そのため、応対品
質を向上させるための施策の有効
性を判断しにくい。 

「対話要約」と「全件モニタ
リング」の実現

上述の音声認識やモニタリング
運用、テキスト分析の課題を解決
するため、NRIは長年にわたり蓄
積してきたテキストマイニング技
術を基に、オペレーターと顧客間
とのやり取りを効率的な方法で
CRMシステムに入力する「対話
要約」技術、および応対内容を網
羅的に評価する「全件モニタリン
グ」の技術を開発した。この２つ
の技術を搭載したのが、NRIの対
話要約＆モニタリングシステム

「TRUE TELLER VOICEダイジ
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ェスト」である。
応対記録をCRMシステムへ入

力する際に重要なのは、用件とは
関係のない挨拶や冗長な表現を含
めず、要点がまとまっていること
である。そのためTRUE TELLER 
VOICEダイジェストの対話要約
は、応対管理としての記録用要約
と、顧客の声（意見、要望など）
の分析に適した要約とするため、
通話ログから「エッセンス」（対
話の重要な部分）を抽出して要約
することに主眼を置いている。
「全件モニタリング」は、オペレ
ーターのすべての応対記録をトー
クスクリプトやFAQと照合して
評価するもので、これまではサン
プリングしかできなかった応対内
容の評価を全件について行うこと
を可能にする。

TRUE TELLER VOICEダイジ
ェストには以下の３つの大きな機

能がある。

①応対記録文（要約）の自動生成 
音声認識テキストを入力する

と、要約エンジンは「要約テンプ
レート」に基づいて応対記録文を
自動生成する（図１）。要約テン
プレートは業種ごとの標準的な応
対記録のひな形を定義したもの
で、NRIが独自に整備したもので
ある。要約エンジンは、そのテン
プレートに従って用語や文体の統
一性、網羅性（必要事項の記載も
れがないこと）、簡潔性（不要事
項の記載がないこと）を確保しつ
つ、要約文を自動生成する。

この機能により応対記録の統一
性、網羅性、簡潔性が実現するた
め、オペレーターの教育に多大な
コストをかける必要がなくなる。
自動生成された要約文はCRMシ
ステムに連携・登録することが可

能である。

②通話ログからのエッセンス抽出 
顧客の声の分析を製品・サービ

スの開発やCSの向上に活かそう
うとするとき、応対記録用の自動
要約では足りない場合がある。た
とえば、「デザインは悪いけれど
もその製品を購入した」という言
葉が自動要約で単に「その製品を
購入した」と記録されると、「デ
ザインが悪い」という顧客の意見
が抜け落ちてしまう。顧客の声を
正確に分析するためには、対話中
のあらゆる文の意味を捉える必要
がある。

TRUE TELLER VOICEダイジ
ェストでは、たとえば「お電話あ
りがとうございます。○○センタ
ーの○○でございます」は定型表
現、「おはようございます」は挨
拶表現というように、文の意味を
判定している。このような意味の
解析によって、不要な表現や定型
的な表現を除去しつつ、細かな意
見や要望、評価などが含まれた対
話のエッセンスを抜き出すことが
できる。こうして作成された要約
は、原文と比較すると約30～60％
の文字数となり、テキスト分析の
精度と速度が大幅に向上する。

図1　応対記録文を自動生成する「TRUE TELLER VOICEダイジェスト」

音声認識・
テキスト化

要約文

保険

要約テンプレート

…金融 製造

要約エンジン
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③応対品質評価レポートの作成
オペレーターの応対内容とコー

ルセンターで運用されているトー
クスクリプトおよびFAQを照合
し、応対品質の評価レポートを作
成する（図２）。

具体的には、要約してテキスト
化されたオペレーターの通話内容
を分析し、オペレーターがどのよ
うな手順の応対をしたのか、トー
クスクリプトおよびFAQのどの
部分が使われどの部分が使われて
いないのかを、図２のように温度
分布で表示する。

応対品質スコアはオペレーター
ごと、期間ごとに把握できるよう
になっており、継続的な品質評価
とオペレーターのスキル（技能）
向上に役立てることができる。ま
た、使用頻度の低いトークスクリ
プトおよびFAQを把握できるの
で、マニュアルのメンテナンス方
針が立てやすい。

さまざまな用途での
活用が可能

本稿では、顧客からの問い合わ
せやクレームなどに対応する「イ
ンバウンド」のコールセンターに
つ い て 述 べ て き た が、TRUE 
TELLER VOICEダイジェストの

ような対話要約＆モニタリングシ
ステムにより、顧客属性に応じた
トークスクリプトを構築すれば、
商品・サービス販売系の「アウト
バウンド」のコールセンターで活
用することも期待できる。

そ の ほ か、TRUE TELLER 
VOICEダイジェストは、営業担
当者が外出先から携帯電話端末で
報告をすると営業日報が自動作成
され、そのまま営業支援システム

（SFA）に入力される仕組みなど、
さまざまな分野での活用が可能と

考えられる。 

『ITソリューションフロンティア』
2010年９月号より転載

堀  宣男（ほりのぶお）
ビジネスインテリジェンス事業部グ
ループマネージャー

竹原一彰（たけはらかずあき）
プロダクト開発部副主任テクニカルエ
ンジニア

図2　TRUE TELLER VOICEダイジェストの応対品質レポート（トークスクリプト
　　  との照合）例
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NRIセキュアテクノロジーズでは、本セミナーを
ほぼ月１、２回、さまざまなテーマで開催してい
る。７月15日は、J-SOX（企業改革法）対応におけ
る効率化や実効性をテーマに開催した。施行３年目
とはいえ、130人ほどの参加申込があったことから
も、関心の高さがうかがわれた。
■内部統制報告制度──評価の効率化とITの利用
ポイント（大塚商会 山内良治氏）
山内氏は、「初年度の内部統制報告制度で特徴が

一つある。監査法人やコンサルタントが思っていた
以上にIT（情報技術）にかかわる不備の報告はな
かった」と述べ、続いて、「大部分の企業が２年目
まではITに依拠しない統制でしのいだ。IT全般統
制の整備には非常に労力がかかるため、初年度は
ITで対策しなかった会社が多かった。裏を返せば
人力で、もしくは運用でカバーしたということで、
あるべき姿からすると非常に労力をかけたことにな
る」と語った。

今後は、ITをうまく利用して統制の品質をどう
高め、かつ内部統制報告制度を効率的にクリアして
いくかが重要となっていくという。経営者評価への
依拠の必要性も説きながら、継続的な不備是正と統
制強化、作成文書の維持管理、評価作業の効率化に
ついて解説した。
■特権IDのアクセス管理がIT全般統制のカギ（NRI

セキュアテクノロジーズ 小林雅人）
財務データの改ざん・破壊につながるリスクが非

常に高いため、内部統制対応のなかでも「特権ID
のアクセス管理」に関しては高レベルの統制が求め
られる。「監査法人から指摘される最近の傾向は、

これまで多かったIT業務処理統制に比べ、IT全般
統制への指摘が増えている点だ。その理由として、
監査法人による指摘が年々厳しくなってきたこと
と、IT全般統制に対して、これまで人手による運
用でしのいでいた箇所も、それではカバーできなく
なってきたこと」と述べた。さらに、特権IDのア
クセス管理は「予防的統制（アクセス制御）」「発見
的統制（ログ監査）」だけではなく、「運用性」も考
慮する必要があると強調した。

上述を踏まえ、効果的かつ有効的な対策として、
エージェントレスのため、本番サーバーに手を加え
ず、短期間・低コストで導入が可能で、運用負荷の
軽減も図れる「SecureCube / Access Check（特権
IDのアクセス管理製品）」を紹介した。
■IT全般統制事例から学ぶ運用成功ポイント（NRI

セキュアテクノロジーズ 孕石幸弘）
「今春より金融以外の業界からもIT全般統制につ
いて問い合わせが多い」という。監査人の評価する

「承認・記録（証跡）・確認（モニタリング）」の３プ
ロセスの有効性、確認実施ポイントを整理した。企
業は「一連のプロセス」を「継続」して実施、管理
可能にすることが重要だが、統制の事実を数値化す
ることで改善活動を促し、生産性向上や品質確保が
期待されることを具体的な事例も交えて解説した。

３人の話からも、ITを利用した真のIT全般統制
はこれからであるといえるであろう。

F O R U M  &  S E M I N A R

情報セキュリティソリューションセミナー（ IT統制効率化特集）

J-SOX対応──さらなる効率化の具体的ポイント

主催：NRIセキュアテクノロジーズ　2010年7月15日　　会場：野村総合研究所 丸の内総合センター

本セミナーについてのお問い合わせは下記へ
　　NRIセキュアテクノロジーズ　セミナー事務局
　　電話：03−6274−1011
　　電子メール：info@nri-secure.co.jp
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